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総括研究報告書 

 
大震災におけるＭＲＩ装置に起因する２次災害防止と被害最小化のための 

防災基準の策定 
 

研究代表者  中井 敏晴 
 独立行政法人国立長寿医療研究センター 神経情報画像開発研究室長 

 

研究要旨 

 本調査研究では高磁場、低温冷媒、高電圧を扱う MR 装置の東日本大震災による被災状況を

調査し、MR 検査室における安全な避難、MR 装置の被害の最小化、二次災害を防止するための

緊急的措置についての指針を策定するとともに、効率的な MR 検査室の防災対策を立てる上で

考慮すべき事項を集約した防災基準を提案する。そのための被災調査と MR 装置の冷媒（液体

ヘリウム）の異常により生じる危険性を予測、評価するための試験研究を行う。太平洋側７都

県で MR 装置を設置する医療機関 984 施設に 14 項目の設問からなる調査票を発送し、458 施設

に設置された 602 台の MR 装置の被災状況に関する回答を得た。MR 装置の 19％に被害事象見

られ、その発生度数は震度 5 以下と 6 以上で有意の差があった。頻度の高い被害事象としては

マグネットの移動（10.8%）、チラーや空調の故障（8.5%）、急激なヘリウムの減少（8.1％）、マ

グネット装備品の破損（5.8%）などが報告された。クエンチは 19 件確認されており、即時クエ

ンチは 5 件であった。1 日あたりに換算すると、平時と比べて有意にクエンチの発生率が高かっ

た。浸水被害は 12 施設で確認され、全て海岸から 2.5km 以内、標高 12ｍ以下に位置していた。 

50%の施設が震災発生後 3 日以内に、70%の施設が 1 週間後までに MR 装置を再稼働させてい

た。一方で、一週間以内にメーカーによる点検が受けられたのは 45％に留まっており、45%の

施設が「MRI メーカーによる点検作業を待てないので、病院スタッフによる点検で再稼働させ

た」との認識を示した。MR 装置が危害原因となった患者の受傷例は 9 件、検査担当者では 2

件であったが、具体的な傷害内容が判明した範囲では重症例の報告は無かった。 

 被災施設への訪問調査（対象 28 施設）では病院全館に「緊急地震警報」のシステムを備えた

施設が 3施設あり、災害時の対応として、「緊急地震警報」の放送がなったならば直ちにスキャ

ンを停止して患者を救出する訓練がなされていた。いずれもの施設でも患者の救出活動の初動

が早くなり有効であったと報告している。一方で、自家発電設備を有しているものの、MR 装置

の冷却システムへは電源供給されるようにはなっていなかった、本来電源供給されるはずであ

ったにもかかわらず想定通りに供給されなかったなど、今後検討すべき課題も指摘された。ま

た、津波が押し寄せるなどの非常時に自分の身を守るということについてどのように考えれば

よいのか指針が必要との指摘も寄せられた。 

 被害発生傾向の分析を行ったところ、震度の上昇と MR 装置被災度の相関、アンカー固定の
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MR 装置被災防止への有効性、建物構造との関係において耐震性建屋の MR 装置被災防止への

有効性（特に制震・免震構造の有効性）、復旧状況との関係において震度の上昇と MR 装置被災

後の自己復旧率の低下及びメーカー関与の必要性の増大について統計的有意性が確認された。

特に MR 検査室が免震構造の建家に設置されている事例では半損以上の被害例は無く、震度 6

以上でも十分な効果があることが注目された。首都圏（東京都，埼玉県）では全体データと比

較すると被害の発生率は低かったが、震度 6 以上の割合が東北地方よりも少ない（2%）、建物

の免震化率が高い（21.6%）、インフラの長期的停止が東北地方ほど著しくないなどの理由によ

るものと考えられた。発災直後の MR 検査担当者の行動分析では、強い揺れのため MR 検査担

当者が患者に近づけない、寝台が引き出せない、寝台からの患者を降ろす作業の困難さなどが

指摘された。 

 撤去される MR 装置を利用した試験では、クエンチの発生とともに同時に配管が急激に冷や

されるため、廻りの空気が配管壁面で液化し、室内配管のつなぎ目などからヘリウムガスが漏

れ出る様子が確認された。マグネット上部の放出配管周辺の温度は、最大-150〜-200 度にまで

低下し、-100 度以下の状態が 1 時間程度は続くことが確認された。また、屋外排気口周囲の温

度も、-100 度以下に下がることが確認された。クエンチの発生時に排気経路やマグネットの筐

体などが損傷した場合の危険性について考慮すべきと考えられる。 

 今後想定される震災を念頭において MR 検査室における減災を考える上では、１）建屋の免

震構造化、２）緊急地震速報の活用、３）患者救出を含めた実地訓練、４）設置されているマ

グネットに関する正確な情報収集、５）非常電源、非常照明の確認、６）停電も含めた非常時

における電子マニュアル等の利用方法の確認、７）立ち入り禁止等、現場の安全確保処置の準

備、８）MR 装置の再稼働前の十分な点検、などが重要であり、これらの事項を体系的な防災

基準として策定する必要がある。 

 

町田好男・東北大学大学院・教授 

礒田治夫・名古屋大学大学院・教授 

野口隆志・独）物質・材料研究機構・研究員 

土橋俊男・日本医科大学付属病院・技師長 

山口さち子・独）労働安全衛生総合研究所・研究員 

 

Ａ．研究目的 

 平成 23 年 3 月 11 日に東日本大震災が発生し、

多くの犠牲者と被害を出した。医療機関は震災時

の救命活動の拠点となるにも関わらず、自らも被

災し設備の損傷を免れ得ないばかりか、医療従事

者が津波の犠牲になった事例も報告されている。 

たとえ医療施設が免震構造であっても津波や大き

な地殻変動の影響を逃れることはできないため、

震災時における医療器機の安全確保が重要な課題

となる。震災における医療器機の安全は、大きく

２つの視点から捉えることができる。ひとつは、

医療器機そのものが震災により周囲にいる患者や

職員に危害を与える危険性であり、もうひとつは

震災の影響で生じた不具合が事故や致命的な故障

の原因となる可能性である。医療器機の影響度分

類によれば、災害時には機器の移動・転倒・落下
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等により、現に使用中の患者や職員に対して重大

な人的危害を与えるおそれがある「危害型」や、

機器震害での機能停止により、診療機能に重大な

影響を与えるものであり、かつ他に代替できるも

のがないか、使用中の患者や新たな患者に対して

緊急の用途に供する必要がある「緊急型」など、

５型の分類がなされている（佐藤栄児、都市施設

の耐震性評価・機能確保に関する研究 3.1.3 機器

の重要度および災害復旧における緊急性の分類、

平成 19 年度報告書）。 

 MRI 装置は国内で 5000 台以上が稼働し、日常診

療でも重要な役割を果たしているが、低温冷媒（−

270℃）、高磁場（数テスラ）、高電圧（数千ボルト）

を用いるため、厳重に管理されている（日本磁気

共鳴医学会安全性評価委員会監修 MRI 安全性の

考え方、秀潤社、2010）。震災時にはクエンチ（＊）

の発生に伴う液体ヘリウムの急激な気化や大型の

磁性体吸引、漏電による火災などの危険性があり、

２次災害の原因となりうる。過去には、作業ミス

で生じた特殊な条件下で低温冷媒容器の爆発事故

（圧力破裂）が起き受傷した事例もある（三森文

行、上野 照剛 MRI 装置撤去時の爆発事故に関する

調査経過報告 日本磁気共鳴医学会雑誌 24、 

92-94、2004）。従って、MR 装置に起因する２次災

害を防止するために医療機関が自ら実施すべき緊

急的な安全手順を確立する必要がある。このよう

な観点から、MRI は影響度分類をあてはめるならば、

「危害型-管理系（I-B）」に分類されると考えられ

るが、今回の東日本大震災で実際にどのような被

害が MR 装置に発生したかを明らかにし、より具体

的なリスク予測を行う必要がある。 

 今回の震災後には、通信・流通網の障害や装置

メーカー自身の被災 により保守点検作業が数ヶ

月間実施できない状態が続き、MR 検査室ではかな

りの混乱が続いた。しかし、医療機関は自らの判

断でMRI装置使用の安全確保の 策を講じなければ

ならず、そのための MRI 再稼働の安全指針が必要

であるが、まだそのようなものは確立されていな

い。従って、東日本大震災で MR 装置の復帰過程で

具体的にどのような問題が発生したかも調査する

必要がある。 

 日本磁気共鳴医学会の安全性評価委員会（委員

長 中井敏晴）は今回の震災発生４日後（平成 23

年 3月 15 日）に「災害時のＭＲ検査の安全に関す

る緊急提言」を提案し、厚生労働省を通じて２次

災害の防止対策が各都道府県に通知された。この

提言はMR装置の安全管理に関する物理工学的知識

を基にして、震災現場において起こりうると考え

られる事項を中心に緊急的対処について提案した

ものであったが、被災現場の状況についての具体

的な状況が確認できないため、あくまでも理論的

に考えうる範囲で作成した。その後、代表研究者

らは東北３県を中心としたMR装置被災の事例収集

を行い（協力機関約 20）、今回の震災において実際

に発生した事象の定性的な情報を得た。その結果

を第 39 回日本磁気共鳴医学会で「緊急報告―震災

時における MRI の危機管理」として報告した（平

成 23 年 9月 30 日、小倉、興梠征典大会長）。 

 このような予備調査活動では、MR 装置の破損が

具体的にどのように生じているかについては分か

ったが、その背景要因や個々の施設が直面した問

題が何であるかについては十分な情報が得られな

かった。また、津波被害の著しい地域に関する具

体的情報は限られており、クエンチの発生につい

ても情報が限られており実体がつかめなかった。

本調査研究では、MR 装置の被害状況だけでなく、

発災当時に検査担当者が取った処置や行動、検査

現場の視点から捉えたMR装置復帰過程の状況や課
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題、今後の防災対策に対する考えなどを調査し、

可能な限り定量的な評価を行う。阪神淡路大震災

でも MR 装置の被害調査は行われたが（亀井ら、阪

神・淡路大震災における MR 装置の被災状況調査結

果 日本磁気共鳴医学会雑誌 第 15 巻、S141-142、

1995）、被災した装置の規模が異なるだけでなく、

MR 装置の高性能化が進んだため静磁場強度が高い

装置（3T 装置）が普及したことなど、当時と比較

するとかなり状況が変わってきている。また、今

回の震災では三陸海岸沿いを中心とした津波の被

害が著しく、医療施設が津波に巻き込まれた事例

も多数報道されており、家具や什器類の転倒と火

災の被害が大きかった阪神淡路大震災とは状況が

異なる。 

 従って、今回の震災被害を受けた太平洋沿岸地

域（岩手、宮城、福島、茨木、千葉、東京、埼玉

の 7 都県）に対して大規模調査を実施し被害事象

ごとに定量的な評価を行ない（分担研究１）、その

発生に関連が深い因子を探索する（分担研究３）。

特に注目される被害が報告された施設に対する訪

問調査を行い、より詳細な問題抽出を行う（分担

研究２）。また、都市型の被害としての特徴がある

かどうかの検討を行う（分担研究４）。震災時や震

災後の管理において関心の高いクエンチの発生リ

スクを予測するための指標を探索するための分析

と試験研究を行う（分担研究６）。それらの結果を

基に、先に出された緊急提言を改訂し、MR 検査室

の防災指針を策定するための、発災時の MR 検査室

における検査担当者の行動分析を行うとともに、

東南海地区における MR 検査室の防災対策の現状

について概況を調査する（分担研究５）。これらの

作業を進める過程で、得られた情報を地域的な取

組の中に取り入れるための啓蒙活動を行う。この

ような調査研究は世界的にも例が無いが、今後予

想される南海・東海地震等への対策としても不可

欠である。 

 

（＊）クエンチとは貯留された電磁気的エネルギ

ーが熱に変換されることで、超伝導状態の一部、

あるいは全体が常伝導状態に遷移して復帰できな

くなる状態である。MRI 等に使用されている超伝導

磁石においては超伝導を実現するために磁石の線

材を冷却する液体ヘリウムが沸騰し、急激に発生

する白煙がクエンチに特徴的ではあるが、その有

無がクエンチの本質ではない。超伝導線材の動き

や線材を固定するエポキシ樹脂の劣化による固定

不良により擾乱が生じ、局所的な温度上昇が発生

することが原因のひとつと考えられているが、実

際には原因不明とされることが多い。実際の MRI

の管理では、クエンチに伴い発生する液体ヘリウ

ムの急激な気化が、凍傷や窒息の原因となりうる

ので注意が必要な現象とされている。超伝導磁石

に磁性体が吸引されて人体が挟まれ、生命の危機

が発生した場合のために、強制的にクエンチを生

じさせるシステムが MRI に装備されている。 

 

Ｂ．研究方法 

研究体制 

 本調査研究を推進するための調査組織の準備を

平成 23 年度下半期に進めた。調査対象施設や装置

担当者の確認、現地の情報収集、調査票回収のた

めの応談、訪問調査の実施など、地域ごとに分担

して調査活動の最前線を支える調査協力者とその

補助者を 7 都県（各 2 名）の診療放射線技師会等

の推薦を受けて選任した。また、超伝導工学の専

門グループ（物質材料研究機構、4名）が、震災時

におけるマグネットの動態に関する試験研究を分

担し、東海グループが（名古屋大学、3名）中部地
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区の概況調査を実施した。コアメンバー6名、研究

協力者20名、総計26名で24年度の調査を行った。 

研究項目 

 平成 24 年度の調査研究は、MR 装置の被災調査と、

被災後のMR装置の安定性の評価指標を探索するた

めの試験研究の 2 項目を実施した。被災調査は、

得られたデータの総合的評価研究、注目される被

害が認められた個別施設への訪問調査研究、建物

要因に関する分析研究、都市部の特徴に関する分

析研究、震災後の検査担当者の行動分析研究の５

課題に分けて分担研究を行った。 

（１）「東日本大震災によるＭＲ装置被災状況に関

する質問紙調査の報告」（国立長寿医療研究センタ

ー、中井敏晴） 

 平成23年に行った予備調査の結果から判明した

被害事象を中心に太平洋沿岸部の 984 施設を対象

とした質問紙による調査を平成24年7月より開始

し、10 月に調査票の回収を完了し 12 月に一次集計

結果をとりまとめた。東北厚生局、関東甲信越厚

生局で保健医療機関として登録されている施設か

ら、協力組織が把握している施設、商業誌で公表

されている MR 装置の設置状況等の情報を元に MR

装置を保有する施設を確認の上、調査票の送付対

象を確認した。調査票は、国立長寿医療研究セン

ターを最終的な発着点とした。施設単位の調査で

あり、同一施設からの重複回答は含まれない。 

 調査内容は 14 項目からなり、①施設の基本情報

と設置されている MR 装置の種別、②確認された被

害事象、③装置ごとの被害状況（設置方法、建屋

の状況を含む）、④装置ごとの復帰状況と問題点、

⑤発災時の業務状況と緊急対処の内容、⑥人的被

害の有無、⑦今後の対策、が主な質問内容である。

調査票の詳細は分担研究「東日本大震災によるＭ

Ｒ装置被災状況の質問紙調査」の報告に記載する。

平成 24 年度は、全体的な傾向の把握、特に津波被

害の特徴分析と分担研究３〜５で使用するデータ

の抽出を行った。 

（２）「岩手・宮城・福島の東北３県の MRI 被災調

査 (アンケートおよび聞き取り調査)」（東北大学

大学院医学研究科 町田好男） 

 平成 24年度 11月から平成25年 1月までの期間

に東北 3 県で特に注目される被害（津波、建物の

大きな損壊、クエンチ、その他 MR 装置の目立った

被害など）が報告された 25 施設に対して訪問調査

を行った。訪問調査では震災発生時の対応につい

ての詳細の聞き取り、痕跡が残っている施設につ

いては現場の視察、今後の震災対策に関する問題

意識等の聞き取りを行った。18 の質問項目（分担

研究報告を参照）を準備したが、あらかじめ調査

項目を送付し施設として重要と考えられる項目に

ついて重点的にインタビューを行った。 

（３）「東日本大震災によるＭＲ装置被災調査の背

景要因に関する研究」（労働安全衛生総合研究所 

山口さち子） 

 地震発生から最も初期に精度の高い場所・時間

情報を得ることが可能なパラメータである「震度」

に着目し、東日本大震災によおける MR 装置被災の

背景要因を探索した。データは東日本大震災によ

る MR 装置被災調査の全国集計を利用した。震度は

震度 5未満、震度 5、震度 6以上の 3群とし、主に

震度と被害内容の関係性について検討した。震度

は震度 5未満、震度 5、震度 6以上の 3群とし、統

計解析は SPSS（IBM 社）を用いた。東日本大震災

による MR 装置被災調査結果から、調査地域の MR

装置ごとで回答構成される台数ベース（N=603）の

データ（アンケート回答票 1及び 2）と調査地域の

施設ごとの回答で構成される施設ベース（N=458）

のデータが得られている。 
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 まず、台数ベース（N=603）のデータについて、

回答票 1 より①MR 装置の被害状況と震度との関連、

②アンカー固定と MR 装置の被害状況との関連、③

設置建屋と MR 装置の被害状況との関連、回答票 2

より④復帰状況と震度との関連、⑤検査時の状況

と復帰状況との関連についてχ2 検定を行い検討

した。次に、施設ベース（N=458）のデータについ

て、⑥MR 装置の破損状況（問 2-⑤）と震度との関

連、⑦復旧の状況（問 4-①、4-③）と震度との関

連、⑧災害時のMR検査の安全確保に関する指針（問

12-①）と震度との関連について、χ2 検定を行い

検討した。 

（４）「首都圏における大震災による MRI 装置の被

害傾向 —東日本大震災における被害状況：東京

都・埼玉県を中心に—」（日本医科大学 土橋俊男） 

 東日本大震災では広範囲に渡って被害が発生し

たが、都市部と地方で MR 装置の被害状況や復帰過

程の相違点を明らかにし、都市部での MR 室の防災

対策を考える上で考慮すべき観点を抽出するため

の分析研究を行った。データは東日本大震災によ

るMR装置被災調査の全国集計を利用し、首都圏（東

京埼玉）と全体データの比較を行った。その上で、

臨床検査の現場の視点から今後の防災対策として

必要な事項の検討を行った。 

（５）「東日本大震災における「MR 検査の患者の安

全確保」と「MR 装置の安全確保」について」（名古

屋大学大学院医学研究科、礒田治夫） 

 被災施設調査の中で、調査項目「8 発災直後に

取った措置：8-① 患者の安全確保」と「8 発災直

後に取った措置：8-② MR 装置の安全確保」の自由

記述の内容を、患者の安全確保では検査担当者の

行動を経時的なステップで分解して行動パターン

を分類し、MR 装置の安全確保では処置内容で分類

を行った。自由記述の分類であるため該当数の積

算までとし、25 年度に実施する防災基準策定で検

討すべき項目の抽出を行った。また、中部地区（7

県）における今後の調査、啓蒙活動を行うための

地域連携に関する予備調査を行った。 

（６）「被災時の超伝導型 MR 装置の不安要因解消

のための工学的知見と提言」（物質材料研究機構 

野口隆志） 

 医療機関で装置交換時に廃棄されるMR装置を利

用して、クエンチや消磁過程におけるマグネット

の動態変化を観測、分析する。マグネットの発生

磁場変化は磁束計を用いてマグネット開口部付近

での定点磁場観測を実施し、クライオ内圧はマグ

ネットに備え付けられた圧力計を利用する。放出

配管の表面温度変化はマグネットの内圧放出口付

近の構造物に極低温用温度計を取り付けて行い、

クエンチ発生からクエンチ終了までの屋外放出口

の目視観察および映像撮影を実施する。 

（倫理面への配慮） 

 本研究の対象は個人情報や人・動物等の生命体

ではなく、何等かの介入を行うことも無い匿名調

査であるが、調査票に調査の主旨説明と同意確認

を行うための文書を添付し、回答票の返信を持っ

て同意とした。訪問調査は対面調査であり施設の

現場調査も含むため、事前に倫理委員会（国立長

寿医療研究センター）で承認を受けたプロトコル

に従って、個別に書面をもって同意の確認を得た。 

 
Ｃ．研究結果 

（１） 分担研究「東日本大震災によるＭＲ装置被

災状況の質問紙調査」 

発災後２週間の動向 

 東日本大震災が発生してから２週間以内に震災

時におけるMRの安全に関して国民向けに公表され

た情報の一覧を表 1 に示す。本調査結果では、２
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週間とは、津波等の激甚被害にあった医療施設に

MR 装置メーカーの担当者が到達できた時期であり、

激甚被害地区以外で社会インフラがおおむね復帰

した時期に相当する（土木学会地震工学委員会 東

日本大震災におけるライフライン復旧概況（時系

列編））。1 日１回以上の頻度で MR 装置メーカー5

社および日本医療画像システム工業会のホームペ

ージにアクセスし、一般国民向けとして公表が確

認できる情報を収集した。日本磁気共鳴医学会が

公表した「災害時におけるＭＲ装置の安全管理に

関する提言」（資料１）以外には、被災した MR 装

置に近づかないよう注意を呼びかける情報がMR装

置メーカー1 社および業界団体から出されている。

また、上記提言を引用する形での情報提供が別の

MR 装置メーカー１社から出されている。これ以外

に、顧客のみを対象として自社製品の取り扱い説

明書の一部を抜粋し、計画停電についての資料と

して配布を開始した例があった。 

施設の被災状況に関する調査結果 

 岩手、宮城、福島、茨城、千葉、東京、埼玉の 7

都県で MR 装置を保有する 983 施設を対象として、

MR 装置に発生した破損の種別、発災時の様子や緊

急的対処の内容、再稼働における問題点などにつ

いて調べる無記名調査を実施し 458 件の回答を得

た。19％の MR 装置に何らかの被害事象が見られ、

震度 5 以下と 6 以上で発生率に有意の差があった

（p<0.001）。マグネットの移動（12.4%）、チラー

や空調の故障（9.6%）、急激なヘリウムの減少

（8.4％）、マグネット装備品の破損（7.6%）など

が代表的な被害事象である。クエンチは 19 件確認

され、即時クエンチは 5件であった。 

 注目事項の第一はインフラ障害（資料２）によ

る二次的な被害の発生で、震災後のインフラ障害

がMR装置の稼働復帰の妨げになるだけでなく新た

なリスク要因となりうること、外部からの支援が

無い状態で施設のスタッフによる安全点検、復帰

作業の試みが不可避となった点である。大地震の

後では、診療再開の前に、マグネットが発生する

静磁場の状態だけでなく電気系統や機械部分（冷

却システムの動作、漏電の有無、寝台の動作）、撮

影室のガス配管なども含めて総合的な点検が必要

である。今回のように震度５以上の激震が広範囲

で発生する大震災では装置メーカーの支援を受け

られる保証は無いので、現場の検査担当者や MR 装

置管理者が安全確保のために積極的に行動せざる

をえない状況であり、そのための指針が重要であ

ることが本調査で数値として確認された。 

 注目事項の第二は津波被害である。東日本大震

災では三陸海岸を中心として著しい津波の被害が

発生し、大船渡市では 10.7ｍ（浸水高）を、陸前

高田市では 15.4m（浸水高）を記録している。東日

本大震災で MR 装置の浸水被害は 12 施設（超伝導

型 5 台、永久磁石型 7 台）であった。建物が完全

流出した事例は 2 施設（いずれも海岸から 1km 以

内の距離にある診療所で永久磁石型のMR装置を設

置）であるが、1施設については現場付近でマグネ

ットが発見されていない。その他の 11 施設の浸水

の程度はさまざまであるが、MR 装置は浸水したう

えで残存しており、浸水が極めて軽微であった 1

施設を除いていずれも廃棄処分になっている。こ

れ以外に、MR装置の直接浸水はまぬがれたものの、

浸水の一歩手前であった施設が 7 施設あった。浸

水した5台の超伝導型のMR装置のうち即時クエン

チを起こしたのは 1 台であり、他の 4 施設は冷媒

不足による遅延クエンチか強制クエンチのいずれ

かで磁場を停止しており、浸水そのものがクエン

チの直接原因にはなっていない。サンプル数は限
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られているが、１）浸水がクエンチの直接原因に

なるという明確な証拠は得られなかった、２）し

かし冷却システムの破壊による遅延クエンチはほ

とんど不可避である、と言える。 

 浸水被害のリスク分析は以下のとおりである。

全調査対象（984 施設）に対しては 1.2％の浸水率

（浸水に瀕した事例を含めると 1.9％）であるが、

津波の被害を受ける可能性がある三陸海岸沿岸部

を対象に考えてみると全く異なった数字になり、

宮城、岩手の沿岸から 5ｋｍ以内を母数とすれば

36％、4ｋｍ以内では 41％の浸水率になる。海岸よ

り 4ｋｍ以内で浸水を免れている施設は海抜が 12

ｍ以上（設置場所としては 14ｍ以上と想定）であ

るか、浸水しにくい特別な地形的特徴が見られた。

また、浸水による MR 装置の全損例は建物崩壊によ

る全損よりも遥かに事例が多く、建物は耐震や免

震であっても耐水ではないことを銘記すべきであ

ろう。 

 また、浸水被害によるリスクとしては、以下の

点があげられる。 

1. 流入した大型磁性体による吸着事故 

2. 異常なクエンチ（遅延クエンチは不可避） 

3. マグネットの流出や露出による二次被害 

4. 軽微な浸水の場合は再稼働時の電気回路の安

全性 

  注目事項の第三はクエンチの発生リスクであ

る。目に見える現象としては発熱による冷媒（液

体ヘリウム）の沸騰、気化に象徴されるが、大規

模なヘリウムの気化を伴わないで磁場が消失する

場合もある。高温超伝導素材を使用し低温の気体

ヘリウムを冷却に使用しているマグネットでは液

体ヘリウムの急激な沸騰現象が観察されないため

目視ではすぐにクエンチと分からない。クエンチ

そのものは、MR 装置の撤去時に行われるように管

理された状態で発生する限りはそれほど危険な現

象ではないが、現実的な危険の原因は液体ヘリウ

ムの急激な気化現象である。 

 本調査では19件のクエンチ事例が確認されてお

り、そのうち、即時クエンチは 5 件であった。1

件は津波による浸水事例（前述）、残りの 4例は第

一波の地震の発生をきっかけとして生じたもので

あった。強制クエンチは 2 件あり、そのうち 1 件

は浸水被害後の安全確保のための措置である。そ

れ以外は 10 例が冷媒不足等による遅延クエンチ

（地震発生から24時間後かつ一ヶ月以内の全ての

クエンチか、一ヶ月以降でかつ震災との関連性が

明確なもの）、4 件が原因不明のクエンチ（地震発

生から一ヶ月以降で震災との直接の関連が不明確

なもの）であった。東日本大震災において地震そ

のものをきっかけとして発生した即時クエンチ（5

例）の発生率は 1.1％（超伝導型 472 台に占める

割合）である。遅延クエンチも含めると 4.0%にな

る。回答が寄せられた施設における過去のクエン

チ経験は 11.1％であり、クエンチ自体が決して極

めて稀な事象では無いが、MR 装置の運転日数を考

慮すれば 1 日に 5 件の発生は高い確率になる。低

温物理学的には地震による震動そのものがクエン

チを起こす直接の原因になるとは考えにくいとさ

れるが、今回の調査結果からはクエンチは震災に

おいて一定の注意を払うべき事象であることが確

認された。もともとクエンチの潜在的リスクが高

まっていた装置に発生しやすいのか、地震波の特

徴、建物構造や設置方法が影響するのか、それ以

外の要素が関与するのかなど、まだ未解明の部分

もある。 

（２）岩手・宮城・福島の東北３県の MRI 被災調

査 (アンケートおよび聞き取り調査)」 

 被災施設への訪問調査（聞き取り調査）は原則
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として２名の研究協力者が調査員として訪問する

形で行った。調査対象は岩手４施設、宮城１４、

福島１０、計２８施設で、アンケート調査の結果

で注目された施設を抽出し、訪問調査の承諾を改

めて取った。 

 岩手の4施設では施設の立地条件の違いにより、

発災直後の様子が異っている様子が明らかになっ

た。地震による建物被害が大きかった施設では、 

MR 検査が行われておらず、装置の状況把握のみが

行われ立ち入り禁止措置が取られていた。地震発

生後、25〜30 分で津波の襲来を受けた施設では装

置の被害状況把握すらできていない。今後はこの

短時間内に行なうべきことの優先順位を検証する

必要がある。本調査の対象ではないが、ある県立

病院（MRI 装置は未設置）では、揺れが収まった時

点で放射線機器の点検を行っていた時「津波が来

た」との声が聞こえたために慌てて避難し、難を

逃れたとの事例が報告されている。 

 宮城県はほぼ全域が６弱以上の震度を記録した。

建屋が激しく揺れる最中、ボア内から患者救出を

行うのは非常な困難を伴った。患者の稼働性やス

キャン中の体位、使用されていたコイルの種類は

多様であり、緊急的な救出の支障になる要素はさ

まざまであった。マグネット本体の移動により途

中から患者の載る寝台を引き出すことができなか

った、大型のコイルがガントリの内壁にひっかか

り、引き出せなかった等の事例が報告された。こ

のような状況で、患者をガントリ内部で待機させ

るべきか、激しい揺れの中で危険を冒しながらも

引き出してテーブルから降ろし、スキャンルーム

外に誘導すべきかについては議論があった。 

 今回の調査の中で、病院全館に「緊急地震警報」

のシステムを備えた施設が 3 施設あった。ある施

設では、災害時の対応として、「緊急地震警報」の

放送がなったならば直ちにスキャンを停止して患

者を救出する訓練が徹底されていた。また、別の

施設では、以前は誤報等の理由でこのシステムが

活用されていなかったが、3月 9日の前震を経験し

ていたために、大きな揺れが来る前にスキャンル

ームに入って患者救出を開始することができたと

報告している。もうひとつの施設では、Ｓ波到来

までの予測時間をカウントダウンするシステムで

あった。いずれもの施設でも患者救出の観点で「緊

急地震警報」のシステムは有効であったと報告し

ている。 

 震災対策としての免震構造の有効性を明確に示

す注目すべき事例があった。震度７でも免震構造

の建屋に設置された装置には全く損傷はなかった

が、耐震構造の別の建屋に設置された装置は台座

からマグネットが脱落して移動してしまい、患者

テーブルの軸方向がずれてしまった。 

 マグネット本体の設置方法と被害との関係では

アンカー止めしない装置でマグネット本体の移動

や回転が見られた。このようなマグネット本体の

損傷は、クエンチダクトの破断など重大な 2 次的

被害を引き起こした。建屋の耐震性能や、地盤等

の立地条件を考慮したマグネット本体の設置方法

についての指針が求められる。 

 ほとんどの施設で停電を経験したが、商用電源

が復電までの間冷却システムが停止したままの施

設が多数あった。そのために液体ヘリウムの蒸散

が通常より増加し、そのためにクエンチの発生を

危惧していた施設がいくつかあった。自家発電設

備を有しているものの、MR 装置の冷却システムへ

は電源供給されない施設や、本来電源供給される

はずであったにもかかわらず切り替え設備の不具

合で供給されなかったなど、実際に震災が発生し

て想定外の事態に直面した。 
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 多くの装置メーカーが、MR 装置の復旧に直ぐに

は対応できない状況であった。仙台市は各メーカ

ーが東北地方のサービス拠点を置いているが、被

災地にあるメーカーの拠点やそこで働くサービス

マン自身も被災者であったという視点を忘れては

ならない。そのためにも、ユーザー自身による適

切な対応を行うための災害時マニュアルが求めら

れる。 

 福島県内では津波による被害を受けた施設は無

かったが、原子力災害によって非難区域となった

施設の状況や、発災当初の対応についての指摘が

主であった。調査対象 10 施設のうち装置自体が被

害を受け検査停止を余儀なくされた施設は 6 施設

であり、再稼働までの日数は、装置が復旧しても

病院の運営上の問題で遅れたケースがあった。震

災後にＭＲＩの操作室が患者の一時避難所や一般

の技師室として利用されていたケースがあり、そ

の妥当性について検討する必要がある。 

（３）「東日本大震災によるＭＲ装置被災調査の背

景要因に関する研究」 

 MR 装置の被害が「影響なし」と「影響あり（軽

微、半損（軽）、半損（重）、全損）」の二群に分類

し震度との関連を検討したところ、震度の上昇に

つれて MR 装置への影響が有意に増大していた

（p<0.001）。 

 「アンカー固定なし」と「アンカー固定あり」の

二群に分類し、「影響なし」と「影響あり」の二群

に分類して検討した結果、「固定あり」で被害事例

は 13.0%であったのに対し、「固定なし」では 36.4%

で有意差が認められた（p<0.001）。 

 設置建屋を「耐震構造」、「制震、免震構造」、「そ

の他」の三群に分類し、影響の有無による二群に

分類し解析したところ、影響が少なかったのは「制

震、免震構造」であった（p<0.05）。「耐震構造」

と「制震、免震構造」間においても、「制震、免震

構造」で有意な被害減少が観察された（p<0.01）。 

 復帰状況と震度については、メーカーによる復

旧作業（修理）開始までの期間（発災から）、機械

が使用可能となるまでの復旧期間（発災から）、検

査を再開するまでの期間（発災から）いずれにお

いても、震度と関連した有意な復帰遅延が観察さ

れた（p<0.001、表 4）、震度の上昇と MR 装置被災

後の自己復旧率の低下及びメーカー関与の必要性

の増加が確認された。 

 発災時に検査が行われていた状況を示す「スキ

ャン中」及び「実験中」を「稼働中」とし、それ

以外の状況（始業前、就業後及び非稼動状態等）

を「それ以外」と分類すると、MR 装置が使用可能

となるまでの復旧期間（発災から）、MR検査を再開

するまでの期間において、「稼働中」に対して「そ

れ以外」の群で復旧遅延傾向が示された（p<0.001）。 

 MR 装置の破損状況を、震度別（震度 5 未満、震

度 5、震度 6以上）でカイ二乗検定を行ったところ、

磁性体の吸着とシステムキャビネット等のアンカ

ーの破損を除き有意差が観察された。クエンチ関

連事項（チラーや冷凍機の故障、クエンチダクト

の損傷、急激なヘリウムの減少、屋外機の設置状

態の異常）についても有意差が観察された（p<0.05） 

 復旧作業の状況について、震度別（震度 5未満、

震度 5、震度 6 以上）で検討を行うと、「病院（施

設スタッフ）による点検のみによる再稼働（178

件）」の割合は震度 5 以下で高かったが、「MR メー

カーによる再稼働（31 件）、「両者関与するもメー

カー主導の再稼働（82 件）」、「再稼働不能（20 件）」

は震度 6 以上で増加を示した。カイ二乗検定を行

うと、これらに有意差が観察された（p<0.05）。こ

のように、震度は被害事象や復旧状況と統計的に
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有意の関連性がある事が確認された。 

（４）「首都圏における大震災による MRI 装置の被

害傾向 —東日本大震災における被害状況：東京

都・埼玉県を中心に—」 

 首都圏（東京、埼玉）では MR 装置を 2台以上保

有する施設が 35%を占め（全体 20.5%）、複数の装

置が設置されている割合が高かった。設置建物の

制振・免震化率は東京都で 21.6%であり、全体の

8.2%よりも高い比率であった。一方で、6以上の震

度であったのは 2%であり、全体の 30％と比較する

とかなり低かった。マグネットの移動は 4.6%（全

体 12.4%）、マグネット装備品の損壊 0.8%（全体

7.6%）、クエンチダクトの損傷 0.8%（全体 4.5%）、

MR 検査中の患者受傷が 1.5%（全体 2%）であった。

首都圏でも即時クエンチが 1 件発生している。一

方で、浸水（全体 3%）や火災被害の報告は無かっ

た。 

 首都圏では免震構造および制震構造の建屋の装

置には今回の震災による被害が発生しておらず、

震度 6 強の強い揺れがあった免震構造の施設でも

全く被害が発生していなかった。一方、耐震構造

では震度4あるいは震度5弱で被害が発生しおり、

免震構造の施設と差があった。震災に伴う MR 装置

の被害の発生率低減に免震構造が有用である点が

明らかになった。ビルの 9 階に設置されていた超

伝導型の装置（アンカー止め無し）の事例では、

クエンチダクトを中心に50㎝程度回転性の移動が

生じた。今回の調査では、回答を容易にするため

に移動の有無のみを尋ねたので、どのような移動

であったかについての詳細情報が得られていない

が、今後は建物の階との関係や移動の方向につい

ての検討を進める必要があると考えられる。 

 東北地方と比較すると相対的に高い制振・免震

化率と低い震度のために、MR 装置の被害程度に差

が認められたと考えられる。しかし、停電等のイ

ンフラ障害による二次的なトラブルの発生につい

ては建物構造や震度とは関係なく影響を受けるの

で、まず共通の防災対策を考えねばならない。今

回は報告されていないが、医療施設専用でないビ

ルに設置されたMR装置がクエンチを起こした場合

の周囲への影響についても十分な検討が必要と考

えられる。 

（５）「東日本大震災における「MR 検査の患者の安

全確保」と「MR 装置の安全確保」について」 

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災で

被災したMR装置に関連してなされた被災調査の自

由記述の内容を解析し、震災時の「MR 検査の患者

の安全確保」と「MR 装置の安全確保」を解析した。

強い揺れに伴い、MR 検査担当者が患者に近づけな

いこと、寝台の引き出しや寝台からの患者を降ろ

す過程で困難があることなどが判明した。寝台上

の患者の安全を確保する方法、MR 検査室から寝台

ごと室外へ運び出せるシステムなどが重要と思わ

れた。また、緊急地震速報により、本震襲来より

も早期に患者救出を行う訓練をする必要もあると

思われた。震災による MR 装置の損傷を最小限に留

め、二次災害を防ぐ手段とし、MR 検査室の施錠、

立入禁止措置、冷凍機関係のチェック、クエンチ

に対処するための措置があり、今後、防災対策に

おいて考慮すべき内容と考えられた。 

 防災基準の策定の準備として、中部地方の震災

対策の現状については、15 施設（7 県）を対象と

した予備調査を行った。その結果、地震対策全般

についての施設レベルでの対策は取られているが、

MR 装置に関連したものは少なく、特に東日本大震

災クラスの震災を想定したものが無いことが分か

った。また、各地区や学会における MR 装置に関連
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した震災対策についても、MR 装置に関連したもの

はなかった。震災対策として今後取組が必要と思

われる事項としては、防災訓練、震災時の患者救

出マニュアル、被災直後の復旧～安全確認までの

MR 装置のチェックリスト、MR 装置メーカーの震災

対策、被災状況の情報共有・連絡網の構築など指

摘された。 

（６）「被災時の超伝導型 MR 装置の不安要因解消

のための工学的知見と提言」 

 震災後に医療施設の MR 検査室の担当者がクエ

ンチのリスクについて少しでも予測できるように

するために、MR 装置の被害調査アンケートの結果

から、MR 装置のクエンチに関する不安要因を抽出

したところ、以下の 10 項目にまとめられた。 (1)

冷凍機用冷却水の循環停止、(2)急激なヘリウムの

減少、(3)クエンチダクトの損傷、(4)磁性体の吸

着、(5)液体ヘリウム液位の低下に起因するクエン

チ発生の不安、(6)排気管の破断によるヘリウムの

撮影室への窒息性低温気体漏出の不安、(7)液体ヘ

リウムの供給不足、(8)磁場停止措置の明確な判断

基準が不明、(9)震災時における MR 装置の再稼働

時の注意事項が不明、(10)クエンチのリスクに関

する状況判断の難しさや不安 

 本調査研究の最終目標である防災指針において、

震災後の緊急的対処を考え上でのリスク評価を行

うために、撤去される MR 装置を利用したクエンチ

（消磁）時に見られる現象の計測を行った。平成

24 年度は 8台の装置について検討を行った。 

 液体ヘリウムの急激な蒸発を伴わない電源装置

を使った消磁の場合 1.5T の主磁場は 22 分 18 秒

で 0 となった。配管表面温度観測では、電流リー

ドを冷却するガス配管出口温度は−60℃、室外放出

配管付近の表面温度は−58℃まで下がったが、空気

の液化温度まで下がらないことを確認した。 

 強制クエンチによる消磁事例では、次のような

現象が再現された。緊急減磁装置のスイッチ（ク

エンチボタン）を押すと、配管内をガスの流れる

音がだんだん大きくなり、1秒以内に磁場減衰効果

の評価用に人工的に吸着させてあった磁性体が落

下した。次に大きな音と共にバースティイングデ

ィスクが破れ、一気に低温のヘリウムガスが室外

に排出された。同時に配管が急激に冷やされるた

め、廻りの空気が配管壁面で液化した。また、室

内配管のつなぎ目などからヘリウムガスが漏れ出

た。急速な低温ガスの排出により大気中の酸素が

液化し、マグネット表面に流れ、温度が低下した。

マグネット上部の放出配管周辺の温度は、最大

-150〜-200 度にまで低下し、-100 度以下の状態が

1時間程度は続くことが確認された。また、屋外排

気口周囲の温度も、-100 度以下に下がることが確

認された。バースティイングディスクが破れるま

での時間は、装置により異なるが、概ね数秒程度

であった。 

（７） 調査結果の情報提供 

 以上に要約した調査結果を第40回日本磁気共鳴

医学会（平成 24 年 9 月 8 日、富樫かおり大会長、

京都）、日本医学放射線学会秋季大会（平成 24 年 9

月 28 日、上谷雅孝大会長、長崎）で特別報告を行

なった。第 69 回日本放射線技術学会総会（平成 25

年 4月 13 日、杜下淳次大会長、横浜）で本調査内

容を報告した 3件の演題が受賞した。 

 調査を実施した施設に対する情報提供として、

調査結果の要約を記したニュースレターを作成し、

順次配布中である。日本建築学会等の複数学会合

同の「東日本大震災合同調査報告書」に本調査結

果を提供し、医療設備建築に関連する情報として
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関係部分を要約し掲載される事になった（平成 25

年度中に刊行予定）。 

  

Ｄ．考察 

 震災にかかわるMR装置の安全対策は大きく次の

３段階のフェーズに分けられる。 

１）発生前：震災を想定した防災対策 

２）発生時：発災時の緊急的対処（危機管理） 

３）発生後：MR 装置の復帰における安全管理（安

全な復帰） 

いずれの対策を考える上でも、震災によりどのよ

うな具体的被害が生じたか、発災時やその後に MR

検査担当者が実際にどのような事態に遭遇し判断

を迫られたかを明らかにするところからスタート

しなければならない。本調査ではこの点を考慮し

て設問構成を考えたが、一方で詳細を追求するあ

まり設問を複雑にすると回収率（回答率）を下げ

る方向に作用するので、回答が難しくなる可能性

のある詳細情報についてはアンケート調査では敢

えて尋ねなかった項目もある。特に、調査時点で

はほとんどの施設でMR装置の修復が完了している

と予想されたため、震災後の混乱した状況につい

て後から想起可能な範囲は限られている。この点

については、訪問調査における事例収集の中で可

能な範囲で補足する方針とした。 

 MR の安全のガイドラインは MR の物理量に関す

る規制値の形で IEC（国際電気標準会議、

International Electrotechnical Commission）規

格：IEC60601-2-33/JIS-Z4951（第 3版）に集約さ

れており、静磁場、傾斜磁場、ラジオ波の出力制

限や、騒音などについての制限を設けている。ま

た、MR 検査を受ける際に問題となる治療器具等の

安全性については ASTM（American Standard of 

Testing Materials）の試験基準（F2052-06、

F2119-01、F2182-02a、F2213-06、F2503-05）が安

全性の確認方法を定めている。しかし、これらの

安全関連の規格群は大震災がほとんど見られない

欧米で作成されたものであり、防災対策や緊急的

対処については特別な記述は無い。今回の調査に

おいても震災時においては平時においては起こり

えない事象が確認された。その危険性の本質を考

える材料は、これらの規格が制定された根拠とな

る物理工学的な知見が参考になるものの、具体的

な判断基準は異ってくる。さらには震災時におい

てはMR装置を保有する施設が自ら危機管理に乗り

出さざるをえない実情が本調査研究で明らかにな

った。通常通りに近いメーカーの即時的な対応が

可能であったのは被害が軽微な地域やサービス拠

点から近くて交通が遮断されていない地域、ある

いはサービスマンがたまたま来院していたなど、

限られた条件下にあった施設に限られ、メーカー

のサービス要員も個人としては自宅の損壊や身内

の被害などを抱える被災者の立場であり、ガソリ

ン、食料等が欠乏した中での作業を強いられてい

た、という現実が指摘されている。また、コール

センターに連絡が通じても、MR 装置の遠隔モニタ

システムも機能しておらず、さらに被災現場で何

が起きているか実情が十分に分からない状態で適

切な指示が出ているのかどうか疑問であるとの指

摘もあった。 

 被害が著しかった東北地方沿岸部の聞き取りで

は、メーカーの要員が始めて訪問してきたのは発

災後２週間頃で、それまでの間通信もほとんど途

絶えていた、とする回答が多く、被災現場の判断

だけで対処しなければならない期間が２週間程度

は続いたと推定される。従って、この２週間の間

MR 検査室の担当者は自力での対処を迫られるので、

震災時の危機管理に関しては装置メーカーや機種
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に依存しないある程度汎用性のある指針が必要に

なる。日本磁気共鳴医学会から出された「災害時

のＭＲ検査の安全に関する緊急提言」は、そのよ

うな状況への対応、特に二次災害の防止を念頭に

置いたものであった。 

主な被害事象 

 今回の調査対象施設の 94.7%の施設が震度 5 弱

以上の揺れにみまわれており、震度 1〜4 程度の揺

れであった施設のサンプル数が足りないため、震

度 4 以下の群と直接比較ができない。さらには、

MR 検査室が実際に受けた衝撃は直近の観測地点に

おいて観測された震度と必ずしも同一とは限らな

い点に注意すべきであるが、震度 5弱で MR 装置の

使用上注意すべき被害（マグネットの移動、排気

管の損傷など）が発生し始め、震度 6 以上で施設

では対応しきれない程度の被害が増加すると捉え

ることができる（分担研究「東日本大震災による

ＭＲ装置被災調査の背景要因に関する研究」参照）。

震度と被害程度の関連性については統計的に有意

な相関が見られるため、震災後に個々の施設で MR

装置を自己点検する際のリスク予測を行う上で、

その施設で実際にどの程度の震度であったかを確

認することができれば非常に有益と考えられる。

特に、電波・磁気シールドの破損や配線・配管の

損傷など目視ではすぐに分からない異常について

は、実際の震度が分かれば、震災直後の暫定的な

リスク判断の材料になろう。大型の医療機器を多

数保有する基幹病院では震度計の導入によりMR装

置だけでなく、医療器機全般の破損リスク予測に

ついて一定の意義があるのではないかと考えられ

る。 

 個別の被害事象は、その被害が発生することに

より付随的な被害が予測されるものが少なくない。

マグネットの移動（12.6%）は最も多い被害で、ア

ンカー止めされていない場合に被害の発生率が高

かった。アンカー止めを行うかどうかの判断は、

２つの背反する要素を考える必要がある。マグネ

ットの移動に付随する排気管（クエンチダクト）

等の配管、寝台の破損、復帰のコストを考えれば

アンカー止めを行うメリットがある。一方で、非

常に強い力が固定されている床面に働いた場合、

それが直接マグネットに伝わってマグネット本体

の損傷を起こす可能性も考えられる。例えば、MRI

と基本原理を同じくする分析機器である NMR 装置

に関する報告では、エアダンパー等の免震システ

ムを採用している装置ではクエンチが生じなかっ

たが、数センチ程度の揺れまでしか吸収できない

固定を施された NMR 装置ではクエンチが発生し、

液体ヘリウム層の断熱部分に異常が発生したので

はないかと推定された事例が報告されている（下

山 超伝導科学技術研究会会誌 129、13-14、2011）。

MRI 装置の場合 NMR と比較してマグネットの重量

が大きいことと、電磁シールドが必要になるため、

今後は個別の装置の設置での免震で十分な対策に

なりうるのか、建物全体の免震が最も確実と考え

るべきかについて検討を進める必要があろう。最

近は、床免震の技術も進歩し、サーバー室などに

施行される例が見られるが、MRI 装置の設置におい

て床免震がどの程度の効果が期待できるかについ

てはまだ十分な情報が得られていない。今回の調

査では、MR 装置の被害が半損（軽度）以上であっ

た 31 施設には免震構造の建物（MR 装置単位で全回

答の 9％）に設置されていた事例はひとつも無く、

1 例（制震構造にて軽度半損）を除いて、全てが

免震や制震以外（耐震構造、その他、無回答）の

構造であった。免震棟に設置された MR 装置の重大

な被害は報告されず統計的にも有意差が確認され、
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アンカー固定の有無よりも、建物の免震性の方が

より影響の大きい事項と言えるが、十分な免震が

施された設置方法の場合はアンカー固定を行った

方がよりメリットが大きいのではないかと考えら

れる。 

 阪神淡路大震災では、家具等の転倒による圧死

例が多数報告されたため、震災対策としては画像

診断機器や什器類の固定に関心が集まったが（宮

本唯男 放射線部門の地震対策ハンドブック 医

療科学社 ISBN4-900770-41-8 C3047 1995）、今

回の東日本大震災においてMR装置という数トンク

ラスの重量を有する医療器機から得られた知見と

しては、免震という包括的解決を考える段階に入

っていると言える。 

クエンチと冷却系 

 クエンチとは貯留された電磁気的エネルギーが

熱に変換される現象であるが、MRI に関しては液体

ヘリウムの沸騰、気化による白煙の発生がよく知

られている。白煙の発生はあくまでもクエンチに

よる二次的な現象であるが、クエンチの主な危険

性（窒息、凍傷の危険性）はこの液体ヘリウムの

急激な蒸発によるものであるため、この白煙の発

生を念頭においてクエンチの危険性が説明される

ことがほとんどである。大規模なヘリウムの気化

を伴わないで磁場が徐々に消失する場合もあるが、

どのようなクエンチになるかはマグネットの設計

と関連する。高温超伝導素材を使用し低温の気体

ヘリウムを冷媒に使用しているマグネットでは、

通常液体ヘリウムの急激な沸騰現象は観察されな

いままクエンチに至る。 

 クエンチのタイプや原因を区別しない限りにお

いては、超伝導型 MR 装置を製造販売している全て

のメーカーについて東日本大震災が直接、間接的

に原因と考えられる、あるいは関連性が濃厚と考

えられるクエンチが確認されている。ここで重要

なことは、クエンチ発生の事実を製品としての MR

装置の優劣と単純に結びつけて考えるべきではな

く、MR 装置を扱う上では共通の問題として認識す

べき点である。今回の調査でも確認出来た通り、

震度 5 弱以上の地震では、平時と比べてクエンチ

リスクが一定レベル高まると考えられる。しかし、

クエンチのリスクは平時においても抱えている問

題であり、もともと無かったリスクが発生するわ

けではなく、即時クエンチについては今回の調査

結果に基づくならば「震度５弱以上で 1％程度のリ

スク」と理解するのが妥当であろう。 

 震災時におけるクエンチについて留意すべき点

は 2 つ指摘できる。その第一はクエンチが「正常

な過程」を取らない可能性があることである。マ

グネットの移動に伴ってクエンチダクトの破損が

少なからず発生することが今回の調査でも明らか

になった。さらには、強制換気装置も非常電源に

接続されていない場合は停電により動作しなくな

るので、そのような状態でクエンチが生じると気

化したヘリウムが撮影室内に充満する危険性が高

まる。MR 装置の撤去作業を利用した強制クエンチ

の分析研究（分担研究 6 参照）においても、排気

管のつなぎ目からヘリウムが漏出される様子が確

認されており、この点については十分な注意が必

要と考えられる。排気経路に破損が生じた場合は

建物内の思わぬところにヘリウムが漏出する可能

性もあるが、病院は施設の改修が多いため、当初

排気口が設置された場所の状況が数年後には変わ

っていることもありうる。関連して考えておくべ

きリスクはクエンチによる発熱に対する冷却が不

十分になった場合に発生する超電導磁石の焼損で、

超伝導線材に用いられているニオブチタン（NbTi）
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の転移温度である 10Ｋ以上になるとクエンチによ

る焼損からの保護は困難とされている。冷却系が

停止した状態で冷媒が減少し、その状態でクエン

チを生じると、発生する熱に対する冷却が働かな

いため、焼損を生じる場合が考えられるが、どの

ような設計のマグネットでどの程度のリスクであ

るかを今後明らかにしてゆく必要がある。 

 検討すべき第二の課題は、マグネット表面にお

ける気体の液化現象である。分担研究「被災時の

超伝導型MR装置の不安要因解消のための工学的知

見と提言」において明らかにされたように、正常

なクエンチにおいても、空気（酸素、窒素）が液

化し床まで流れ落ちる現象が生じる。排気管が損

傷し外れた、マグネットを覆う筐体が破損した、

あるいは外れ落ちた、などの状態でこのような現

象が発生すると、思わぬ経路で液化した酸素や窒

素が流れて来て受傷する危険性があるため、MR 検

査担当者はこの現象の本質をよく理解しておくべ

きであろう。クエンチが発生した場合、患者の救

出は急務であるが、排気経路が破損し、強制排気

システムも動作せず、室内に極低温のヘリウムが

充満しはじめた最悪の状態を想定して、患者救出

にあたる職員がどのような体制で作業にあたるべ

きか、改めて検討する必要がある。 

 マグネットの移動により排気系に損傷が発生し、

直後に酸素濃度計の警告音が鳴って撮影室内の酸

素濃度が一時的に低下した事例があったことは注

目される。クエンチは発生していないが、地震に

よる液体ヘリウムの気化亢進により排出されたヘ

リウムが漏出したものと推定され、注意を要する。 

 冷却系に関係する被害事象は、MR 装置の再稼働

を控える場合でも注意を要する。チラーや空調機

の故障の発生率は 9.6％であったが、建物は免震さ

れていても、多くの場合建物の外に設置されてい

る室外機までは免震されていないため、地盤の変

動が大きければ容易に破損しうる点には注意して

おくべきであろう。今後は、冷却系の配管にも振

動を吸収しうるフレキシブルな構造が必要であろ

う。急激な液体ヘリウムの減少（8.4%）も頻度の

高い現象であった。停電を伴えば液体ヘリウムの

減少が加速されることは間違いないが、停電が起

きなくても地震の後に液体ヘリウムの減少が観察

されることがある。その原因はマグネットの設計

や液体ヘリウムの残量などとも関連すると考えら

れるが、本調査結果から特定の機序を推定するこ

とは困難である。問題は、停電により液体ヘリウ

ムメーターが動作しなくなり、状態が確認できな

くなることである。最低、２週間以上ヘリウムメ

ーターが駆動できるようなバッテリを装備するか、

あるいは非常用電源への切り替えがスムーズにで

きるように、設置段階で考慮しておくことが望ま

しいと考えられる。そのような備えの全てが機能

しなくなった場合を想定して、目視による点検が

必要になることを考えねばならないが、停電下で

非常照明を使ってどのようにして確認するか、あ

らかじめ方法を考えておかねばならない。 

浸水被害 

 東日本大震災では三陸海岸を中心として著しい

津波の被害が発生し、気象庁の発表ではこの地域

ではおおむね 7ｍ以上の津波高が観測され、大船渡

市では 10.7ｍ（浸水高）を、陸前高田市では 15.4m

（浸水高）を記録している。東日本大震災で MR 装

置の浸水被害は 12 施設（超伝導型 5台、永久磁石

型 7 台）であった。MR 装置の直接浸水はまぬがれ

たものの、建物の一部が浸水した、施設の敷地内

まで水が入り込んで来たなど、浸水の一歩手前で

あった施設が7施設あった。今回の調査結果から、
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岩手、宮城の２県において海岸から 2.5km 以内、

標高12メートル以下が浸水被害のリスク因子であ

ったことが分かった。特に岩手県では、今回の震

災前から公立病院等の高台への移転が進められて

おり、道路網の整備とともに震災対策として効果

をあげていた。しかし、実際に人が住んでいる利

便性の高い地区は海岸沿いにあるため、そのよう

なところで地域医療が必要とされ、診療に用いら

れる MR 装置が設置されることについては、町全体

が高台移転するなどの対応を取らない限り、直接

の対処が難しい面がある。これは、MR 装置に限ら

ず、津波リスクの高い地域において高度医療器機

の配置をどのように考えるとよいかという課題で

あり、地域医療のあり方の中で包括的に解決して

ゆくべきであろう。 

 現状を前提として考える場合、特に傾斜地にあ

る施設では、津波による浸水を想定して MR 装置等

をできるだけ標高が高い位置に設置し、さらに床

を高くすることは、本質的解決では無いにしても、

ひとつの対症的方法と言える。今回、ぎりぎり浸

水を免れた 7 施設のでは、そのような条件が関係

していた事例が確認されている。 

 浸水した5台の超伝導型のMR装置のうち即時ク

エンチを起こしたのは 1 施設であり、他の 4 施設

は冷媒不足による遅延クエンチか強制クエンチの

いずれかで磁場を停止しており、浸水そのものが

クエンチの直接原因にはなっていない。サンプル

数は限られているが、本調査の結果としては、１）

浸水がクエンチの直接原因になるという明確な証

拠は得られない、２）しかし、冷却システムの破

壊による遅延クエンチはほとんど不可避であり、

３）電子機器としての性質上、永久磁石型装置も

含め、浸水があれば再使用は困難と言える。 

傷害の発生と発災直後の緊急行動 

 MR 装置そのものが人に対する身体的危害の原因

となった傷害事例の報告は少なく、かつ重症事例

の報告は無かった。しかし、偶発的な吸引事故な

どの潜在的な危険性については今後も考えておく

必要がある。発災直後の緊急行動で最も重要な事

項は患者の安全確保であることは言うまでもない。

本調査で得られた救出回答を１）行動開始のタイ

ミング、２）MR 装置までのアプローチの状況、３）

寝台の操作、４）患者の誘導、５）地震が収まる

までの待機場所の 5 段階に分けて分類した（分担

研究「東日本大震災における「MR 検査の患者の安

全確保」と「MR 装置の安全確保」について」参照）。

回答を大きく分けると本震が収束してから誘導を

開始する考え方と、本震中であっても可能なとこ

ろまで救出活動を進めようとする考え方に分けら

れる。どのような救出行動が適切であるかは、現

場の状況や救助活動を行う職員の体力、防災訓練

等により培われた行動スキルにもより、状況に合

わせてリスク対効果で判断しなければならない。

現場判断のポイントとしては以下の要素が考えら

れる。 

患者状況 

１）患者の容態、体重、可動性 

２）点滴等持ち込まれている医療器具の有無 

３）使用中のコイル、拘束帯使用の有無 

現場状況 

１）寝台が正常に引き出せるか 

２）引き出した寝台から患者が転落する危険性

が無いか（マニュアルで寝台が下げられるか） 

３）救出の支障となる被害事象が発生していな

いか 

 特に寝台からの転落リスクへの対策は重要であ

り、介助の方法についてあらかじめ検討しておく
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必要があろう。体重の軽い小児の場合は抱きかか

えて移動させることができるが、救出に向かう者

にとって患者の体重が支えきれない場合もありう

る。MR 装置に限らず寝台の上に患者を寝かせて行

う検査では共通の課題であり、発災直後に応援人

員を再配置する訓練も有用と考えられる、なお、

今回の調査でマグネットの移動は多数見られたが、

マグネット本体の支持構造が破壊され内部に患者

がいたとすれば危険な状態となったであろうと推

定される事例は報告されていない。しかし、現状

では重量物の落下や地震波などによる衝撃等、外

力による破壊を想定したマグネットの構造的な強

度に関する共通の規格は無いため、地震が発生し

た時に患者がマグネット内に留まるリスク判断の

材料は不明であり、この点についても今後の検討

が必要である。今回の震災において MR 装置に関連

した受傷発生例で内容が判明しているものは軽傷

者 2 名のみであった。今回確認された被害事象を

さらに分析して、震災時に MR 装置周辺で起こりう

る傷害の可能性を予測し対策を立てる必要がある。 

 MR 装置の安全確保については、電源の遮断と MR

室への立入禁止措置、MR 装置の緊急点検の３項目

が主たる実施項目であり、回答内容全般に極めて

妥当な判断が下されている。MR 装置は電源を遮断

しても静磁場は発生し続けることを知らない医療

施設の職員も少なからずいるので（山口ら 磁気

共鳴画像装置（MRI）の安全に関する意識調査、日

本磁気共鳴医学会誌 32 S306）、外部から支援者

や捜索者が立ち入る場合も想定して、立入禁止措

置を行うための表示や機材等を普段から準備して

おくと有用であろう。 

 地震速報や津波警報を MR 検査室でも受信し、一

定震度以上の場合はMR装置の自動停止を行うなど

の対策も有効と考えられ、実際にその成果をあげ

た報告もなされている（分担研究「岩手・宮城・

福島の東北３県の MRI 被災調査 (アンケートおよ

び聞き取り調査)」参照）。一方で、MR 検査室にい

て、津波の到来に気がつくのが遅れた事例が複数

報告された。停電の発生前に津波の到来を建物内

部に周知する必要がある。想定外の事態への対応

も含めて適切な対処能力を高めるためにも普段か

らMRの安全全般に関する基礎知識を十分に習得す

ることが不可欠である。 

復旧の状況 

 当初から予想された通り、東日本大震災のよう

な広範囲に渡る大震災では普段のようなMR装置の

メーカーによるサポートを受けられる保証は無く、

病院のスタッフで待った無しの復旧作業が必要と

されていた様子が明らかになった。通信障害によ

るメーカーのコールセンターへの不通について

「支障が大きかった」とする指摘は 14.8%であった

が、この数字にも現場主導で復帰作業が進めざる

を得なかった状況が反映されている。なお、自由

記述の内容を見ると通信障害は問 4-④で尋ねた

「復旧の障害」というよりも、問 4-②で尋ねた「判

断で困ったこと」として捉えられているが、停電

は「復旧の障害」として認識されている。 

 復旧過程において問題となるのは、メーカー保

証との関係で、メーカーの点検無しに検査を再開

した場合、システムに不具合が発生した時の修復

費用が保守点検の範囲に含められるかどうかが微

妙な問題になる。震災という状況下で医療上の要

請のためMR装置を一刻も早く復帰させなければい

けないのは、単に個々の医療施設の都合によるも

のではなく社会的な要請と言える。 

 今回の大震災をきっかけとして発生した新たな

インフラ問題は「計画停電」である。医療機器セ
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ンターの調査によれば、多くの医療施設が自家発

電装置を持っているにもかかわらず、災害拠点病

院や救急救命センターを除けば多くの医療機関が

施設全体を補える容量の自家発電装置をもってお

らず、MRI を含む画像診断機器は診療上の必要性が

高いにも関わらず稼働できなかったと報告されて

いる（医療機器センター附属医療産業研究所 計

画停電（発容量不足）に伴う医療機器等の使用状

況に関する緊急調査、リサーチペーパーNo.4、

2011)。今回の調査でも自由記述にその状況を裏付

ける回答が見られた。今後は、超伝導型 MR 装置の

冷却システムや永久磁石型装置の磁石保温システ

ムなどの運転を維持する最低限の電力だけでも非

常用電源から供給できるよう、MR 装置の設置段階

で対策を考えて行くべきであろう。 

過去の震災等による MR 装置の被害との比較 

 MR 装置が本格的に普及し始めてから最初の大規

模震災は平成 7 年に発生した阪神淡路大震災であ

った（亀井裕孟、阪神・淡路大震災におけるＭＲ

装置の被災状況調査結果 本磁気共鳴医学会雑誌 

15、S141-142、1995）。亀井・野口らが行った調査

（一部 NMR 保有施設を含む 116 施設を対象とし 43 

施設から回答、回答率 37%）では、マグネットの移

動や冷凍機の停止などの被害が報告されたが、ク

エンチ、吸引事故や全損の報告は無く、火災によ

る損害も無かったものと推定された（低温工学協

会平成 7 年度被災調査臨時委員会、阪神・淡路大

震災における低温・超電導機器被災調査報告、

1996） 。また、発災当日中に 77%の MR 装置が運転

を再開している。阪神淡路大震災では家具等の転

倒による圧死事例が死亡者の 87.8%を占めたため

（警察庁編 平成 7 年警察白書第 1 章第 3 節 阪

神・淡路大震災と警察活動 表 1-11「死亡者の死

因」、2005) 、その後の地震対策では全般的に器物

の転倒防止が中心課題となり、放射線機器につい

てもその観点からの対策が考えられた。 

 その後、目立った被害を及ぼした地震は数回発

生しているが、MR 装置の被災に関する資料は限ら

れている。平成 13 年の芸予地震において即時クエ

ンチが発生した事例が報告されており（滝口裕章 

MRI 検査におけるリスク管理—地震によるクエン

チの経験、労働福祉事業団放射線技師会雑誌 22、

69-73、2003）、引地は予測される宮城沖地震を念

頭において患者の救出訓練の重要性を指摘してい

る（引地健生 MRI 検査における安全管理 その 2 

地震によるクエンチに備えて、宮城 MR 技術研究会

誌 5、37-42、2005）。平成 16 年の新潟県中越地震

に関しては事例報告としてマグネットの移動や架

台の損傷の報告があり（佐藤栄児 首都直下地震

防災・減災特別プロジェクト ②都市施設の耐振

性評価・機能保全に関する研究 平成 19 年度報告

書 9-21、2008）、豪雨による水没被害の例として

は平成21年の台風9号による全損事例が報告され

ている（中野他、平成 21年台風 9号の豪雨災害に

よる事業所等の被災と対応、安全問題研究論文集 5、

論文番号 17、1-6、2010） 。今回の被災調査では、

これまで断片的に報告されてきた事象の全てが確

認されている。しかし、今回の調査結果も含めて、

火災によるMR装置への影響についてはまだ詳細な

情報は無いので、今後の検討が必要であろう。 

MR 検査室の防災基準 

 MR 装置が導入されるようになった当初は十分な

面積を有する専用の建物が設けられることが多か

った。その後 MR 装置が普及するにつれ、装置の小

型化やマグネットの自己磁気シールドの性能、あ

るいは撮影室のシールド技術の向上に伴ってより
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狭い面積での設置が可能になった。同時に使用さ

れる静磁場強度も上昇した。狭いスペースへの設

置は経済的である反面、単位スペース当たりの蓄

積エネルギー量の増加、マグネット周辺での緊急

作業スペースや退避スペースの相対的減少、室内

にヘリウムが漏れた場合の濃度上昇速度の上昇も

意味する。MR 装置納入（引き渡し）においては、

装置メーカーは使用者に対する製品説明義務があ

り、現状では業界団体が「MR 装置引渡しにおける

ガイドライン」を定めている。装置の仕様説明や

添付文書の配布等について定めているが、MR 装置

の設置基準に関しては統一的かつ具体的な仕様と

しての定めはない。さらには、今回の震災におい

て現場のMR検査担当者にとって重大な関心事項で

あったマグネットの性能に関する具体的情報も、

明示的に開示事項とはされていない。 

 今回の被災調査では、災害時に MR 検査担当者が

抱えた不安内容の背景にあるものは超電導マグネ

ットに関する情報不足であったと考えられる。ア

ンケート調査の回答内容からは、回避すべき危険

の具体的な現象やその危険兆候が必ずしも十分に

知らされていないこと、具体的な回避方法や取る

べき行動が不明なこと、危険事象が発生した場合

の被害が想定できないことなどが不安を増大させ

ているものと推測された。停電が続く状態で、非

常電源やバッテリーでヘリウムメーターを作動さ

せる方法、設置されたマグネットの特性としてど

の程度のヘリウムレベル低下でどのようなリスク

を念頭におかなければならないか、注目すべき危

険兆候を発見するためにはそのマグネットではど

の部分の点検が必要か、などの情報はマグネット

メーカー側から開示されるべきであろう。 

 平成 24 年度の調査では撤去される MR 装置にお

ける強制クエンチ作業を調査対象としたため、被

災時の具体的なクエンチ原因、有効なクエンチの

回避策、前処理のないクエンチ事例などは直接検

証できていない。被災時の危険事象予測には、例

えば階下へマグネットが落下した場合、大型磁性

体の吸引による影響などの実際的知見を得る必要

があるが、その実証試験には多大な費用がかかる

ことが予想される。今回は実施できなかったが、

液体ヘリウム液位低下時のクエンチ、真空漏洩発

生によるクエンチなどは、現調査の延長で計画可

能であるものの、実施には多くの関係機関の了解

と協力が必要になる。 

 今回の調査を通してMR装置に装備されている緊

急停止ボタンの仕様や実際の用法がメーカー毎に

異る事が分かった。MR 装置には大別して３種類の

緊急停止ボタンがある。 

１）クエンチボタン（緊急磁場停止ボタン） 超

伝導型の MR 装置では、人身事故が発生し磁場

を停止させないと生命に危険が及ぶと予測さ

れる場合に強制クエンチを生じさせて磁場を

停止させるシステムが装備されている。超伝

導マグネットと一体のシステムであるため、

その基本仕様は MR 装置メーカーではなく、マ

グネットのメーカーが作成している。撮影室

内には必ず設置されており、操作室にも設置

されている例も多い。 

２）緊急電源遮断ボタン MR 装置全体（冷却系や

強制排気を除く）への電源供給を全て遮断す

るブレーカーの役割を持つボタンであり、火

災や電気系統の重大な障害が発生した場合を

想定している。MR 装置メーカーにより装備の

有無は分かれている。また、撮影室内の電源

だけを落とすなど、部分的な電源遮断を行う

ものもある。設置される場合は、操作室が多

いが、撮影室内にも設置される。 
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３）撮影停止ボタン（アボートボタン） MR の撮

影を停止する。患者の状態確認や、何等かの

不具合がスキャン中に発生した場合に撮影を

停止する。ボタンの形状や設置場所、具体的

な影響の範囲、付随した作動内容などはメー

カーにより異り、統一した仕様は無い。 

上記の３種類の緊急停止ボタン以外に、MR 装置の

寝台の作動のみを止めるもの、制御システムの電

源を強制的に落とすものなどが見られる。 

 まず、これらの緊急停止ボタンの名称がメーカ

ーによって異なり（取り扱い説明書の中でも名称

が未統一の例もある）、表示も統一されておらず、

マグネットメーカーが作成したものをそのまま利

用しているのが現状である。MR の安全表示に関し

ては、JIS-4950 が定められているが、その内容は

MR 検査室におけるリスクの存在を表示するもので

ある。具体的には、高磁場の存在、高周波の使用

を告知し、MR 撮影室に持ち込むべきではない主要

な物品を知らせている。この MR 適合性については 

近年、ASTM F2503-05（Standard Practice for 

Marking Medical Devices and Other Items for 

Safety in the Magnetic Resonance Environment）

で、より詳細な内容が定められており、MR 装置の

安全基準であるIEC60601-2-33でもMR適合性に関

する記述が拡張されつつある。しかし、MR 装置が

装備すべき緊急停止ボタンの仕様や表示について

は公的な規格は存在しないのが現状であり、標準

化が必要と考えられる。 

 訪問調査の結果で特に注目すべき事項は、緊急

地震速報の活用であった。本震が到達する前のわ

ずかな時間であっても、患者救出のための最初の

アクションを起こすことができれば患者救出がよ

り容易かつ安全に実施できる可能性が高くなる。

今回も、本震到達前の救出に成功した事例が報告

されているが、MR 検査室だけの取り組みではなく

病院全体のインフラとしての検討する事項であろ

う。それでも、テーブルを引き出した瞬間に本震

が到達するなどの事態もありうるため、寝台から

の転落を防止するための動作を工夫するなど、普

段からの訓練が何よりも重要と考えられる。また、

発災時の緊急対処は患者への対応が優先されるた

め、MR 装置の処置に十分な時間が割けないことも

予想される。深夜等に震災が発生した場合への対

処も考えて、緊急地震速報をもとにした MR 装置の

自動シャットダウンシステムの開発も有用と考え

られる。 

 その他の事項としては、MR 室への立ち入り禁止

措置を取るための掲示やロープ、撮影室に持ち込

み可能な懐中電灯、窓を割るためのハンマーや安

全手袋の準備など、いざという時に実行しなけれ

ばならない処置を可能な限り安全に行うための対

策が必要と思われる。 

 

Ｅ．結論 

 放射線部におけるこれまでの地震対策は建物の

耐震化と画像診断装置を設置する時の固定方法が

議論の中心であったが、今回の東日本大震災では

従来の想定を越えた被害が発生した。特に震災後

のインフラ障害がMR装置の稼働復帰の妨げになる

だけでなく新たなリスク要因となりうること、外

部からの支援が無い状態で施設のスタッフによる

安全点検、復帰作業の試みが不可避となった点が

注目される。しかし、診療再開の前に、マグネッ

トが発生する静磁場の状態だけでなく電気系統や

機械部分（冷却システムの動作、漏電の有無、寝

台の動作）、撮影室のガス配管なども含めて総合的

な点検が必要である。今回のように震度５以上の

激震が広範囲で発生する大震災では安全確保の考
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え方を変えねばならない。特に、地震の第一波が

到来した時にどのように患者を避難誘導すべきか

は今後の重要な検討課題である。 

 MR 検査室における減災を考える上では、１）建

屋の免震構造化、２）緊急地震速報の活用、３）

患者救出を含めた実地訓練、４）設置されている

マグネットに関する正確な情報収集、５）非常電

源、非常照明の確認、６）停電も含めた非常時に

おける電子マニュアル等の利用方法の確認、７）

立ち入り禁止等、現場の安全確保処置の準備、８）

MR 装置の再稼働前の十分な点検、などが重要であ

り、これらの事項を体系的な防災基準として策定

する必要がある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

①東日本大震災においては、MR 装置そのものが重

大な危害原因となり、死者や重傷者が出た事例は

確認されなかった。 

②震災発生下におけるMR装置に起因する潜在的な

危険要因としては、クエンチの発生率が平時より

高くなる（1%）、マグネットの移動により寝台の引

き出しが困難になる、引き出しの際に受傷する、

吸引事故の発生などがある。 

③MR 装置の移動によりヘリウムガスの排気系や冷

却システムに障害が生じる被害が発生する可能性

が高くなる。 

④MR 装置の被害事象は震度５弱以上で見られ始め、

震度 6弱以上で重大な被害の発生が多くなる。 
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動の有無とその要因— 第69回日本放射線技術学
会総会学術大会 

中井敏晴、前谷津文雄、安達 廣司郎、武蔵安徳、
引地健生、阿部 喜弘、菱沼 誠、吉岡邦浩、町田
好男 東日本大震災での津波によるMR装置の被害
に関する調査研究 第72回日本医学放射線学会総
会、横浜、2013.4.14 

中井敏晴、丹治一、清野真也、石森文朗、砂森秀
昭、桝田喜正、松本浩史、栗田幸喜、藤田 功、
土橋俊男 MR装置に見られる東日本大震災の影響
に関する調査研究 第72回日本医学放射線学会総
会、横浜、2013.4.14 

中井敏晴、山口さち子、礒田治夫、土橋俊男、町
田好男、野口隆志 東日本大震災における津波に
よるＭＲ装置の被害に関する調査研究、日本医学
放射線学会第153回中部地方会、豊明、2013.2.2 
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安達 廣司郎 （震災調査）岩手沿岸地区施設訪問
調査の経過報告 第21回 岩手 MRI 研究会 釜石 
2012.12.2 

前谷津 文雄、丹治 一、清野真也、武蔵安徳、安
達廣司郎、土橋俊男、中井敏晴、東日本大震災の
被災地におけるMR装置被害の実態調査報告、第二
回 東北放射線医療技術学術大会 抄録集 ＃38、
仙台、2012.11.4 

中井敏晴、山口さち子、礒田治夫、土橋俊男、町
田好男、野口隆志 東日本大震災によりMR装置に
見られた被害事象の概況報告、日本生体医工学
会・東海地方会 抄録集34 2012 

中井敏晴、震災報告 東日本大震災によるMR装置
の被災調査報告 被災状況調査の概況報告、日本
磁気共鳴医学会第４０回大会、京都、2012年9月8
日 

中井敏晴 東日本大震災によるＭＲ装置の被災状
況 施設調査による傾向分析 第28回日本医学放
射線学会秋季臨床大会 特別企画、長崎 2012年9
月28日  

山口さち子、中井 敏晴 磁気共鳴画像装置（MRI）
の安全に関する意識調査、日本磁気共鳴医学会第
４０回大会  日本磁気共鳴医学会誌 32 S306 、
京都、2012.9.26  

前谷津 文雄、引地 健生、菱沼 誠、阿部 喜弘、
梁川 功、町田 好男 被災地におけるMR装置実態
調査アンケートのお願い 第４５回宮城ＭＲ技術
研究会 、仙台、2012.8.25 

野口隆志 MRIの被災状況とそこから見えてきた
課題、第79回超伝導科学技術研究会ワークショッ
プ「3.11震災を乗り越えて」、東京、2012.7.19 

前谷津文雄 東日本大震災から学ぶＭＲ装置のリ
スク管理の課題、第 10 回 東北 MR 技術研究会、
新潟、2012.7.14 

引地健生 東日本大震災におけるMRI 装置の被災
状況および震災から学ぶ安全管理 第12回福島県
MRI技術研究会、福島、2012.5.26 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
1. 特許取得 
  なし 
2. 実用新案登録 
  なし 
3.その他 
  なし 
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表１ 東日本大震災から２週間の動き 

 

3.11 東日本大震災発生 

3.12 ＪＳＭＲＭ安全性評価委員会において震災時における MR 装置の安全対策について検

討開始 

3.14 「災害時におけるＭＲ装置の安全管理に関する提言」原案策定 

3.15 ＪＳＭＲＭホームページにて「災害時におけるＭＲ装置の安全管理に関する提言」を

公表、内容を厚生労働省に報告 

3.15 「震災により使用不可能となった MRI 装置設置室への立ち入り禁止措置のお願い」

「MRI 装置 計画停電時の対応について」東芝メディカルシステムズ 

3.16 厚生労働省より「災害時における MR 装置の安全管理について」が通知される 

3.17 「災害時のエックス線撮影装置及び MR の安全なご使用について」GE ヘルスケア・

ジャパン 

3.18 「被災地で救援活動をされている方々への重要な情報提供」日本医療画像システム工

業会 

3.18 「ＭＲ装置の停電時の対処方法について（暫定版）」日本医療画像システム工業会 

3.18 日本学術会議幹事会声明「東北・関東大震災とその後の原子力発電所事故について」 

3.20 JSMRM にて MR 装置の被災調査の計画開始 

3.22 日本学術会議幹事会声明「東日本大震災からの復興と日本学術会議の責務」 

東日本大震災の発生から２週間以内に公表された MR の安全に関わる情報の一覧。メー
カーについては一般国民向けの情報提供のみとし、顧客を対象として配布された情報は
含まない。 
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資料 1 

災害時におけるＭＲ装置の安全管理に関する提言 

（2011/03/15 PM5:10 暫定版） 

 

 ＭＲ装置は通常経験する地震に耐えられるように設計、設置されているが、直下型地震や大震災では想

定外の事態が生じうる。本文書ではＭＲ装置の専門家や実際にＭＲの点検業務に従事する方々から得た情

報を集約し、震災後のＭＲ装置の安全管理として重要と考えられるものをまとめた。本文書はあらゆる場

合を想定し網羅するものでは無いが、少しでも安全確保に寄与する提言として作成した。ＭＲ装置設置場

所の被災状況、機種や設置状況により、特に何に注意を払うべきかは異なるであろう。常に「想定外」の

問題が存在すると考えて、各施設の責任者の判断の基で細心の注意を払って事態に対処していただきたい。 

 

（１）被災状況の分類 

A) ＭＲ装置が設置された建物が倒壊、大破しＭＲ装置が使用不能の場合 

 まず、現場への立ち入りの危険性について検討し、立ち入り可能ならばクエンチが生じマグネ

ットが消磁されているかどうかを確認する 

 消磁されていない場合は絶対にマグネットに近づかないように、周囲への立ち入り禁止措置を

取るとともに、警告の表示を行う 

 消磁が確認されても余震等により建物の損傷が進み重量物であるマグネットが二次的災害の

原因になりうるので、立ち入り禁止措置を取る。 

B) ＭＲ装置の設置状況に重大な異常が認められる場合（設置状況の異常確認を参照） 

 該当のＭＲ装置は使用しない 

C) ＭＲ装置の設置状況に異常が認められるが、緊急に検査の要請がある場合 

 現場で可能な限りの点検を行ない、異常の内容と程度を確認した上で医療機関の最高責任者が

ＭＲ装置の使用の可否を判断する 

 クエンチや火災発生の危険性があることを念頭において、不要不急の検査は行わない 

 やむをえず検査を行う場合は、ファントムを用いたテストスキャンを十分に行ない装置の動作

異常が無いか念入りの確認を行う 

 不測の事態の発生に備え必要最小限の検査内容とし、十分な人員を充てること 

D) ＭＲ装置が設置された建物が損傷を受けている場合 

 損傷の状況からクエンチおよび火災リスクの程度を評価すること 

 高圧の電気回路を有する装置であることを念頭におき、津波や降雨等に起因する漏電、回路損

傷（警報装置も含む）の危険性に留意すること 

E) 状況の変化は常に生じうることを忘れない 

 余震の影響を考慮すること 
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（２）設置状況の点検項目(*は一般的な停電後の点検項目と共通) 

以下の項目について点検し、検査の施行に伴う危険性を判断する 

A) クエンチが発生していないか* 

 停電時にはクエンチ発生の有無を警報装置の情報から読み取れない 

 クエンチが発生していない場合でもヘリウムメータの数字を定期的に記録すること 

B) マグネット（撮影ユニット）が移動していないか 

 患者を載せる寝台（クレイドル）が正常に動作しない可能性がある 

 エンクロージャーに生じた割れや生じた隙間による怪我の可能性がある 

C) 機械室のユニット群（電源、制御、冷却等）が移動していないか、移動の形跡が無いか 

 システムキャビネットや撮影装置を結ぶ電気系統の損傷により、断線、短絡、漏電等による異

常が生じうる 

 撮影室への配電盤（penetration panel）やマグネットのエンクロージャー内部で高圧系が露出

している部分に異変がないか 

 電気系統の異常が疑われる場合は、そのＭＲ装置は使用しない 

D) 撮影室の出入り扉、天井や壁に損傷が無いか 

 重量が大きいＭＲ撮影室の扉の取り付けに不具合が生じて事故の原因となりうる 

 壁に穴が空いている場合は応急措置で塞ぐこと、そこから静磁場が漏洩している可能性を考慮

して侵入禁止の措置をとる 

 特に建物の損傷が激しい場合に電波シールドの機能が低下し周辺の医療器機が影響を受ける

可能性について留意する 

E) 冷却システムが正常に動作しているか* 

 室外機用チラー、冷凍機のコンプレッサの両方が動作しているか、漏水がないか 

 コールドヘッドが動作しているか 

F) マグネット上部にある冷凍機からの配管やクエンチ時の排気管に異常がないか 

 クエンチが生じた時に正常に排気されない可能性がある 

G) 空調が正常に動作しているか* 

 機械室、撮影室の空調が正常に機能していない場合、加熱によりシステムが誤動作、停止、さ

らには故障する可能性がある 

H) 酸素濃度計等のモニタが正常に動作しているか* 

 停電時には酸素濃度計等のモニタ類も機能を停止しており、警報が発せられない 

 復電後であっても何等かの原因でモニタ類が故障している可能性がある 

I) ＭＲ室に酸素ガス等の配管がなされている場合は、ガスの漏れがないか、ガスが供給されているか

を確認する 

 状況に応じて元栓を閉めるべきかどうかを検討する 

J) オープン型ＭＲ装置の場合、磁極の支持構造に破損がないか 

 支持構造の破損は患者や操作者の圧潰につながる危険性を伴うので、そのＭＲ装置は使用しない 

K) 津波や雨漏り等による浸水の影響をうけていないか 

 特に壁内や床下の配線への影響を見落とさないこと 
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（３）静磁場発生の周知とクエンチ対策 

 ＭＲ装置はクエンチして消磁されていない限り、停電時でも強力な磁場を発生していること、その

ために吸引事故が発生しうることを周知する。 

 停電による冷凍機の停止により液体ヘリウムは減少する 

 ＭＲ撮影室や検査室の入口に張り紙等により磁場が発生している旨の警告を行なう（医療スタ

ッフでも停電時には磁場は発生していないと誤解している可能性がある） 

 建物がかなりの損傷を受けていても冷媒が残っていればクエンチしないで磁場を発生し続け

うる 

 停電が続いた場合は冷媒の不足が生じ、最終的にはクエンチに至る 

 激甚災害の発生時にはクエンチ時の対策である排気設備や酸素モニタに異常が生じている可

能性があることを念頭におく（可能な場合は排気システムの動作試験を行う） 

（４）システム管理全般（特に停電との関連） 

 停電後、空調、冷却、監視システム、ネットワークシステム等が自動復帰していない可能性が

あることに注意 

 停電の発生に伴い監視システムの警報音を止める操作がなされていることがある 

 停電発生の有無が不明の場合は、停電後の点検として定められている内容を行うこと 

 各製造メーカーが停電後の復帰作業の手順を定めているが、装置管理の責任者もその内容を把

握し、必要に応じて点検が実施できるように普段から備えておくこと、そのためには監視装置

が普段示している数値を把握しておくこと 

 まず空調と冷却系を復帰させ、正常動作を確認した上で、ＭＲ装置のシステムの立ち上げを行

う 

（５）震災時における留意点 

 多数の被災者が運び込まれるような震災時には、混乱の中でＭＲの安全に熟知していない関係

者により患者が搬送されてくることがあるので、静磁場による磁性体の吸着事故の発生に注意

すること。 

日本磁気共鳴医学会 

安全性評価委員会 
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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

分担研究報告書 １． 

 
東日本大震災によるＭＲ装置被災調査の実施報告 

 
研究分担者  中井 敏晴 

 独立行政法人国立長寿医療研究センター 神経情報画像開発研究室長 

     

研究要旨 

 東日本大震災により MR 装置に発生した被害事象を明らかにし震災時の緊急

対処や防災対策に活かすための調査研究を行なった。岩手、宮城、福島、茨城、

千葉、東京、埼玉の 7都県で MR 装置を保有する 983 施設を対象として、MR 装

置に発生した破損の種別、患者救出の状況、再稼働における問題点などについ

て調べる無記名調査を実施し 458 件の回答を得た。19％の MR 装置に何らかの

被害事象が見られ、震度5以下と6以上で発生率に有意の差があった（χ2 test, 

p<0.001）。マグネットの移動（12.4%）、チラーや空調の故障（9.6%）、急激な

ヘリウムの減少（8.4％）、マグネット装備品の破損（7.6%）などが代表的な被

害事象である。クエンチは 19 件確認され、即時クエンチは 5 件であった。津

波による浸水被害は 12 件で、うち 11 件で MR 装置は廃棄処分となっている。

今後は特に患者の救出手順を検討してゆく必要がある。 

 

Ａ．研究目的 

 平成２３年３月１１日に発生した東日本大

震災（東北地方太平洋沖地震、気象庁発表デ

ータ：平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分発生、

モーメントマグニチュード 9.0、最大震度 7）

では多数の医療機関も被災し、設置されてい

る医療機器に大きな被害が発生した。震災に

より多くの人命が危機に瀕し震災発生直後か

ら医療機関には多くの重症患者が集中するた

め、種々の医療機器の使用ニーズは一気に増

えるしかし、そのような状況では医療機器が

外見上明らかに破損していなくても想定外の

故障が発生していたり、すぐには異常が明ら

かにならなかったりする可能性は念頭に置い

ておかなければならない。東日本大震災によ

り医療機関に発生した被害については、平成

２３年に筧・山中らによる大規模調査 1) が既

に行われており、画像診断機器は医療機関内

でも被害が目立つことが指摘されている。ま

た、宮城県放射線技師会の調査によれば、MR 

装置は画像診断機器の中でも１件あたりの被

害額が大きい傾向にあることが報告されてい

る 2) 。医療機器の中でも MR 装置をはじめと

する画像診断装置は医療機関に搬送された重

症患者の治療方針の決定に不可欠であり、早

期の再稼働と検査再開が望まれる。中野らに
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よる調査では MR 装置は「後から診療上の必要

性が高いと判明」した装置（必要性が高いに

も関わらず優先的に使用出来なかった）とし

てＸ線撮影装置や CT と並んで必要性が報告

されている 3) 。従って、震災により可能な限

り影響を受けない様に普段から防災対策を講

じるとともに、本震が収まった後でも MR 装置

を安全に再稼働させるための慎重な点検が緊

急に必要になる。さらには、余震等に注意し

ながら MR 装置を安全に使用する体制を早急

に確立しなければならない。そのような有事

の対処法を含めた総合的な防災対策を策定す

るためには、東日本大震災で MR 装置に発生し

た被害の実情、現場で試みられた対策や、そ

こから出て来た課題を調査し分析する必要が

ある。画像診断装置の中でもシステムの総重

量が大きく、高磁場、低温冷媒、高電圧とい

う取り扱いに注意を要する物理量を有するMR

装置が今回の震災により受けた影響を明らか

にするために本調査を実施した。 

 大震災直後に必ず生じる大きな問題は停電

をはじめとするインフラ障害である。医療機

関に普及しているMR装置の多くは超伝導シス

テムであるため冷却システムが不可欠であり

運転時に使用する電力も大きいため、他のX 

線機器と比較してより電源、給水、空調等の

インフラへの依存度が高い。今回のような大

震災においては本震による破壊的な被害を免

れたとしても停電による影響は不可避と考え

るべきで、特に冷却系の機能停止によるクエ

ンチのリスクが懸念される。また、永久磁石

型のMR装置でも数日にわたる停電によりマグ

ネットの保温機構が停止すると、再稼働させ

てから静磁場が安定し装置が使用可能になる

まで一定の時間を要する。土木学会の調査に

よれば、阪神・淡路大震災では発災後１週間

でほぼ100％の復電率であったのに対し、東日

本大震災では発災後１週間で95％程度の復電

率に達した後はなかなか回復が進まず１月後

でも98％であった。水道の復旧は電気より遅

く、東日本大震災では一週間後で50％程度、

１月後で80％程度である4) 。医療機関の施設

被害を調査した報告（サンプル数545）でも、

ほぼ同様の結果が報告されている1) 。需要電

力の全体を補える自家発電装置を持っている

医療機関は現状で25％と報告されており3) 、

多くの施設では電力を要するMR装置の運転再

開は自家発電のみでは困難と推定される。一

方、大震災により通信インフラにも障害が発

生するだけでなく非常時の通信規制を受ける

ため、発災後10日間は著しい通信障害が生じ

ており、通信インフラが回復するまで１月以

上を要している4) 。その結果、MR装置メーカ

ーへの問い合わせが困難になる、リモートメ

ンテナンスも受けられない等の状況が発生す

るためMR 検査現場での危機管理が必要とな

る。東日本大震災をきっかけとして発生した

電力不足による計画停電は、震災による直接

被害が大きくなかった地域にも深刻な影響を

及ぼした。特に医療施設が準備していた防災

マニュアルで計画停電が想定されていなかっ

たために、防災マニュアルそのものが機能し

なかった例が少なくないと報告されている3) 。

超伝導型MR装置の冷却システム維持は不可欠

であり計画停電への対応は重要な課題である。

さらには、MR装置は常時強力な静磁場を発生
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しており検査室への立ち入りが普段から厳重

に管理されているが、震災等の非常時におい

てはそのような平時の安全管理体制が機能し

なくなる可能性がある。MR装置の厳重な安全

管理は装置を扱う者や検査室に出入りする者

が特定されることにより成り立っているので、

震災時においては応援の医療スタッフや外部

から訪れたさまざまな関係者が施設に出入り

する点には注意すべきで、そのような状況下

での不測の事態（二次災害）の発生リスクを

下げるための手順を施設の防災マニュアルに

盛り込むべきであろう。 

 本調査では、MR装置に発生した被害を定量

的に評価するだけでなく、発災時に安全確保

のために取るべき行動や遭遇した問題点を抽

出し、震災後におけるMR装置の再稼働の判断

に関わる事項についての分析を行なうために

実施した。本実施報告は今回の大規模調査の

内容とその集計結果の概要を可能な限り速く

報告することが目的であり、集計結果から直

接読み取れる傾向と関連する事項を総説的に

記述する。 

 
Ｂ．研究方法 

調査対象施設 

今回の東日本大震災により特に大きな被害を

受けた岩手（85施設）、宮城（105施設）、福島

（74施設）、茨城（124施設）、千葉（214施設）

の5 県に加え、対照比較群として、MR装置の

設置台数が多くかつ震災の影響が強かった東

京（231施設）、埼玉（151施設）の2都県も対

象とし、合計984施設に調査票を発送した。各

県ごとに地元で組織されているMR技術研究会

等の組織（協力組織）の協力を得て調査員を

配置し、東北厚生局、関東甲信越厚生局で保

健医療機関として登録されている施設から、

協力組織が把握している施設、商業誌で公表

されているMR装置の設置状況等の情報を元に

MR装置を保有する施設を確認の上、調査票の

送付対象を確認した。今回は、施設単位の調

査であり、同一施設からの重複回答は含まれ

ない。 

調査票 

使用した調査票は資料として添付した．調査

票は14 項目から構成される（資料１）． 

(1) 施設の基本情報： 1-1 施設規模［1. 入

院設備無し 2. 100 床以下 3. 101〜300床 4. 

301〜500 床 5.501 床以上］； 1-2 法人とし

ての施設の種類［1. クリニック 2. 民間病院 

3. 国公立病院 4. 私立大学病院 5. 国立大

学病院 6.大学病院以外の大学施設・研究機関 

7. その他］； 1-3. MRI 装置の設置台数［1. 1

台 2. 2台 3. 3台 4. 4台 5. 5 台以上］； 1-4. 

磁場強度［1. 0.5T 以下 2. 1T 3. 1.5T 4. 3T 

5. 4T 以上］； 1-5. 磁場システム［1. 永久

磁石 2. 常伝導磁石 3. 超伝導磁石］； 1-6 

建屋の構造［1. 耐震構造 2. 免震構造 3.制

振構造 4. その他］； 1-7 建屋の築年月日

（1981 年以前かどうか）； 1-8複数の建屋に

MR装置が設置されている場合の状況説明（自

由記述） 

(2) 被害状況： 2-1 MR装置 2-1-1 磁場強

度・磁場システム ［1. 0.5T 以下 2.1.0T 3. 

1.5T 4. 3T 5. 4T 以上］ 2-1-2 装置本体の

据え付け方法 ［1. アンカー固定あり-アンカ
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ー破損なし 2. アンカー固定あり-アンカー

破損あり 3.アンカー固定なし 4. その他］; 

2-1-3 被害の程度 ［1. 影響なし 2. 軽微 3. 

半損（軽） 4 半損（重） 5 全損］（MR装置被

害の分類は資料参照）;2-2 MR 室 2-2-1 被害

の程度［1. 影響なし 2. 一部損壊 3. 半壊 4. 

全壊］（MR 室の部分だけでの評価、建物被害

の分類は資料を参照）; 2-3 設置建屋 2-3-1 

建物の構造［1. 耐震構造 2. 制振構造 3. 免

震構造 4. その他］ 2-3-2 被害の程度［1. 影

響なし 2. 一部損壊 3. 半壊 4. 全壊］; 2-4

建屋、MR 室の破損状況に関して特記事項（自

由記述）; 2-5 MR装置の破損状況について個

別の事象の有無（発生件数によらない） 2-5-1 

マグネットの架台破損［有 無］（以下同様） 

2-5-2 マグネットの移動 2-5-3 磁性体の吸

着 2-5-4 架台以外のマグネット装備品の損

壊 2-5-5 チラー（冷却系）や空調機の故障 

2-5-6 クエンチダクトの損傷 2-5-7 急激な

ヘリウムの減少 2-5-8 システムキャビネッ

ト等のアンカーの破損 2-5-9 撮影室の電

波・磁気シールドの破損、機能低下 2-5-10 屋

外機の設置状態の異常（地盤の変動） 2-5-11 

浸水による電気、電子システムの故障 2-5-12 

床下、ピット内、壁内の配線の切断、損傷 

2-5-13受信コイル等の整理棚からの落下によ

る破損; 2-6 2-5-3 で磁性体吸着が「有」の

場合は、具体的に何が吸着されたか、どこに

あった物品と思われるかを記載（自由記述）; 

2-7 その他、MR装置の破損状況について特記

すること（例：特に危険を感じた事象、上記

の選択肢には記載されていない事象等）があ

れば記入（自由記述） 

(3) 被害原因 今回の被害の主な原因は何か

［1. 強い揺れ、 2 .津波、 3. 揺れと津波の

両方、 4. インフラの復旧遅延（停電・断水）］ 

(4) 復旧の状況 4-1 復旧作業は病院（施設）

スタッフかMR装置メーカーのいずれが中心で

あったか［1. 病院（施設）スタッフによる点

検のみで再稼働させた 2.MR装置メーカーに

よる点検のみで再稼働させた 3. 両者が関与

したがMR装置メーカー主導で再稼働させた 4. 

両者が関与したが病院（施設）スタッフ主導

で再稼働させた 5. 特に復旧作業あるいは点

検は行わずそのままMR装置を使用した 6. 復

旧が不可能であった］; 4-2 復旧の際に判断

に迷ったり特に困ったりした事項（自由記

述）; 4-3 復旧作業の状況について［1. MR

装置メーカーによる点検作業を待てないので、

病院（施設）スタッフによる点検で再稼働さ

せた 2. 震災後にMR装置メーカーのコールセ

ンター等が不通になり支障が大きかった 3. 

装置の復旧費用を誰が負担するかが問題にな

った（なっている）、4. 装置の費用負担の問

題が原因で復旧が進まなかった（進んでいな

い） 5. 建物被害が著しいため普及が進まな

かった（進んでいない） 6. 費用や建物被害

以外の原因で復旧が進まなかった（具体的原

因を自由記述）］; 4-4 復旧の障害となった事

項について（自由記述）; 4-5 具体的な復旧

状況（自由記述） 

(5) 復旧の時期，震災時の状況（MR装置ごと

に回答） 5-1 メーカーによる復旧作業（修理）

開始までの期間（発災から）［1. 当日 2. 翌

日 3. 三日以内 4. 一週間以内 5. 二週間以

内 6. 二週間以上］； 5-2 機器が使用可能と
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なるまでの復旧期間（発災から）［1. 当日 2. 

翌日 3. 三日以内 4. 一週間以内 5.二週間

以内 6. 二週間以上］ 5-3 検査を再開するま

での期間（発災から）［1.当日 2. 翌日 3. 三

日以内 4. 一週間以内 5. 二週間以内 6. 二

週間以上］ 5-4 震災時の状況［1. スキャン

中 2. 検査中 3. 始業前・終業後 4.実験中 5. 

点検中 6. 非稼動状態］ 

(6) 検査中の場合，患者の被害状況（MR 検査

に関係ある事項のみ） 6-1 震災時発生時にMR

装置と関連して患者に被害が発生したか［有、

無］； 6-2 具体的な被害状況（自由記述） 

(7) 検査担当者の被害状況 （MR 検査に関係

ある事項のみ） 7-1 震災時発生時にMR装置と

関連して検査担当者に被害が発生したか［有、

無］； 7-2 具体的な被害状況（自由記述） 

(8) 発災直後に取った措置 8-1 患者の安全

確保（自由記述）、8-2 MR装置の安全確保（自

由記述） 

(9) 復旧費用 （MR装置に関連する費用のみ）

［1. 保守契約内で無償 2. 100 万円未満 3. 

100 万円以上500 万円未満 4. 500 万円以上

1000 万円未満 5.1000 万円以上 6. 現時点

で不明］ 

(10) 磁場停止措置 10-1 震災直後にクエン

チボタン（消磁ボタン）を押したか［1.押し

た 2. 押さなかった］； 10-2 押した場合は、

その理由（自由記述） 

(11) クエンチの発生 11-1 今回の震災時や

それ以降にクエンチが起きたか（クエンチの

分類は資料を参照）［1. 即時クエンチ 2. 遅

延クエンチ 3. 原因不明のクエンチ 4. 無］； 

11-2 クエンチ発生の場合、のべ何回のクエン

チが発生したか（回数を回答）； 11-3 上記①

で該当の場合、クエンチが起きた装置に磁性

体の吸着はありましたか［有 無］； 11-4 上

記③で「有」の場合、吸着された具体的な物

品や状況を教えてください； 11-5 今回の震

災以前にクエンチの発生はあったか ［有（回

数を回答） 無］； 11-6 11-5 で該当（有）の

場合の分類（複数回答可）［1. 設置時に発生 2. 

通常の運転時に発生 3. 施設のトラブルに関

連して発生（1. メンテ作業時に発生 2. 天変

地異に関連して発生 3.原因不明）； 11-7 ク

エンチに関して特記すべき事項があれば記載

してください（クエンチの原因と考えられる

事象、クエンチに関する疑問点など） 

(12) 災害時のMR 検査の安全確保に関する指

針 12-1 2011 年3 月15 日に日本磁気共鳴医

学会が出した「災害時のＭＲ検査の安全に関

する緊急提言」を読んだか ［1.公表後1 週間

以内に読んだ 2. 1 週間後以降に読んだ 3. 

１ヶ月後以降に読んだ 4. その緊急提言は知

らなかった］； 12-2 「緊急提言」は役に立っ

たか［1.大変役に立った 2. 一部分が役に立

った 3. 役に立たなかった］； 12-3 「役に立

った」と回答の方へ、具体的にどの部分が役

だちましたか（自由記述）； 12-4「緊急提言」

を知った機会 ［1. 日本磁気共鳴医学会のホ

ームページ 2. その他のインターネット情報

3. 職場での伝達 4. 行政機関からの通知 5. 

MRメーカーからの案内 6. 学会や技師会等か

らの連絡 7. 知人を通して 8.その他］； 12-5 

今後このような指針に追加すべき事項（自由

記述） 

(13) 今後の震災への対応策 （自由記述） 
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(14) 聞き取り調査への対応 ［はい いいえ］ 

調査票の回収方法と集計 

 調査票の送付と回収は国立長寿医療研究セ

ンターを最終的な発着点とした郵送調査によ

り行い、対象者が調査票を受け取ってから約2 

か月後となる2012年8月31日（火）を投函期限

とし返送するよう調査票用紙に添付した説明

文に記載して指示した。回答票には聞き取り

調査を受託する場合以外は回答者個人や施設

を特定できる情報は含まれない。 

 調査票の記入内容はエクセルを用いた集計

表に入力作業を行い、2名が独立に読み込みエ

ラーの確認を行い修正し最終データとした。

集計票には調査票が回収された順に割り振ら

れたID番号のみを付し、施設や回答者が判明

している調査票についても集計ではそれらの

情報を除いて作業を行った。集計表から算出

された合計等のデータについては、2名でチェ

ックを行った。装置について、常電導磁石と

いう回答については、マーケティング状況を

鑑みるにほぼ全て永久磁石型MR装置と考えら

れたため、永久磁石に集約した。 

（倫理面への配慮） 

本研究は個人情報や人・動物等の生命体を調

査対象とする研究ではなく、また、何等かの

介入を行うことも無い匿名調査である。また、

人の疾病の成因及び病態の解明並びに予防及

び治療の方法の確立を目的とする研究にも相

当しない。しかし、調査票に調査の主旨説明

と同意確認を行うための文書を添付し、回答

票の返信を持って同意とする事を明記し、そ

れを確認した。 

 

Ｃ．研究結果 

回収率 

 984通の調査票投函は2012年6月15日から7 

月4日の間に実施された。一斉に投函できなか

ったのは発送作業上の制約による。調査票に

提示した回収期限は8月31日であったが10月

31日まで回収を続けた結果、当初配布した984

通のうち456通が回収された（単純回収率

46.1%）。震災後にMR装置が導入されていたこ

とが判明した施設から得られた回答が4件あ

ったため、調査対象としての母集団から外し

た。また、調査期間中にMR装置を震災当時に

導入していたことが新たに判明した施設が3 

施設あったため、追加して調査票3通を送付し、

最終的には調査対象を983施設、回収数を458

件と修正した（最終回答率46.6%） 

施設の基本情報 

 施設情報を表1-1〜1-7に回答を寄せた施設

の基本情報を、表1-8にその所在地となる当該

地域の震度を示す。施設規模としては101〜

300 床規模の病院が最も多かったが（29.9%）、

全体的に極端な偏りは無いものと考えられる

（表1-1）。法人としての施設の種類は民間病

院（39.1%）が最も多く、ついでクリニック（診

療所）、国公立病院であった（表1-2）。MRI 装

置の設置台数は1 台が（79.5%）（表1-3）、磁

場強度は1.5T が（61.6%）最も多く、つい0.5T 

以下（23.9％）（表1-4）、磁場システムは超伝

導が78.4%であった（表1-5）。建屋構造は耐震

構造が68.0%、免震構造が7.8%、「その他」の

回答が15.4%であり、建屋の築年月日は1981 
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年（建築基準法の改定年）以前のものは14.0%

であった（表1-7）。震度分布は震度5 以上が

90.8%を占めており、震度3〜4 が5.3%で震度2 

以下の回答は無かった（表1-8）。 

 

 

表 1-1 施設規模（施設単位） 

 度数 割合（％） 

入院設備なし 95   20.7   

100 床以下 88   19.2   

101～300 床 137   29.9   

301～500 床 82   17.9   

501 床以上 55   12.0   

無回答 1   0.2   

合計 458   100.0   
 

回答を得た施設の病床数規模。割

合（%）は回収された調査票の総

数に対するそれぞれの病床規模

分類の比率を示す（施設単位）。 

 

 

表 1-2 施設の種類（施設単位） 

種類 度数 割合（％） 

クリニック（診療所） 106   23.1   

民間病院 179   39.1   

国公立病院（独立行政法人を含む） 101   22.1   

私立大学病院 26   5.7   

国公立大学病院 8   1.7   

大学病院以外の大学施設・研究機関 8   1.7   

その他 27   5.9   

無回答 3   0.7   

合計 458   100.0   
 

回答を得た施設の種別分類。割

合（%）は総回答数に対するそれ

ぞれの施設分類の比率を示す

（施設単位）。 

 



 40 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-3  MRI 装置の設置台数（施設単位） 

 度数 割合（％） 

１台 364   79.5   

２台 63   13.8   

３台 16   3.5   

４台 11   2.4   

５台以上 4   0.9   

無回答 0   0.0   

合計 458   100.0   
 

回答を得た施設が保有する MR 装置の台数。割合（%）

は総回答数に対するそれぞれの台数分類の比率を

示す（施設単位）。 

表 1-4 MR 装置の静磁場強度（装置単位） 

磁場強度 度数 割合（％） 

0.5T 以下 144   23.9   

1T 31   5.1   

1.5T 371   61.6   

3T 54   9.0   

4T 以上 2   0.3   

無回答 0   0.0   

合計 602   100.0   
 

回答を得た施設が保有するMR装置の静磁場強度の

内訳。超伝導型装置と永久磁石型装置の両方を含

む。割合（%）は総装置数に対するそれぞれの静磁

場強度分類の比率を示す（装置単位）。 

表 1-5 MR 装置の磁場システム（装置単位） 

 度数 割合（％） 

永久磁石 129   21.4   

超伝導磁石 472   78.4   

無回答 1   0.2   

合計 602   100.0   
 

回答を得た施設が保有する MR 装置の静磁場を発生

させているシステムの内訳。割合（%）は総装置数に

対するそれぞれの静磁場強度分離の比率を示す（装

置単位）。永久磁石型装置を常伝導型と誤認している

例については永久磁石型に分類した。 

表 1-6 建屋の構造（施設単位、重複あり） 

 度数 割合（％） 

耐震構造 313   68.0   

免震構造 36*  7.8   

制振構造 2   0.4   

その他 71*  15.4   

無回答 38   8.3   

合計 460   100.0   
 

回答を得た施設がMR装置を設置している建屋構造

の分類。＊は重複回答（各 1）。割合（%）は重複回

答を含むそれぞれの回答の全回答に対する比率を

示す。 
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表 1-7 建屋の建築年（施設単位） 

 度数 割合（％） 

1981 年以前 22   4.8   

1982～1989 年 65   14.2   

1990～1999 年 131   28.6   

2000～2009 年 151   33.0   

2010 年以後 13   2.8   

不明：1981 年以前の建築 42   9.2   

不明：1981 年以後の建築 1   0.2   

無回答 33   7.2   

合計 458   100.0   
 

回答を得た施設がMR装置を設置して

いる建物の建築年の内訳（装置単

位）。割合（%）はそれぞれの建築年

代に設置された建屋が全回答に対し

て占める比率を示す。 

 

 

 

表 1-8 当該地域の震度（施設単位） 

 度数 割合（％） 

１ 0   0.0   

２ 0   0.0   

３ 3   0.7   

４ 21   4.6   

５弱 116   25.3   

５強 142   31.0   

６弱 94   20.5   

６強 60   13.1   

７ 4   0.9   

無回答 18   3.9   

合計 458   100.0   
 

回答を得た施設の所在地における震

度（気象庁分類）。割合（%）は総回

答数に対するそれぞれの震度分類の

比率を示す（施設単位）。 

 



 42 

被害状況 

 個々のMR装置の具体的被害状況を表2に示

す。MR装置の磁場強度（表2-1-1）は問1-④の

集計結果（表1-3）と完全に一致していないが、

静磁場強度が0.5T よりも大きく1.5Tよりも

小さいが1.0Tではない装置が問1-④では近似

的に回答され、問2-①-1では「その他」とし

て回答されたためである。磁場システムの分

類とMR装置の総台数は問1-⑤と問2-①-2 で

一致している。装置本体の据え付け方法とし

ては、 アンカー固定されている装置が65.8%

であり、全装置の3.2%（アンカー固定された

装置の4.8%）でアンカー破損が報告されてい

る（表2-1-3）。MR装置に発生した被害の全体

評価（表2-1-4）では、78.2%の回答が「影響

無し」とする一方で全損は13台（2.2%）で、

そのうち11台は津波による被害であった。MR 

室の被害の程度は91.7％で「影響無し」と回

答しており、半壊が3件、全壊が9件であった

（表2-2）。MR 室が設置されている建屋の構造

を問2-③-1 では装置ごとに確認している点

が問1-⑥の結果（表1-6）とは異なるがほぼ同

じ結果になっており、「その他」が16.9%とな

っている（表2-3-1）。建物全体被害の程度（表

2-3-2）は半壊が8件、全壊が6件であった。建

屋、MR 室の破損状況に関する特記事項（問2-

④）では51件の被害報告があり、具体的には

壁の亀裂（18件）、浸水被害（12件）、建屋の

損傷（7件）、地盤の沈下・液状化（5件）、装

置等の移動（5件）、シールドの破損（4件）、

床の異常（3件）、壁や天井の剥落（2件）、室

外機の破損（1件）、その他（4件）であった（重

複回答あり）。MR装置の破損状況については回

答を容易にするために発生件数によらず施設

として事象の有無のみを尋ねた（表2-⑤-1〜

2-⑤-13）。最も多かった被害はマグネットの

移動（12.4%）であり、次いでチラー（冷却系）

や空調機の故障（9.6%）、急激なヘリウムの減

少（8.4%）、架台以外のマグネット装備品の損

壊（7.6%）である。注目されるのはクエンチ

ダクトの損傷が4.5%の施設で認められた点で

ある。磁性体の吸着は1.5%であったが、津波

被害と関連して発生しており、ロッカー等の

什器類や外部から流れ込んだものなど、通常

の吸引事故では見られないものが吸着されて

いる点が注目された。また、津波被害の非該

当事例で磁性体の点滴台が吸引された通常型

の吸引事故の発生も報告されている。特に危

険を感じた事象、上記の選択肢には記載され

ていない事象などMR装置の破損状況について

の自由記述（問2-⑦）は34件あった。クエン

チの不安（8件）が最も多く、その背景は停電

（浸水被害を含む）による液体ヘリウム量の

低下である。関連して注目されるものとして、

ヘリウムの撮影室への漏出の不安（3件）があ

げられ、その根拠として排気管の破断が指摘

されている。実際に、酸素モニタの警報が鳴

った事例もあった。次いでMR装置の移動によ

る寝台の不具合（7件）に関するものが多く、

寝台がロックしてしまい引き出せなくなった

ために患者救出の障害になったとする報告が

あった。マグネットのエンクロージャの脱落

（3件）では、患者の救出活動中に発生し患者

や技師に衝突しそうになった事例もあった。

それ以外に注目される指摘は、操作室に設置

されていたシステムキャビネットが転倒しそ
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うになった、撮影室入口の建具の変型により

閉じ込められる恐怖、空調停止による機械室

の温度上昇が引き起こした装置の不調などで

あった。 

 

 

表 2-5-1 マグネットの架台破損（施設単位） 

 

 度数 割合(%) 

有 18   3.9   

無 422   92.1   

無回答 18   3.9   

合計 458   100.0   

表2-5-1〜表2-5-13 回答を得た458 施設における

それぞれの被害事象の有無。事象発生有無のみを

問うており、発生件数や回数に基づいた実数では

ない。表2-5-5〜表2-5-7 と表2-5-10 は超伝導型

装置を保有する施設（332 施設）のみを抽出した

集計に基づく。割合（%）は全回答数に対するそれ

ぞれの回答内容の比率である（施設単位）。 

 

 

 

表 2-5-2 マグネットの移動（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 57   12.4   

無 383   83.6   

無回答 18   3.9   

合計 458   100.0   
 

 

表 2-5-3 磁性体の吸着（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 7   1.5   

無 432   94.3   

無回答 19   4.1   

合計 458   100.0   
 

 

表 2-5-4 架台以外のマグネットの装備品の 

破損（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 35   7.6   

無 407   88.9   

無回答 16   3.5   

合計 458   100.0   
 

 

表 2-5-5 チラー（冷却系）や空調機の故障 

（施設単位、超伝導型装置のみ） 

 度数 割合(%) 

有 32   9.6   

無 291   87.7   

無回答 9   2.7   

合計 332   100.0   
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表 2-5-6 クエンチダクトの損傷 

（施設単位、超伝導型装置のみ） 

 度数 割合(%) 

有 15   4.5   

無 309   93.1   

無回答 8   2.4   

合計 332   100.0   
 

 

表 2-5-7 急激なヘリウムの減少 

（施設単位、超伝導型装置のみ） 

 度数 割合(%) 

有 28   8.4   

無 293   88.3   

無回答 11   3.3   

合計 332   100.0   
 

  

表 2-5-8 システムキャビネット等の 

アンカー破損（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 20   4.4   

無 416   90.8   

無回答 22   4.8   

合計 458   100.0   
 

 

表 2-5-9 撮影室の電波・磁気シールドの 

破損、機能低下（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 28   6.1   

無 410   89.5   

無回答 20   4.4   

合計 458   100.0   
 

 

表 2-5-10 屋外機の設置状態の異常 

（地盤の変動）（施設単位、超伝導型装置のみ） 

 度数 割合(%) 

有 17   5.1   

無 308   92.8   

無回答 7   2.1   

合計 332   100.0   
 

 

表 2-5-11 浸水による電気、電子システムの 

故障（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 13   2.8   

無 426   93.0   

無回答 19   4.1   

合計 458   100.0   
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被害原因 

問3では今回の被害の主な原因について尋ね

た（表3）。強い揺れが50.3%であったが、イン

フラの復旧遅延（停電・断水）を主な原因と

した施設が20.7%を占め、MR装置が受ける被害

はインフラの障害にも大きく依存することを

裏付けている。なお、津波を主因とした回答

は5件（1.0%）で津波と強い揺れの双方を原因

とした回答7件（1.4%）と合わせて12件が津波

による浸水被害を受けた施設であることが確

認できた。 

 

表 3 被害原因（施設単位、重複あり） 

 度数 割合(%) 

強い揺れ 243   50.3  

津波 5   1.0  

揺れと津波の両方 7   1.4  

インフラの復旧遅延（停電・断水） 100 (75)  20.7  

無回答 128   26.5  

合計 483（458） 100.0  
 

MR装置に見られる被害原因の内

訳。インフラの復旧遅延について

は、他の選択肢と重複回答があり、

括弧内は重複回答を除いた数字。

割合（%）は重複を含んだ総度数に

対するそれぞれの回答数の比率を

示す（施設単位、重複あり）。 

 

 

復旧の状況 

問4では復旧体制の実情を調べた。震災後の復

旧作業の担い手が病院のスタッフかメーカー

のサービスのいずれであったかを尋ねた（問

4-①）。39.5%の施設（39.7%のMR装置）におい

て病院（施設）スタッフのみによる点検で再

表 2-5-12 床下、ピット内、壁内の配線の 

切断、損傷（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 14   3.1   

無 426   93.0   

無回答 18   3.9   

合計 458   100.0   
 

 

表 2-5-13 受信コイル等の整理棚からの 

落下による破損（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 17   3.7   

無 424   92.6   

無回答 17   3.7   

合計 458   100.0   
 

 



 46 

稼働させており、メーカーも関与したが病院

（施設）スタッフ主導で再稼働させたとする

回答も合わせると51.3%の施設（51.3%のMR装

置）においてスタッフ主導で復帰されている

（表4-1）。一方で、特に復旧作業あるいは点

検は行わずそのままMR装置を使用したとする

施設が5.6%（4.5%のMR装置）あった。 

 MR装置の復旧過程で判断に迷った事項（問

4-②、自由記述）としては69件の回答があり、

問4-④で尋ねている復旧の障害になった事項

についての記載も含まれた。最も多かった回

答は震災時におけるMR装置の再稼働時の注意

事項が不明（16件）という指摘であった。通

信障害（MR装置メーカーへの連絡不通）が12

件、MR装置メーカー担当者の来訪不能10件指

摘されており、原発事故の影響により警戒区

域外であっても訪問拒否となった事例が3件

あった。インフラ障害による復旧の遅れは11

件の指摘があったが、具体的な内容として非

常電源の容量不足や非常電源への未接続、断

水、計画停電などがあげられる。クエンチの

リスクに関する状況判断の難しさや不安（9

件）も注目され、メーカーに連絡がついても

被災地の状況をどれだけ理解して回答してい

るのか不安であるとする指摘もあった。MR装

置の故障による検査再開不能が障害であった

とする回答は5件であったが、判明しているだ

けで装置の全損は13件ある（表2-1-4）。 

 問4-③では復旧作業において課題となった

事項について尋ねたが（表4-2）、MR装置メー

カーによる点検作業を待てないので、病院（施

設）スタッフによる点検で再稼働させたとす

る施設が43.9% （総回答数に対する割合）に

達しており問4-①の結果と一致している。震

災後にMR装置メーカーのコールセンター等が

不通になり支障が大きかったとする回答が

14.8%であった。装置の復旧費用を指摘する回

答が1.7%（項目3と4）、建物被害の影響は2.2%

であったが、3.1%の施設が費用や建物被害以

外の原因を指摘している。 

 復旧の障害原因について（問4-④、自由記

述）では68件の回答があり、インフラの回復

の遅れによる影響を指摘するものが多かった

（35件）。インフラ障害の具体的内容としては、

停電や電力の問題が25件、道路の通行障害が6

件、通信障害が6件、断水が2件であった。原

発事故の影響を指摘する回答は6件あった。MR

装置メーカーの対応不足については13件の指

摘があったが、大震災という状況なので対応

に限度があるのは止むを得ないという捉え方

をしたものは8件であった。物資の供給不足で

は、液体ヘリウムの供給不足が３件、ガソリ

ン不足（2件）や自家発電用の重油不足、MR

装置や撮影室の修理用部材の入手困難などが

報告された。修理費用や全損した装置の廃棄

が負担として大きいとの指摘もあった。 

 具体的な復旧状況（問4-⑤、自由記述）で

は142件の回答があり、自主点検で復帰させた

とする記述が67件（メーカーに連絡を取りな

がら指示を仰いだ場合も含む）で、メーカー

の点検後に使用再開したとする記述が18件で

あった。メーカーによる修理後の復帰は24件

である。修理作業の内容としては、移動した

マグネットの位置修正（12件、うち10件が消

磁作業を伴ったことを報告）と寝台の可動性

不良の修理（10件）、シールド再建工事（2件）
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が主な内容であった。MR装置の全損により廃

棄になったとする記述が9件で、関連する状況

報告のみで以上のような復帰過程の分類がで

きないものが27件、建物の問題や原発問題に

よる計画未定が2件であった。なお、永久磁石

型の装置については、停電のために保温装置

が停止したために、システムを復帰させても

実際に撮影できるまでに時間がかかったとす

る回答が7件あった。

 

 

 

 

 

 表 4-1 復旧作業の担い手（施設単位、装置単位） 

 施設単位  装置単位 

 度数 
施設数 

割合(%)  度数 
合計台数 

割合(%) 

病院（施設）スタッフによる点検
のみで再稼働させた  

185     39.5   
 

239     39.7   

MR 装置 メーカーによる点検のみ
で再稼働させた 

32     6.8   
 

37     6.1   

両者が関与したが、MR 装置 メー
カー主導で再稼働させた  

84     17.9   
 

94     15.6   

両者が関与したが、病院（施設）
スタッフ主導で再稼働させた  

55     11.8   
 

70     11.6   

特に復旧作業、あるいは点検は行
わずそのまま MR 装置 を使用した 

26     5.6   
 

27     4.5   

復旧が不可能であった  20     4.3    13     2.2   

無回答 66     14.1    122     20.3   

合計 468     100.0    602     100.0   
 

震災後に MR 装置再稼働の担い手が病院（施設）側であったか、メーカー側であったかに関するユ

ーザーの認識。割合（%）は総回答数（n=458）に対する各回答数の比率を示す。装置台数を考慮に

入れない場合（施設単位）と入れた場合（装置単位）では、傾向に大きな違いは無い。 
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 表 4-2 復旧作業で支障となった個別要因（施設単位） 

 度数 割合(%)* 

MR 装置メーカーによる点検作業を待てないので、
病院（施設）スタッフによる点検で再稼働させた 

201 43.9 

震災後にMR装置メーカーのコールセンター等が不
通になり支障が大きかった 

68 14.8 

装置の復旧費用を誰が負担するかが問題になった
（なっている） 

6 1.3 

装置の費用負担の問題が原因で復旧が進まなかっ
た（進んでいない） 

2 0.4 

建物被害が著しいため普及が進まなかった（進ん
でいない） 

10 2.2 

費用や建物被害以外の原因で復旧が進まなかった 14 3.1 
 

震災後のMR装置再稼働に向けた復旧作業で支障となった理由として各項目が該当す

るかどうか施設単位の回答を求めた（重複回答あり）。割合＊は総回答数（n=458）

に対する個々の回答数の比率を示す。 
 

 

 

復旧の時期，震災時の状況 

 問5では発災からメーカーによる復旧作業

（修理）開始、機器が使用可能となるまで、

検査を再開するまでのそれぞれの期間を調べ

た（表5-1〜5-3）。一週間で7割以上の施設が

検査を再開しているが、発災後3日以内に着目

すると実数でも比率でも検査を再開している

施設がメーカーによる復旧作業開始となった

施設数を上回っている。メーカーの作業を待

たずに施設側でMR装置の状況判断や検査再開

の判断を行なわざるを得ないという震災時に

特有の事情が反映されており、問4-③の結果

と一致する。 

 震災時のMR装置の状況は「スキャン中」が

46.3%、「検査中」（患者等は撮影室内にいたが

ガントリー内にはいなかった状態）が13.2%

であり（表5-4）、午後2時46分という時刻にお

いて6割のMR装置で検査担当者が患者の救出

や誘導が必要な状態に遭遇していたことが分

かった。
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表 5-1 発災からメーカーによる復旧作業 

（修理）開始までの期間（装置単位） 

 度数 割合(%) 

当日 88   14.7   

翌日 34   5.7   

三日以内 53   8.8   

一週間以内 91   15.2   

二週間以内 64   10.7   

二週間以上 35   5.8   

その他 17   2.8   

無回答 218   36.3   

合計＊ 600   100.0   
 

回答票2に記入された発災からメーカ

ーによる復旧作業（修理）開始までの

期間。3日以内の開始は全体の29.2%で

ある。割合（%）は回答のあった装置

数の合計に対する比率である（装置単

位）。この合（n=600）は回答票2に記

入のあった度数の合計であるが、回答

票1との合計数の違いは回答票1と回

答票2は独立であり、回答票2では一部

に未記入があったために生じた。 

 

 

 

表 5-2 発災から MR 装置が使用可能となるま

での復旧期間（装置単位） 

 度数 割合(%) 

当日 220    36.7   

翌日 59    9.8   

三日以内 71    11.8   

一週間以内 74    12.3   

二週間以内 35    5.8   

二週間以上 36    6.0   

その他 2    0.3   

無回答 103    12.2   

合計＊ 600    100.0   
 

回答票2 に記入された装置ごとの発

災から装置が使用可能になるまでの

期間（装置単位）。発災から3日以内に

58.3%のMR装置で使用可能と判断され

ている。割合（%）は回答のあった総

装置数の合計に対する比率である。合

計と無回答の扱いは表5-1と同じ。 
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表 5-3 発災から検査再開までの期間 

（装置単位） 

 度数 割合(%) 

当日 177   29.5   

翌日 68   11.3   

三日以内 73   12.2   

一週間以内 82   13.7   

二週間以内 44   7.3   

二週間以上 52   8.7   

その他 5   0.8   

無回答 99   16.5   

合計＊ 600   100.0   
 

回答票2に記入された装置ごとの発災

から検査再開までの期間。発災から3 

日以内に53.0%のMR装置で検査が再開

されている。割合（%）は回答のあっ

た総装置数の合計に対する比率であ

る。合計と無回答の扱いは表5-1 と同

じ。 

 

 

 

表 5-4 震災時の装置使用状況（装置単位） 

 度数 割合(%) 

スキャン中 278   46.3   

検査中 79   13.2   

始業前・終業後 78   13.0   

実験中 2   0.3   

点検中 5   0.8   

非稼動状態 81   13.5   

その他 4   0.7   

無回答 73   12.2   

合計＊ 600   100.0   
 

回答票2に記入された装置ごとの発災

時における装置の使用状況。46.3%の

MR装置でスキャン中であり、59.5％の

装置で患者が撮影室内にいた。割合

（%）は回答のあった総装置数の合計

に対する比率である。合計と無回答の

扱いは表5-1と同じ。装置の使用状況

の定義は資料を参照のこと。 

 

検査中の場合，患者の被害状況 

問6：震災時発生時にMR装置と関連して患者に

被害が発生したとする報告は9件（2%）で、身

体的な被害としては手の受傷（寝台で手を挟

んだ）、地震による震動のためガントリー内で

軽度の打撲があった、の2件が報告された。精
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神的な面では、患者に強度のストレスが発生

したとする回答が2件あった。それ以外には、

検査不能による医療上の損失が2件指摘され

ている。 

検査担当者の被害状況 

問7では震災時発生時にMR装置と関連して検

査担当者に被害が発生した被害について尋ね

た。被害の報告は1件（0.2%）あったが（表7）、

具体的な被害内容は報告されていない。 

 

表 6 震災時発生時に MR 装置と関連して 

患者に被害が発生したか（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 9   2.0   

無 394   86.0   

無回答 55   12.0   

合計 458   100.0   
 

震災発生時における患者の受傷の有無。割合（%）

は回収された調査票の総数に対する比率を示す

（施設単位）。 
 

 

表 7 震災時発生時に MR 装置と関連して 

検査担当者に被害が発生したか（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 1   0.2   

無 419   91.5   

無回答 39   8.3   

合計 458   100.0   
 

震災発生時における検査担当者の受傷の有無。割

合（%）は回収された調査票の総数に対する比率を

示す（施設単位）。 

発災直後に取った措置 

 問8では発災直後にとった措置を自由記

述で回答させ300件の回答を得た（表8-1）。

患者の救出・避難誘導は、地震の第一波に

よる揺れが始まった直後に開始した場合と、

揺れが収まってから開始した場合に大きく

分けられる。自由記述の回答を地震の第一

撃が発生した時点を起点として、行動開始

のタイミング、MR装置までのアプローチの

状況、寝台の操作、患者の誘導、地震が収

まるまでの待機場所の5段階に分けて定性

的に分類した（表8-2）。この5段階全てが読

み取れない回答も少なくないため、本実施

報告においては定性的な分類のみに留める。

MR装置の安全確保のための処置ではMR装置

のシャットダウン、停電した装置のブレー

カーの遮断、MR装置の緊急点検、コイル等

の落下による破損を防ぐ措置（揺れの最中

に棚を押さえる、コイルを床の上に移動さ

せるなど）、MR室（撮影室）への立入禁止措

置、等が主な回答であった。立入禁止措置

は、具体的には掲示や施錠が行われている

が、撮影室のドアについては開放したとす

る回答と、施錠したとする回答の両方があ

り、対応が分かれている。津波の到来が予

測された場合は迅速な避難が最優先であり

MR装置に対する処置は行われていないが、

それ以外でもMR装置への処置は行っていな

い（何もできなかった）とする回答があっ

た。なお、患者がMR室にいる状態で津波に

よる浸水に至ったとする報告は無かったが、

津波警報が伝わらなかったため浸水が始ま
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った時に職員がMR 検査室に残留していた 事例が1件報告されている。 

 

 

表 8-1 患者と MR 装置の安全確保に関する回答状況 

（施設単位） 

 度数 割合(%) 

①、②を区別して回答 216 47.2 

  内訳 ①への回答 215 - 

②への回答 207 - 

①、②を区別せず回答  84 18.3 

無回答 158   34.5   

合計 458   100.0   
 

患者の安全確保（①）と MR 装置の安

全確保（②）に関する自由記述回答

の状況。割合（%）は回収された調査

票の総数に対する比率を示す（施設

単位）。内訳は 216 件の記入のうち、

①と②がそれぞれ何件であったかを

示す。 

 

 

 表 8-2 患者救出・避難過程のパターン分類 

A. 直ちに撮影室に入出し寝台を引き出して患者を降ろし、前室に避難 

B. 直ちに撮影室に入出し寝台を引き出して患者を降ろし、撮影室内で待機 

C. 直ちに撮影室に入出し寝台を引き出し、その上の患者を支えながら待機 

D. 直ちに撮影室に入出し寝台はそのままで待機 

E. 直ちに撮影室に入出し寝台を引き出した上で取り外し患者を載せたまま前室に避難 

F. 直ちに撮影室に入室しようとしたが揺れが強く MR 装置の近くまで行けなかった 

G. 揺れが収まらないので中途より撮影室に入室し上記（A〜E いずれか）の対処を試みた 

H. 操作室で待機し、揺れが収まってから撮影室に入室して寝台を引き出して患者を避難させた 

I. 操作室で待機し、揺れが収まってから患者に自分でガントリー内から出てきてもらった 

J. 操作室で待機し、揺れが収まったら患者が自分でガントリー内から出てきた 

K. 患者は撮影室にいなかった（該当せず） 
 

問 8 の自由記述回答のうち患者の安全確保（①）の部分を、行動開始のタイミング、MR 装置までのアプ

ローチの状況、寝台の操作、患者の誘導、地震が収まるまでの待機場所の 5 段階に分けて行動パターン

を分類した。 
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復旧費用 

 問9では被災したMR装置の復旧費用につい

て尋ねた。全回答者の50.0%が「保守契約内で

無償」としているが、100万円以上の費用負担 

が30件（6.6%）、発災から1年3ヶ月経過した調

査時点で不明とする回答が18件（3.9%）あっ

た（表9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

磁場停止措置 

問10ではクエンチボタンの扱いについて尋

ねた。震災直後にクエンチボタン（消磁ボ

タン）を押したとする回答は1件のみで（表

10）、理由は地震によるパニックであった。

判断の理由については、31件のコメントが

あり、18件がクエンチボタンを押さなかっ

た理由について述べており、緊急的状況で

検討の余裕すらなかった（6件）、明確な判

断基準が無かった（5件）、停電の発生（3件）、

不必要と判断（3件）などが挙げられた。ま

た、費用の問題、排気口の損傷による事故

のリスクを指摘する回答もあった。 

 

クエンチの発生 

問11ではクエンチの発生状況について尋ね

た。今回の震災時やそれ以降にクエンチが

起きたとする回答は19施設であった（表

11-1）。内訳は即時クエンチが5施設、遅延

クエンチが10施設、原因不明のクエンチが4

施設であり（表11-1）、19施設のうち5施設

が複数回のクエンチを経験している（表

11-2）。クエンチが起きた装置に磁性体の吸

着があったとする回答は2施設で（表11-3）、

具体的な吸着物としては津波浸水例におけ

 表 9 MR 装置の復旧に要した費用（施設単位） 

 度数 割合(%) 

保守契約内で無償 229   50.0 

100 万円未満 15    3.3 

100 万円以上 500 万円未満 13    2.8 

500 万円以上 1000 万円未満 4    0.9 

1000 万円以上 13    2.8 

現時点で不明 18    3.9 

無回答 166    36.2 

合計 458   100.0 
 

MR 装置の復旧に要した費用。それぞれの費用規模の割合（%）

は回収された調査票の総数に対する比率を示す（施設単位）。

半数の施設が保守契約の範囲で復旧している一方、無回答が

36.2%を占めた。 
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るロッカー等の什器類が報告されている。

今回の震災以前にクエンチを経験している

のは37施設（超伝導型のMR装置を設置して

いる施設の11.1%）であり、原因別では不明

とする回答が半数を占めた（表11-6）。「天

変地異に関連して発生」とした回答は無く、

原因はそれ以外の項目に分散した。クエン

チに関して特記すべき事項の記入は26件で、

今回の震災により発生したクエンチの原因

や発生状況に関するコメント（7件）、震災

前に発生したクエンチの原因や状況に関す

るコメント（6件）、クエンチに関する問題

意識（7件）等の指摘が中心であった。課題

としては、液体ヘリウムの減少とクエンチ

リスクとの関係、クエンチボタンを押すべ

き状況の判断などが指摘された。 

 

 

表 10 震災直後にクエンチボタン（消磁ボ

タン）を押したか（施設単位、超伝導装置

のみ） 

 度数 割合(%) 

押した 1   0.3  

押さなかった 316   95.2  

無回答 15   4.5  

合計 332   100.0  
 

発災直後に強制クエンチを行った施設数の超伝

導型 MR 装置を保有する施設数に対する比率を示

す（施設単位）。津波被害後の処理として強制ク

エンチを含まれた事例（1件）は「押さなかった」

に分類した。 

 

 

表 11-1 今回の震災時やそれ以降におけるクエンチ発生の有無（施設単位、超伝導装置のみ） 

 度数 割合(%) 

即時クエンチ 5   1.5  

遅延クエンチ 10   3.0  

原因不明のクエンチ 4   1.2  

強制クエンチ 2   0.6  

無 293  88.3  

無回答 18   5.4  

合計 332  100.0  
 

今回の震災発生時やそれ以降におけるクエンチ発生事例の超伝導型MR装置を保有する施設数に対

する比率を示す。クエンチの分類は資料を参照のこと。今回のような大震災におけるクエンチ発

生の原因や対策を念頭におき、かつMR装置のユーザーが回答しやすい判断基準を提示するために、

発災からの時間経過により分類した。この分類は本調査のための暫定的なものであり、物理工学

的に厳密な分類ではない。割合（%）は超伝導型MR装置を保有する施設数に対する比率を示す。複

数回クエンチを起こしている施設もあるが、回答は施設単位になっている。 
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 表 11-6 今回の震災以前に発生したクエンチの原因（施設単位、超伝導装置のみ） 

 度数 割合(%) 

設置時に発生 4   10.0   

通常の運転時に発生 7   17.5   

施設のトラブルに関連して発生 7   17.5   

メンテ作業時に発生 4   10.0   

天変地異に関連して発生 0   0.0   

原因不明 18   45.0   

無回答 0   0.0   

合計 40   100.0   
 

今回の震災以前にクエンチを経験している施設におけるクエンチの発生原因。

各度数の割合（%）は、延べの報告数に対する比率。 
 
 

表 11-2 今回の震災で発生したクエンチの 

のべ回数（該当事例のみ） 

 度数 割合(%) 

1 回 14   73.7   

2 回 4   21.0   

3 回 0   0.0   

4 回 0   0.0   

5 回 1   5.3   

  6 回以上 0   0.0   

無回答 0   0.0   

合計 19   100.0   
 

今回の震災発生時やそれ以降にクエンチが発生し

た事例で、クエンチが発生した回数の分布。割合

（%）は該当事例数に対する比率を示す。 

表 11-3 クエンチが起きた装置に磁性体の 

吸着があったか（該当事例のみ） 

 度数 割合(%) 

有 2   10.5  

無 17   89.5  

無回答 0   0  

合計 19   100.0  
 

今回の震災発生時やそれ以降にクエンチが発生し

た事例で、マグネットに見られた磁性体の有無。

割合（%）は該当事例数に対する比率を示す。 
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災害時のMR 検査の安全確保に関する指針 

 問12では2011年3月15日に日本磁気共鳴医

学会が出した「災害時のＭＲ検査の安全に関

する緊急提言」5) の震災地への普及程度を評

価した。同提言を読んだとする回答が43.2%

であり、震災の急性期でありインフラ障害（電

気、水道、通信）の影響が大きい発災後１週

間以内に読んだ回答者は16.6%であった（表

12-1）。一方で、震災後1年3ヶ月を経過した時

点で緊急提言を知らなかったとする回答者も

50.4%に達した。緊急提言を読んだとする回答

者で、緊急提言が何等かの役に立ったとする

回答は78.8%であり（表12-2）、具体的に役に

立った項目の記入は89件で（問12-③）、指摘

事項は「点検項目が具体的に記載されていた」

（34件）、「今後の震災対応や安全管理の参考

になる」（18件）、「災害対策マニュアルの作成

資料として活用」（11件）、「今回の震災時に行

った判断の妥当性を確認できた」（10件）、「緊

急対応マニュアルとして利用した」（9件）、「ク

エンチに関する情報が役だった」（7件）に分

類された。他には「機関内で震災対策のため

の説明資料として利用できた」「他に情報が無

い中でこのような情報があることが心強かっ

た」（3件）、「目立った被害が無い場合はユー

ザーの自主点検により再稼働させざるをえな

い」などの意見もあった。「緊急提言」を知っ

た機会は日本磁気共鳴医学会のホームページ

が最も多かったが（「読んだ」とする回答の

38.9%）、それ以外にもさまざまな情報源から

緊急提言について情報を得ている（表12-3）。

今後このような指針に追加すべき事項の記入

は12 件で、このような緊急情報の周知の手段

は複数必要である、MR 検査従事者以外でも理

解できる資料の必要性、施設毎に追加情報を

整備して実情に合ったマニュアルに直す必要

性等の意見がよせられた。 

 

 表 12-1 「災害時のＭＲ検査の安全に関する緊急提言」を読んだか（施設単位） 

 度数 割合(%) 

公表後 1週間以内に読んだ 76   16.6   

1 週間後以降に読んだ  55   12.0   

１ヶ月後以降に読んだ 67   14.6   

その緊急提言は知らなかった 231   50.4   

無回答 29   6.3   

合計 458   100.0   
 

回答者が「災害時のＭＲ検査の安全に関する緊急提言」を読んだか、読んだ場合はその

時期について。公表（2011 年 3 月 15 日）は日本磁気共鳴医学会のホームページで行わ

れ、翌 16 日に厚生労働省から各都道府県に通知された。割合（%）は全回答数に対する

提言を読んだとする回答の伝達時期別の比率（施設単位）。 
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表 12-2 「緊急提言」は役に立ったか 

（読んだ回答者のみ） 

 度数 割合(%) 

大変役に立った 56  28.3  

一部分が役に立った 100 50.5  

役に立たなかった 32 16.2  

無回答 10 5.1  

合計 198 100.0  
 

「災害時のＭＲ検査の安全に関する緊急提言」

を読んだとする回答者の提言の有用性に関す

る印象。割合（%）は提言を読んだとする 198 件

の回答に対するそれぞれの回答区分の比率（施

設単位）。 
 

 

 

 表 12-3 「緊急提言」を知ったのはどのような機会か（読んだ回答者のみ） 

 度数 割合(%) 

日本磁気共鳴医学会のホームページ 77   38.9   

その他のインターネット情報 29   14.6   

職場での伝達 31   15.7   

行政機関からの通知 21   10.6   

MR メーカーからの案内  27   13.6   

学会や技師会等からの連絡 23   11.6   

知人を通して 11   5.6   

その他 9   4.5   
 

「災害時のＭＲ検査の安全に関する緊急提言」を読んだとする回答者が緊急提言を

どのようなソースから入手したか。度数は重複回答を含む全回答を示し、割合（%）

の母数は回答施設数（198 件）。 
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今後の震災への備え 

 問13： 今後このような指針に追加すべき事

項の記入は106件で、災害対応マニュアルの整

備（33件）、災害対応方針の確認と見直し（17

件）、定期的な防災訓練・避難訓練の実施（15

件）、MR 検査室の再整備（12件）（コイルの落

下防止、マグネットの固定、建具の改修等）、

非常電源の確保（8件）（MR装置の冷却系等の

非常電源への接続、自家発電機の導入など）、

懐中電灯やハンマー等の非常用備品の整備（3

件）の回答がよせられた。事情によりまだ今

後の震災対策への取組みを開始できていない

とする回答が9件あった。建物の免震化、津波

対策としての防水工事や施設の移転、MR室で

の地震速報の受信等情報収集体制の強化、職

員の安否確認システムの導入などの取組みも

報告された。今後のMR装置の機種選定には、

震災時の対応も考慮に入れたいとの意見も見

られた。 

 

Ｄ．考察 

 震災にかかわるMR装置の安全対策は大きく

分けて、１）震災を想定した防災対策、２）

発災時の危機管理、３）MR装置の復帰におけ

る安全管理、の３点から捉えられる。さらに、

発災時の危機管理は、患者や検査担当者の安

全確保、MR装置の被害の最小化、二次災害の

回避の３要素が含まれる。本調査以前に地域

レベルでの調査6) や個別の事象7) が速報さ

れているが、今後の防災対策を考える上では

震度や津波の状況、MR装置が設置されている

建物の構造などの要因との関係を明らかにし

た上で定量的に評価しなければならない。ま

た、MR装置に生じた具体的な事象だけでなく、

発災時やその後にMR検査担当者が実際にどの

ような事態に遭遇し判断を迫られたかを明ら

かにしなければ、解決すべき問題が何である

かが分からず、つまり、防災対策の具体的目

標が策定できない。本調査ではこれらの着目

点を考慮した設問構成を考えた。 

 MRの安全のガイドラインはMRの物理量に関

する規制値の形でIEC（国際電気標準会議、

International Electrotechnical Commission）

規格：IEC60601-2-33/JIS-Z4951（第3版）8）

に集約されている。震災時におけるMR装置の

危機管理や安全対策を考える上で、MR装置の

安全規格の根拠となっている物理工学的な知

識は不可欠である。しかし、IEC規格は大震災

がほとんど見られない欧米で作成されたもの

であり、結果として平時におけるMR装置の安

全規格になっており、天災に対する対策につ

いては記述が無い。今回の調査においても震

災時においては平時においては起こりえない

事象が確認された。さらには震災時において

はMR装置を保有する施設が自ら危機管理に乗

り出さざるをえない実情が明らかになった。

今回のような広域の大震災では、通常通りに

近いメーカーの即時的な対応が可能であった

のは被害が軽微な地域やサービス拠点から近

くて交通が遮断されていない地域、あるいは

サービスマンがたまたま来院していたなど、

限られた条件下にあった施設に限られた。震

災後にメーカーのコールセンターに通じず

「支障が大きかった」とする回答は14.8%であ

ったが、コールセンターへの不通は実際には

もっと高率であったと推測される。 
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コールセンターに連絡が通じても被災現場で

何が起きているか実情が十分に分からない状

態で適切な指示が出ているのかどうか疑問視

する意見も見受けられた。MR装置の遠隔モニ

タシステムも通信障害のために機能しなかっ

た実例も報告されている。このように、被災

現場の判断だけで対処しなければならない期

間が最大２週間程度は続いていた事が判明し

た。43.9%の施設で「MR装置メーカーによる点

検作業を待てないので、病院（施設）スタッ

フによる点検で再稼働させた」との認識を示

しており、53.0%割の施設が3日以内に装置の

再稼働を行っているのに対し、メーカーによ

る復旧作が発災後３日以内に開始されたのは

29.2%の施設に留まっている。今回の調査結果

は震災時におけるMR装置の再稼働の要請に対

処する指針が不可欠であることを如実に示し

ている。特に、震災時の危機管理に関しては

装置メーカーや機種に依存しない汎用性のあ

る（Genericな）ガイドラインであることが重

要で、その内容を個々の施設の実情に合わせ

て運用できるものが望ましい。阪神・淡路大

震災の被災調査報告でも、「医療機関のMR 担

当者からの要望として，メーカー毎ではなく

共通の機器の安全基準，機器設置の安全基準，

災害対応マニュアルの作成が強く望まれてい

る」と報告されているが、15年経ってもこの

課題は未解決のままであった9, 10)。 

被害事象の発生傾向 

 今回の調査対象となった７都県では94.7%

の施設が震度5弱以上の地震にみまわれてお

り、日常的に経験する震度1〜4程度の震度で

あった地域から十分な比較対象サンプル数が

得られていない。特に震度3以下の施設は皆無

であった。従って、震度5弱以上の地震と津波

による被害をそれ以下の震度であった地域と

厳密に比較して論じることはできない。施設

の所在地域の震度は、気象庁が観測地点ごと

に計測した値で最も近い地点の数値であり、

施設が建築されている地盤や建物の構造によ

りMR装置が実際に受けた衝撃そのものを正確

に反映していない可能性がある点には留意す

べきである。地震によるMR装置への影響は、

震度だけでなく、その地点に到達した地震波

形の物理的な特徴、地質や地形、建築物の状

況（構造、施工方法、建築時期）、MR装置の設

置状況、津波や火災の影響など多くの因子が

関すると考えられるが、施設ごとにこれらの

条件が異なるため、実際の影響は極めて複雑

と考えられる。特に免震構造の施設ではMR装

置が実際にさらされた震度は最寄りの地震計

の示した数字とは異なるため、免震構造の施

設ではその建物に設置された地震計で測定し

た値でなければ正確な評価ができない。建築

や地震の専門家では無い回答者を対象とした

大規模調査でこのような詳細情報について多

数の回答を得ることは困難と予測されるため、

本調査の対象者が回答可能な範囲である建物

の基礎情報とMR装置の設置状況、破壊力の主

因などを質問項目とした。 

 筧・中山らの報告では、医療機関の機器被

害としては画像診断部の被害が目立ち、震度

６弱で30％の施設に被害が発生し大破の例が

見られ始め、震度5と6の間に被害程度の境界

があるとの所見を得ている1) 。今回の調査結
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果では、震度5弱と5強の間に被害程度の差が

見られたが、調査対象がMR装置のみであるこ

と、MR装置が建物一体型の装置であり装置本

体以外の設備部分の被害も含まれること、被

害事象の尋ね方がMR装置に固有のより詳細な

内容を問うている、などの違いを考慮すれば、

ほぼ一致した結果であったと考えられる。 

 個別の被害事象としては、マグネットの移

動（12.4％）、チラーや空調機の故障（9.6％）

急激なヘリウムの減少（8.4%）の頻度が高か

った。また、クエンチダクトの損傷（4.5%）

や撮影室の電波・磁気シールドの破損、機能

低下（6.1%）のような特に深刻な被害事象の

発生も少なからず見られた。マグネットの移

動は、MR装置の寝台が動作不良になるだけで

なく、磁気シールドを施されている撮影室で

は静磁場のバランス不良を引き起こす可能性

がある。架台の破損や架台からの脱落を生じ

て水平からマグネットが傾いた場合は、問題

が深刻であり修復が不可欠になる。これらの

被害事象と比べて、コイル等の落下による破

損の発生率（3.7%）の方が少なかった。この

傾向から震災によるMR装置の被害事象はシス

テム全体へのダメージという特徴を持ってい

ると言えよう。なお、ユーザーによる目視で

は気付かないシステムの内部的な損傷や、ア

ンカーの緩み、その他軽微な損傷、ユーザー

が気付く前にメーカーの補修により形跡が無

くなった軽微な破損などがあったことは当然

予測される。本調査で報告された被害事象の

発生率は、最小値の目安と理解すべきであろ

う。 

建物構造との関係 

 建築構造との関係では、東日本大震災では

免震構造の建物ではMR装置の重大な被害が発

生していないことが確認された。MR装置の被

害が半損（軽度）以上であった29施設には免

震構造の建物（MR装置単位で全回答の9％）に

設置されていた事例はひとつも無く、1 例（制

震構造にて軽度半損）を除いて、全てが免震

や制震以外（耐震構造、その他、無回答）の

構造であった。医療施設に免震構造が有効で

あることはこれまでにも指摘されている。

筧・中山らは、耐震建築は画像診断機器の大

破の発生率とは関係しなかったが、免震構造

は大破のリスクを下げる傾向があったと報告

している1) 。佐藤らは大規模振動実験設備を

使った医療施設の被害発生を模擬する実験を

行ない、阪神・淡路大震災をモデルとした短

周期波（最大加速度の80％）を加えたところ、

耐震構造ではX 線CT（1.7トン）が数センチ移

動しモニタの落下が見られたが、免震構造で

はいずれも見られなかった11) 。長周期波（三

の丸波、想定新東海地震波）では重量物であ

るX線CTの移動は見られなかったが、短周期地

震ではいずれの構造でも60〜70センチ程度で

あったキャスター機器（自由に移動）が、免

震構造では最大3メートル程度移動し多数の

衝突が見られた。筧・中山らの報告によれば、

東日本大震災による施設への被災調査に回答

した医療機関のうち、施設全体が免震構造で

あったのは7％、一部免震を含めても15％であ

った。さらには、免震構造を採用していても

２次部材の被害がある例も確認された1) 。こ

れらの結果から、免震構造はMR装置の致命的
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な被害を防止する上での効果が期待できると

言え、我々の調査結果とも一致する。ただし、

長周期波の影響が強い場合は患者救出のため

に開けた撮影室のドアからキャスター付きの

診療器具が飛び込みマグネットに吸着される、

撮影室内で一定距離を置いて使用することに

なっている周辺器機がマグネットに衝突する、

などの事故が起こりうることに注意すべきで

あろう。 

クエンチ 

クエンチとは貯留された電磁気的エネルギー

が熱に変換される現象である13）。目に見える

現象としては発熱による冷媒（液体ヘリウム）

の沸騰、気化に象徴されるが、大規模なヘリ

ウムの気化を伴わないで磁場が消失する場合

もある。高温超伝導素材を使用し低温の気体

ヘリウムを冷却に使用しているマグネットで

は液体ヘリウムの急激な沸騰現象が観察され

ないため目視ではすぐにクエンチと分からな

い。MR装置の設置においてはクエンチが生じ

ても気化した液体ヘリウムによるトラブルが

起きないように、専用の排気経路だけでなく

撮影室の強制排気システムを設けるなどの対

策が行われているが、震災時は排気経路や強

制排気システムのトラブルが発生する可能性

がある。本調査では19件のクエンチ事例が報

告されており、そのうち、即時クエンチは5

件であった。そのうちの1件は津波による浸水

事例（後述）、残りの4例は第一波の地震の発

生をきっかけとして生じたものであった。強

制クエンチは2件あり、そのうち1件は浸水被

害後の措置である。それ以外は10例が冷媒不

足等による遅延クエンチ（地震発生から24時

間後かつ一ヶ月以内の全てのクエンチか、一

ヶ月以降でかつ震災との関連性が明確なも

の）、4件が原因不明のクエンチ（地震発生か

ら一ヶ月以降で震災との直接の関連が不明確

なもの）であった。東日本大震災において地

震そのものをきっかけとして発生した即時ク

エンチ（5例）の発生率は1.1％（超伝導型472 

台に占める割合）である。回答が寄せられた

施設における過去のクエンチ経験は11.1％で

あり、クエンチ自体が決して稀な事象では無

いが、MR装置の運転日数を考慮すれば1日に5 

件の発生は高い確率と言える（MR装置の平均

運転日数を3年と仮定して試算するとχ2test 

でp<0.001）。低温物理学的には温度・磁場・

電流密度のバランスが保たれている限り超伝

導は安定であり12)、地震による震動そのもの

がこれらの臨界値を越える直接の原因となる

とは考えにくいが、今回の調査結果からはク

エンチは震災において非常に高頻度で発生す

るわけでは無いが一定の注意を払うべき事象

であることが確認された。もともとクエンチ

の潜在的リスクが高まっていた装置に発生し

やすいのか、地震波の特徴や建物構造や設置

方法による影響があるのか、それ以外の要素

が関与するのかなど、今後解明すべき事項が

残されている。 

 震災時においてはクエンチが正常な過程を

取らない可能性がある点に注意しなければな

らない。ひとつは排気経路の異常で、マグネ

ットの移動に伴ってクエンチダクトの破損が

少なからず発生することが今回の調査でも明

らかになった。さらには、強制換気装置も非
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常電源に接続されていない場合は停電により

動作しなくなるので、そのような状態でクエ

ンチが生じると気化したヘリウムが撮影室内

に充満する危険性が高まる。排気経路に破損

が生じた場合は建物内の思わぬところにヘリ

ウムが漏出する可能性もあるので、マグネッ

トが移動するような大きな揺れの後は排気経

路全体に異常がないか確認すべきであろう。

もうひとつのリスクはクエンチによる発熱に

対する冷却が不十分になった場合に発生する

超電導磁石の焼損で、超伝導線材に用いられ

ているニオブチタン（NbTi）の転移温度であ

る10Ｋ以上になるとクエンチによる焼損から

の保護は困難とされている。今後は強制クエ

ンチを行う場合の焼損リスクが実際にはどの

ようなものであるかを明らかにする必要があ

ろう。 

浸水被害 

 東日本大震災では三陸海岸を中心として著

しい津波の被害が発生し、気象庁の発表では

この地域ではおおむね7ｍ以上の津波高が観

測され、大船渡市では10.7ｍ（浸水高）を、

陸前高田市では15.4m（浸水高）を記録してい

る14, 15) 。津波による破壊力の影響の目安とし

て、木造の場合は浸水2ｍで建物の流出が増加

し4m で半数が流出するとされ16) 、鉄骨構造

（Steel Construction, SC）では枠組みか上

層階の一部が残存するのみである17) 。鉄筋コ

ンクリート（reinforced concrete、RC）構造

の建物の場合、建物そのものは残存しうるが

特に建物一階部分の内容流出は避けられない。

東日本大震災でMR装置の浸水被害は12施設

（超伝導型5台、永久磁石型7台）であった。

浸水被害については今回の調査結果に加え、

浸水範囲概況図18) や衛星写真（Google Earth）

などから総合的に被害状況を判定した。建物

が完全流出した事例は2施設（いずれも海岸か

ら1km 以内の距離にある診療所で永久磁石型

のMR装置を設置）であるが、1施設については

現場付近でマグネットが発見されていない。

その他の11施設の浸水の程度はさまざまであ

るが、MR装置は浸水したうえで残存しており、

浸水が極めて軽微であった1施設を除いてい

ずれも廃棄処分になっている。これ以外に、

MR装置の直接浸水はまぬがれたものの、建物

の一部が浸水したり、施設の敷地内まで水が

入り込んで来たなど、浸水の一歩手前であっ

た施設が7施設あった。いずれも、その後MR

装置を再稼働して使用している。浸水した5

台の超伝導型のMR装置のうち即時クエンチを

起こしたのは1施設であり、他の4施設は冷媒

不足による遅延クエンチか強制クエンチのい

ずれかで磁場を停止しており、浸水そのもの

がクエンチの直接原因にはなっていない。即

時クエンチの事例では浸水は2m程度で、撮影

室のドアが外れてキャビネットや椅子などの

大型の磁性体が流れ込みマグネット周囲に散

乱している様子が確認された。これらの磁性

体がマグネットに一旦吸着された可能性が考

えられる。クエンチの誘因として大型磁性体

の吸着による静磁場の撹乱があげられるが、

水没下で起こった事象の確認は困難と言わざ

るを得ず、実際に吸着されていたとしてもそ

れだけでクエンチの原因になったかどうかは

不明と言わざるをえない。サンプル数は限ら
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れているが、本調査の結果としては、１）浸

水がクエンチの直接原因になるという明確な

証拠は得られなかった、２）しかし冷却シス

テムの破壊による遅延クエンチはほとんど不

可避である、と言える。 

傷害の発生と発災直後の緊急行動 

 発災直後の緊急行動で最も重要な事項は患

者の安全確保であることは言うまでもない。

本調査で得られた回答を１）行動開始のタイ

ミング、２）MR装置までのアプローチの状況、

３）寝台の操作、４）患者の誘導、５）地震

が収まるまでの待機場所の5段階に分けて分

類した。全ての回答でこの5段階がどのようで

あったかが記述されていないために定量的な

分類は出来ないが、大きく分けると本震が収

束してから誘導を開始する考え方と、本震中

であっても可能なところまで救出活動を進め

ようとする考え方に分けられる。どのような

救出行動が適切であるかは、現場の状況や救

助活動を行う職員の体力、防災訓練等により

培われた行動スキルにもよるので本調査の結

果からはそれぞれの手順の妥当性を直接比較

できないが、判断のポイントは１）寝台が正

常に引き出せるか、２）引き出した寝台から

患者が転落する危険性が無いか、の２点であ

ろう。特に寝台からの転落するリスクは患者

の運動能力や全身状態、寝台への拘束ベルト

使用の有無や寝台の構造などとも関係するの

で、これらの条件を勘案した総合的な判断が

必要である。体重の軽い小児の場合は抱きか

かえて移動させることができるが、救出に向

かう者にとって患者の体重が支えきれないと

予測される場合は慎重に行動する必要があろ

う。今後はこのような状況判断の考え方を整

理してゆく必要がある。なお、今回の調査で

マグネットの移動は多数見られたが、マグネ

ット本体の支持構造が破壊され内部に患者が

いたとすれば危険な状態となったであろうと

推定される事例は報告されていない。しかし、

現状としては重量物の落下や地震波などによ

る衝撃等、外力による破壊を想定したマグネ

ットの構造的な強度に関する共通の規格は無

いため、地震が発生した時に患者がマグネッ

ト内に留まるリスクを評価できる客観的な証

拠となる情報が明らかにされているとは言え

ず、この点についても今後の検討が必要であ

る。今回の震災においてMR装置に関連した受

傷発生例で内容が判明しているものは軽傷者

2名のみであった。今回確認された被害事象全

体をさらに分析して、震災時にMR装置周辺で

起こりうる傷害の可能性を予測し対策を立て

る必要がある。MR装置の安全確保については、

電源の遮断とMR室への立入禁止措置、MR装置

の緊急点検の３項目が主たる実施項目であり、

極めて妥当な判断が下されている。地震速報

や津波警報をMR検査室でも受信し、一定震度

以上の場合はMR装置の自動停止を行うなどの

対策も有効と考えられる。MR装置は電源を遮

断しても静磁場は発生し続けることを知らな

い医療施設の職員も少なからずいるので19) 、

外部から支援者や捜索者が立ち入る場合も想

定して、立入禁止措置を行うための表示や機

材等を普段から準備しておくと有用であろう。

想定外の事態への対応も含めて適切な対処能

力を高めるためにも普段からMRの安全全般に
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関する基礎知識20) を十分に習得することが

不可欠である。 

復旧の状況 

 当初から予想された通り、東日本大震災の

ような広範囲に渡る大震災では普段のような

MR装置のメーカーによるサポートを受けられ

る保証は無く、病院のスタッフで待った無し

の復旧作業が必要とされていた様子が明らか

になった。通信障害によるメーカーのコール

センターへの不通について「支障が大きかっ

た」とする指摘は14.8%であったが、この数字

にも現場主導で復帰作業が進めざるを得なか

った状況が反映されている。なお、自由記述

の内容を見ると通信障害は問4-④で尋ねた

「復旧の障害」というよりも、問4-②で尋ね

た「判断で困ったこと」として捉えられてい

るが、停電は「復旧の障害」として認識され

ている。 

 今回の大震災をきっかけとして発生した新

たなインフラ問題は「計画停電」である21) 。

経済産業省や医療機器センターの調査によれ

ば、多くの医療施設が自家発電装置を持って

いるにもかかわらず、災害拠点病院や救急救

命センターを除けば多くの医療機関が施設全

体を補える容量の自家発電装置をもっておら

ず、MRIを含む画像診断機器は診療上の必要性

が高いにも関わらず稼働できなかったと報告

されている3, 22)。今回の調査でも自由記述に

その状況を裏付ける回答が見られた。今後は、

超伝導型MR装置の冷却システムや永久磁石型

装置の磁石保温システムなどの運転を維持す

る最低限の電力だけでも非常用電源から供給

できるよう、MR装置の設置段階で対策を考え

て行くべきであろう。 

過去の震災等によるMR装置の被害との比較 

 MR装置が本格的に普及し始めてから最初の

大規模震災は平成7年に発生した阪神淡路大

震災であった。亀井・野口らが行った調査（一

部ＮＭＲ保有施設を含む116施設を対象とし

43 施設から回答、回答率37%）では、マグネ

ットの移動や冷凍機の停止などの被害が報告

されたが、クエンチ、吸引事故や全損の報告

は無く、火災による損害も無かったものと推

定された9, 23) 。また、発災当日中に77%のMR

装置が運転を再開している。阪神淡路大震災

では家具等の転倒による圧死事例が死亡者の

87.8%を占めたため24) 、その後の地震対策で

は全般的に器物の転倒防止が中心課題となり、

放射線機器についてもその観点からの対策が

考えられた25) 。 

 その後、目立った被害を及ぼした地震は数

回発生しているが、MR装置の被災に関する資

料は限られている。滝口らは平成13年の芸予

地震において即時クエンチが発生した事例を

報告しており26) 、引地は予測される宮城沖地

震を念頭において患者の救出訓練の重要性を

指摘している27) 。平成16年の新潟県中越地震

に関しては事例報告としてマグネットの移動

や架台の損傷の報告があり28) 、豪雨による水

没被害の例としては平成21年の台風9号によ

る全損事例が報告されている29) 。今回の被災

調査では阪神・淡路大震災の10倍以上のサン

プルが集まったが、これまで断片的に報告さ

れてきた事象の全てが確認されている。しか
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し、今回の調査結果も含めて、火災によるMR

装置への影響についてはまだ詳細な情報は無

いので、今後の検討が必要であろう。 

 MR装置が導入されるようになった当初は十

分な面積を有する専用の建物が設けられるこ

とが多かった。その後MR装置が普及するにつ

れ、装置の小型化やマグネットの自己磁気シ

ールドの性能、あるいは撮影室のシールド技

術の向上に伴ってより狭い面積での設置が可

能になった。同時に使用される静磁場強度も

上昇した。狭いスペースへの設置は経済的で

ある反面、単位スペース当たりの蓄積エネル

ギー量の増加、マグネット周辺での緊急作業

スペースや退避スペースの相対的減少、室内

にヘリウムが漏れた場合の濃度上昇速度の上

昇も意味する。本調査でも事例が報告された

ように、震災時にはクエンチ時のヘリウムガ

ス排気設備も損傷を受けるため、防災対策を

十分考慮したMR装置の設置計画を考えるべき

であろう。 

 

Ｅ．結論 

 これまでの地震対策は建物の耐震化と画像

診断装置を設置する時の固定方法が議論の中

心であったが、今回の東日本大震災では従来

の想定を越えた被害が発生した。特に震災後

のインフラ障害がMR装置の稼働復帰の妨げに

なるだけでなく新たなリスク要因となりうる

こと、外部からの支援が無い状態で施設のス

タッフによる安全点検、復帰作業の試みが不

可避となった点が注目される。しかし、診療

再開の前に、マグネットが発生する静磁場の

状態だけでなく電気系統や機械部分（冷却シ

ステムの動作、漏電の有無、寝台の動作）、撮

影室のガス配管なども含めて総合的な点検が

必要である。今回のように震度５以上の激震

が広範囲で発生する大震災では安全確保の考

え方を変えねばならない。特に、地震の第一

波が到来した時にどのように患者を避難誘導

すべきかは今後の重要な検討課題である。 
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資料 1   ＭＲ装置の被災調査アンケート 
 

ＭＲ装置は、過去２０年の間に急速に普及し、その間に阪神淡路大震災などの震災

が何度か発生しています。しかし、ＭＲ装置の被災により発生する問題に関しては、

不明な点が少なくありません。震災における巨大震動、建物崩壊、火災、津波などに

より誘発される事象を予測し、その対策に資する情報を提供したいと考えています。 

そこで今回、厚生労働科学研究費補助金、地域医療基盤開発推進研究事業、『大震

災におけるＭＲ装置に起因する２次災害防止と被害最小化のための防災基準の策定』

の一環としまして、岩手、宮城、福島、茨城、千葉、東京などを対象としたアンケー

トを実施することになりました。本調査は、震災発生からできるだけ早い時期に、Ｍ

Ｒ装置に関する安全情報を被災地に提供し、ＭＲ装置に起因する２次災害の防止に役

立てることを目的にしています。 

お忙しい中とは存じますが是非とも、本アンケートにご協力をお願い致します。 

 

 この調査は、厚生労働科学研究費補助金、地域医療基盤開発推進研究事業、『大
震災におけるＭＲ装置に起因する２次災害防止と被害最小化のための防災基準の
策定』の一環として実施するものです。 

 この調査の目的は、ＭＲ装置の被災により発生する問題に関して、震災における巨
大震動、建物崩壊、火災、津波などにより誘発される事象を予測し、その対策に資
する情報提供のデータとするものです。 

 本調査にご同意頂ける場合はご回答ください。調査に参加しないことで不利益を受
けることはありません。 

 調査参加後にも、不利益なく参加を撤回することができます。 

 回答者が分かる形で回答内容を公表することはありません。また、事業主や上長に
個別の回答を通知することはありません。 

 

＜問い合わせ先＞ 
国立長寿医療センター研究所 長寿医療工学研究部 

神経情報能画像開発研究室 

室長 中井敏晴 

〒４７４-８５２２ 

愛知県大府市森岡町源吾３６-３ 

ＴＥＬ： ０５６２-４４-５６５１（内）５６３３  

ＦＡＸ： ０５６２-４６-７８２７ 

 

アンケートは次頁より始まります 
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MR 装置の被災調査アンケート 

回答日 平成２４年  月  日（回答の送付日を記入） 

＊ 各設問の該当する□に☑をいれてください（複数回答の指定が無い限りは１個のみ） 
＊ 電子ファイルで回答いただく場合は□を■に置き換えてください 

 
1 基本情報 

1-① 施設規模 
□：入院設備なし □：100 床以下 □：101～300 床 □：301～500 床 □501 床以上 

1-② 種類 
□：クリニック（診療所） □：民間病院 □：国公立病院（独立行政法人を含む） 
□：私立大学病院 □：国公立大学病院 □：大学病院以外の大学施設・研究機関  
□:その他（具体的に                                      ） 

1-③ MRI 装置の設置台数 
□：1 台  □：2 台  □：3 台  □：4 台  □：5 台以上 

1-④ 磁場強度 
□：0.5T 以下（ 台） □：1T（ 台） □：1.5T（ 台） □：3T（ 台） □：4T 以上（ 台） 

1-⑤ 磁場システム 
1. 永久磁石（  台） 2. 常伝導磁石（  台） 3. 超伝導磁石（  台） 

1-⑥ 建屋の構造 （分類は別紙注１を参照、複数の場合は主要な建屋について回答） 
□：耐震構造 □：免震構造 □：制振構造 □：その他 

1-⑦ 建屋の建築年月 
      年 （    月）   

不明の場合  □昭和 56 年（1981 年） 以前の建築である（該当の場合チェック） 

1-⑧ 当該地域の震度 
  □：１ □：2 □：3 □：4 □：5 弱 □：5 強 □：6 弱 □：6 強 □：7 
＊震度に関する気象庁の情報は以下のリンクで確認できます 
 http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/2011_03_11_tohoku/0311_shindo.pdf 

1-⑨ 複数の建屋に MR 装置が設置されている場合は設置状況を記載してください 
（例 ○○年に建築された耐震構造の建物に 1.5Ｔ（超伝導）の装置が 2 台、○○年に建築
された免震構造の建物に 3Ｔ（超伝導）の装置が 1 台、1981 年以前築と思われるが正確な築
年が不明な建物に 0.5Ｔ（永久磁石）が 1 台） 
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2 被害状況 
①〜③の項目について該当する番号を MR 装置ごとに回答票１に記入してください。 
電子ファイルで回答される場合は、別添のエクセルファイルにご記入下さい。 

2-① MR 装置 （分類は別紙注２を参照） 
磁場強度・磁場システム： 装置ごとに回答票の指定する数字で記入 
装置本体の据え付け方法： 1.アンカー固定あり-アンカー破損なし   
  2.アンカー固定あり-アンカー破損なし  3.アンカー固定なし  4.その他 
被害の程度： 1.影響なし  2.軽微  3.半損（軽）  4.半損（重）  5.全損 

2-② MR 室 （分類は別表注３を参照し、MR 室の部分だけでの評価をお願いします） 
被害の程度： 1.影響なし  2.一部損壊  3.半壊   4.全壊 

2-③ 設置建屋 （分類は別表注３を参照） 
建物の構造： 1.耐震構造  2. 制振構造  3. 免震構造  4.その他 
被害の程度： 1.影響なし  2.一部損壊  3.半壊   4.全壊 

2-④ 建屋，MR 室の破損状況に関して特記事項があれば記入してください 

 

2-⑤ MR 装置の破損状況について下記の事象の有無（発生件数によらない）を回答し
てください（「おそらく有り」は「有」に、「おそらく無し」は「無」に分類する） 

2-⑤-1 マグネットの架台破損      □：有   □：無   
2-⑤-2 マグネットの移動      □：有   □：無   
2-⑤-3 磁性体の吸着      □：有   □：無    
2-⑤-4 架台以外のマグネット装備品（＊）の損壊   □：有   □：無   
2-⑤-5 チラー（冷却系）や空調機の故障    □：有   □：無   
2-⑤-6 クエンチダクトの損傷      □：有   □：無   
2-⑤-7 急激なヘリウムの減少      □：有   □：無   
2-⑤-8 システムキャビネット等のアンカーの破損   □：有   □：無   
2-⑤-9 撮影室の電波・磁気シールドの破損、機能低下   □：有   □：無 
2-⑤-10 屋外機の設置状態の異常（地盤の変動）    □：有   □：無 
2-⑤-11 浸水による電気、電子システムの故障    □：有   □：無 
2-⑤-12 床下、ピット内、壁内の配線の切断、損傷   □：有   □：無 
2-⑤-13 受信コイル等の整理棚からの落下による破損   □：有   □：無 

＊架台以外のマグネット装備品とは寝台やその駆動システム、寝台に取り付けられているコ
イル類、マグネットのエンクロージャ、操作パネルや生体モニタシステム等、マグネット表面
や周囲に実装されていて一体となっているものを指します。 
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2-⑥ 問 2-⑤-3 で磁性体吸着が「有」の場合は、具体的に何が吸着されたか、どこ
にあった物品と思われるかを記載してください 

 

2-⑦ その他、MR 装置の破損状況について特記すること（例：特に危険を感じた事象、
上記の選択肢には記載されていない事象等）があれば記入してください 

 

3 被害原因 

今回の被害の主な原因はどれですか 
□：強い揺れ □：津波 □：揺れと津波の両方 □：インフラの復旧遅延（停電 ・ 断水） 

4 復旧の状況 

4-① 復旧作業は病院（施設）スタッフか MR 装置メーカーのいずれが中心でしたか 
□ ：病院（施設）スタッフによる点検のみで再稼働させた      （  ）台 
□ ：MR 装置メーカーによる点検のみで再稼働させた      （  ）台 
□ ：両者が関与したが、 MR 装置メーカー主導で再稼働させた    （  ）台 
□ ：両者が関与したが、 病院（施設）スタッフ主導で再稼働させた    （  ）台 
□ ：特に復旧作業、あるいは点検は行わずそのまま MR 装置を使用した  （  ）台 
□ ：復旧が不可能であった         （  ）台 

4-② 復旧の際に判断に迷ったり特に困ったりした事項があれば記入してください 
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4-③ 復旧作業の状況について該当するもの全てに印をしてください（複数台の装置
がある場合、１台でも該当事項があれば印をつけてください） 

□ ：MR 装置メーカーによる点検作業を待てないので、病院（施設）スタッフによる点検
で再稼働させた 

□ ：震災後に MR 装置メーカーのコールセンター等が不通になり支障が大きかった 
□ ：装置の復旧費用を誰が負担するかが問題になった（なっている） 
□ ：装置の費用負担の問題が原因で復旧が進まなかった（進んでいない）  
□ ：建物被害が著しいため普及が進まなかった（進んでいない） 
□ ：費用や建物被害以外の原因で復旧が進まなかった（具体的原因を下記に記入） 

4-④ 復旧の障害となった事項について特記すべきことがあれば記入してください  

 

4-⑤ 具体的な復旧状況を記載してください 

 

5 復旧の時期，震災時の状況   
  以下の事項について該当する番号を MR 装置ごとに回答票２に記入してください 

5-① メーカによる復旧作業（修理）開始までの期間（発災から） 
 1.当日 2.翌日 3.三日以内 4.一週間以内 5.二週間以内 6.二週間以上 

5-② 機器が使用可能となるまでの復旧期間（発災から） 
 1.当日 2.翌日 3.三日以内 4.一週間以内 5.二週間以内 6.二週間以上 

5-③ 検査を再開するまでの期間（発災から） 
 1.当日 2.翌日 3.三日以内 4.一週間以内 5.二週間以内 6.二週間以上 

5-④ 震災時の状況 （分類は別紙注４を参照） 
 1.スキャン中 2.検査中 3.始業前・終業後 4.実験中 5.点検中 6.非稼動状態 
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6 検査中の場合，患者の被害状況（MR 検査に関係ある事項のみ） 

6-① 震災時発生時に MR 装置と関連して患者に被害が発生しましたか 
□：有 □：無 

6-② 具体的な被害状況 

 

7 検査担当者の被害状況 （MR 検査に関係ある事項のみ） 

7-① 震災時発生時に MR 装置と関連して検査担当者に被害が発生しましたか 
□：有 □：無 

7-② 具体的な被害状況 

 

8 発災直後に取った措置を 8-① 患者の安全確保、と 8-② MR 装置の安全確保の２
つに分けて記述してください 
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9 復旧費用  （MR 装置に関連する費用のみ） 

□：保守契約内で無償 □：100 万円未満 □：100 万円以上 500 万円未満 
□：500 万円以上 1000 万円未満 □：1000 万円以上 □：現時点で不明 

 
10 磁場停止措置 

10-① 震災直後にクエンチボタン（消磁ボタン）を押しましたか 
□：押した □：押さなかった 

10-② 押した場合は、その理由を教えてください（押さなかった場合でも、何かコ
メントがありましたらご記入下さい） 

 

11 クエンチの発生 

11-① 今回の震災時やそれ以降にクエンチが起きましたか 
   （クエンチの分類は別紙注５を参照） 

□ ：即時クエンチ □：遅延クエンチ □：原因不明のクエンチ □：無  

11-② 上記①で該当の場合、のべ何回のクエンチが発生しましたか （  ）回  

11-③ 上記①で該当の場合、クエンチが起きた装置に磁性体の吸着はありましたか 
□ ：有 □：無 

11-④ 上記③で「有」の場合、吸着された具体的な物品や状況を教えてください 

 

11-⑤ 今回の震災以前にクエンチの発生はありましたか 
□ ：有 （  ）回   □：無（分からない場合を含む）  

11-⑥ 上記⑤で該当（有）の場合、下記のいずれに該当しますか（複数回答可） 
□ ：設置時に発生  □：通常の運転時に発生  □：施設のトラブルに関連して発生 
□ ：メンテ作業時に発生 □：天変地異に関連して発生 □：原因不明 
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11-⑦ クエンチに関して特記すべき事項があれば記載してください（クエンチの原
因と考えられる事象、クエンチに関する疑問点など） 

 

 
12 災害時の MR 検査の安全確保に関する指針 

12-① 2011 年 3 月 15 日に日本磁気共鳴医学会が出した「災害時のＭＲ検査の安全に
関する緊急提言」はご覧になりましたか 

□ ：公表後 1 週間以内に読んだ □：1 週間後以降に読んだ  
□ ：１ヶ月後以降に読んだ □：その緊急提言は知らなかった 

12-② 緊急提言を読んだ方へ、「緊急提言」は役に立ちましたか 

□ ：大変役に立った □：一部分が役に立った □：役に立たなかった 

12-③ 「役に立った」と回答の方へ、具体的にどの部分が役だちましたか 

 

12-④ 緊急提言を読んだ方へ、「緊急提言」を知ったのはどのような機会でしたか 
□ ：日本磁気共鳴医学会のホームページ □：その他のインターネット情報（＊）  
□ ：職場での伝達 □：行政機関からの通知 □：MR メーカーからの案内  
□ ：学会や技師会等からの連絡 □：知人を通して □：その他 

＊メーリングリスト、掲示板等、インターネットを介したもの全てを含みます。 

12-⑤ 今後このような指針に追加すべき事項があれば具体的に既述してください 

 



Ver.120603 

80 
 

 
13 今後の震災への対応策を検討していれば，その内容を記載してください 

 

 

14 直接聞き取り調査に伺ってもよろしいでしょうか 

□：はい □：いいえ  
「はい」と回答の方へ、担当者ご氏名・ご連絡先をご記入ください。 

ご担当者名                     
 
ご連絡先 電話：                 
 
E-mail：                       

 
 
お忙しい中、アンケート調査にご協力いただきありがとうございました。 
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別紙 
 
【注１：建物構造の分類】 
・ 耐震：建物の強度や靭性を向上させて地震による破壊や損傷を防ぐ方法で、建築基

準法に則って施工されている建物は耐震構造になっている。 
・ 制振：建物にエネルギー吸収機構を組み込み、建物の変型を抑え損傷を軽減する方

法で、各種のダンパーにより地震が入力しても振動を抑制する。 
・ 免震：建物の基礎部分に免震工事（地盤と建物の間の物理的な絶縁処置）を行う方法

で、コロやゴムを使用する。 
 耐震、制振、免震は建物の持つ異なった機能で、併用されるものです。本調査では一般
的な実情に合わせて「耐震構造」は耐震の機能のみ、「制振構造」は耐震機能も含む、「免
震構造」は耐震機能と制振機能も含むと分類します。 

【注２：MR 装置被害の分類】（本調査のための暫定的な分類） 
・ 被害無し。 
・ 軽微：サブシステム＊単位の交換はなく、部品の交換や点検で修理が完了した場合 
・ 半損（軽）：マグネットを除く MR 装置のサブシステムの交換が半分以下の場合。 
・ 半損（重）：マグネットを除く MR 装置のサブシステムの 50%以上が交換になる場合 

（製品として新しい機種になるかどうかは関係ない）。 
・ 全損：MR 装置（システム）が全面的に交換になる場合。マグネットが再使用不能になり、

交換が必要な場合。 

【注３：建物被害の分類】（村尾・山崎式に基づく被害率の分類を援用） 
・ 全壊：建物の損壊、焼失もしくは流出した部分の床面積がその住家の延床面積の 70%

以上に達した程度のもの、または建物の主要構造物の被害額がその建物の時価 50%
以上に達した程度のもの。 

・ 半壊：建物の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもの。具体
的には損壊部分が建物の延床面積の 20%以上 70%未満のもの、または建物の主要構
造部の被害額がその建物の時価 20%以上 50%未満のもの。 

・ 一部損壊：半壊の基準には至らないが、建物の補修を必要としたもの。 

 できるだけ医療設備、医療器機の被害を含めない建物だけの被害状況で回答してくださ
い。専門機関等による評価結果が無い場合や正確な判断が難しい場合は、できるだけ現場
を熟知している複数名の見解を回答者がまとめてください。 

【注４：検査時の状況の分類】 

・ 震災時の状況で「1：スキャン中」とは，ガントリー内に患者が入っている状況を言う。 
・ 震災時の状況で「2：検査中」とは、検査室内に患者はいたがガントリー内には入って

いない状況を言う。 
・ 「3：始業前・終業後」とは、装置に電源が投入されシステムは稼働しているが実際の検

査業務が行われていない場合を言う。 
・ 患者の入れ換え時間は検査中と見なし、検査予定が入っていない空き時間（患者が

不在の時間）は「3：始業前・終業後」に分類する。  
・ 非稼働状態とは始業前や終業後でシステムがシャットダウンにある状態（長期的に使

用されていない場合も含む）。 
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【注５：クエンチの分類】（本調査のための暫定的な分類） 
・ 即時クエンチ： 地震による振動や津波による浸水、建物の崩壊などの物理的な衝

撃が発生している最中や、そのような事象が発生してから 24 時間以内にクエンチが発
生し、震災のエネルギーがクエンチの直接の引き金になったと考えられる場合。 

・ 遅延クエンチ： 震災により生じた装置の不具合やヘリウムの急激な減少に供給が追
いつかず冷媒不足になったなどの間接的（２次的）な原因によると考えられるクエンチ
で、おおむね本震や余震の２４時以降に発生したもの。 

・ 原因不明のクエンチ： 装置にクエンチの原因となる具体的な損傷やトラブルが見あ
たらず震災との関連性が不明であるが、平成 23 年 3 月 11 日以降に発生したクエンチ
で、かつ本震や余震の４週間を過ぎてから発生したクエンチ（原因不明だが４週間以
内のものは遅延クエンチに分類）。 

 
＊サブシステム： いくつかのシステムが集まってひとつの機能を実現している場合に、
それ自身がシステムでありながら同時に他のシステムの一部でもあるようなものをサブシス
テムという。今回の調査では、MR 装置を構成するもので○○装置と呼称できるもの（例 
機械室にある機器類、操作卓、制御用コンピュータ、冷却器のポンプなどひとつのキャビ
ネット（筐体）単位）をサブシステムと考えて下さい。 
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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

分担研究報告書 ２． 

 

岩手・宮城・福島の東北３県のMRI被災調査 (アンケートおよび聞き取り調査) 

 

研究分担者  町田 好男 

東北大学 大学院医学系研究科 画像情報学分野 

 

 

    

 

Ａ．研究目的 

 全国の医療施設における日常診療で重要な

役割を果たしているMRI装置は、平成23 年3 

月11 日14 時46 分に発生した東日本大震災

により、直接的・間接的に大きな被害を受け

た。この被害状況を明らかにすることで、今

後想定される大地震を念頭においたMR検査室

の防災対策や震災時の緊急的対処のための指

針を策定することが、本分担研究の上位とな

る厚生労働科学研究（以下、本厚生労働科学

研究）の目的である。具体的には、MR装置の

被害状況を定量的に分析し、１）緊急対処（患

者の救出、MRIの緊急停止）の方法、２）２次

災害防止措置、３）MRIの安全な再稼働のため

の点検項目等についての指針を策定する。 

 その中にあって本分担研究では、最も被災

の大きかった岩手・宮城・福島の東北３県の

MRI被災調査 （アンケート調査および訪問調

査（聞き取り調査））を実施し、上位の目的

のための基礎データを得る。本分担研究報告

では、特に、後者の訪問調査の結果から、上

位の目的に沿う具体的で重要な事項を、現時

研究要旨 

 東日本大震災によりMR 装置に発生した被害事象を明らかにし震災時の緊急対

処や防災対策に活かすための調査研究の一環として、岩手、宮城、福島の東北３

県の被災調査を行った。特に、本分担研究では、アンケート調査に引き続いて行

われた訪問調査（聞き取り調査）から、上記の目的に沿って今後の対策に生かせ

る具体的で重要と思われる事項を抽出した。 

 抽出された項目は、患者の安全に関すること、設備に関すること、MRI装置に

関すること、インフラに関すること、など多岐にわたるが、いずれも具体的な事

例であり、今後の施策検討の上で有用と考えられた。 
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点で可能な範囲で抽出する。 

 

Ｂ．研究方法 

 本厚生労働科学研究では、太平洋沿岸を中

心とした７都県を対象とした被災地調査を行

うが、本分担研究では、東北地方の岩手・宮

城・福島の３県の調査を分担する。担当県に

おいても、全７都県の、方式、書式、ルール

にのっとって調査を実施した。 

 

アンケート調査 

 アンケート調査における主な調査項目は、

１）震災の状況：震度、MRI設置場所の被害（損

壊、津波、火災）、人的被害、２）MRIの被害

事象：装置の破損状況、クエンチの有無、マ

グネットの移動、冷却システムや空調の故障、

クエンチダクトの損傷、急激なヘリウムの減

少、シールドの損傷など、３）診療への影響：

検査の休止期間と修繕内容、その費用負担な

どである。 

 なお、アンケート調査の方法は、代表研究

者である、中井敏晴（独立行政法人国立長寿

医療研究センター 神経情報画像開発研究室）

による分担研究報告書に詳しい。 

 

訪問調査（聞き取り調査） 

 アンケート調査に引き続き、訪問調査（聞

き取り調査）を行なった。この調査は、津波

による浸水、クエンチ、ハードウェアの重大

な被害等、注目される被害施設について行っ

たものである。面談における聞き取りは、資

料１の「訪問調査 調査票」にある、聞き取

り調査項目のリストに沿って行った。特にそ

の施設の受けた被害と関連が深いと思われる

項目を中心に、被害状況の聞き取りを進めた。 

 アンケート調査・訪問調査ともに、実際の

調査は、日頃より各県で中核的な役割を果た

している第一線の診療放射線技師を研究協力

者として迎えて、研究代表者とも密に連絡を

とりながら、可能なかぎり計画的に進めた。 

 

（倫理面への配慮等） 

 訪問調査に関連して必要となる倫理委員会

への申請は研究代表者が行い、本分担研究で

もそのプロトコルに従って調査を進めた。な

お、訪問候補の施設の長および担当者への正

式依頼等も、全体の７都県共通の形式で研究

代表者から直接行った。こうしたルールのも

と、対象となる各施設と調整を図り、十分な

納得を得た上で訪問調査（聞き取り調査）を

実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

アンケート調査 

 アンケート調査は、東北３県からは岩手県

が８５施設、宮城県が１０５施設、福島県が

７４施設から回答を得た。回答は、全７都県

が研究代表者のもとに集約され解析が進めら

れている。（全体の調査結果が、研究代表者

である中井からの分担研究報告書にて同時に

報告される。） 

 

訪問調査（聞き取り調査） 

 訪問調査（聞き取り調査）は、アンケート

調査をもとに候補施設をピックアップし、最

終的に同意の得られた施設に対して、原則と
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して２名の研究協力者が調査員として訪問す

る形で行った。訪問施設数は、結果として、

岩手県が４施設、宮城県が１４施設、福島県

が１０施設で、計２８施設である。資料２は

そのリスト、および、各施設の「訪問調査 調

査票」に対する調査結果に、「調査員による

まとめ」を付記したものである。ただし、ペ

ージ数の関係で「調査票」の添付は１０施設

分のみとした。また、本分担報告書では、施

設名は次節で説明のように番号を付して記し

た。 

 

訪問調査結果の県ごとのまとめ 

 上記の調査データをもとにして、平成２５

年１月２４日開催の平成２４年度総括班会議

に向けて、各県ごとに、調査担当者を中心と

したまとめを行った。 

 調査施設名や、施設の担当者氏名は、本分

担研究報告では伏せてある。すなわち、施設

名については「岩手−施設１」のように表記し

た。これは、資料２の施設番号とも一致させ

てある。 また、各施設のおおまかな位置を、

岩手沿岸部、岩手内陸部、宮城沿岸部、宮城

内陸部、福島、の５つの地域に分けて示した。

仙台市については、若林区と宮城野区を沿岸

部に分類した。 

 なお、津波被害を受けた施設、原発避難地

域の施設については、岩手沿岸部（津波被害）、

宮城沿岸部（津波被害）、福島（原発避難地

域）のように示した。 

 

 この、県ごとのまとめには、多くの考察部

分が含まれるが、本報告書では、結果の一部

として以下に記す。（１）岩手県、（２）宮

城県、（３）福島県の順に示す。 

 

（１）岩手県  

 

調査員（報告者）：  

 安達廣司郎（日本赤十字社 盛岡赤十字病院） 

 武蔵安徳（県立中央病院附属紫波地域診療ｾﾝﾀｰ） 

 中井敏晴（国立長寿医療研究センター研究所） 

調査日： 

 平成24年11月19日 (月)〜20日(火)  

調査施設： 

 岩手−施設１  岩手沿岸部（津波被害）○ 

 岩手−施設２  岩手沿岸部 ○ 

 岩手−施設３  岩手沿岸部 ○ 

 岩手−施設４  岩手内陸部 

 （○印の調査票は資料２にあり） 

 

概要   

 「岩手−施設１」は津波の襲来を受け、水没

する被害が発生し、入院患者避難への対応が

最優先された。「岩手−施設２」は施設内の壁

に亀裂が入ったもののMRI装置は稼働するこ

とが出来た。「岩手−施設３」は高台にあり、

耐震構造であったために停電と断水を除けば

被害が発生していない。「岩手−施設４」にお

いては地震により施設に亀裂が入り甚大な被

害が発生し、放射線部門が使用不能となった。

以下4施設について報告する。 

 

１．「岩手−施設1」では金曜日はMRI検査を行

っていないために、患者への対応がされてい

ない。しかし津波の襲来で施設の１階部分が
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水没、装置の安全確認等行う余裕がなかった

と思われる。（入院患者への対応のみ） 

２．「岩手−施設２」は地震による施設への影

響（亀裂、窓ガラス破損）は多少あったが診

療放射線技師がDQE、ファントム撮影にて装置

への影響がないことを確認し、停電復帰後、

必要最小限で検査を再開していた。 

３．「岩手−施設３」は耐震構造となっていた

ために地震による施設（装置）への被害はラ

イフラインの停止のみで、自家発電により災

害拠点病院としての役割を果たした。（長時

間の停電による影響を受けた。）MRI装置は自

家発電から電源の供給を受けておらず、冷却

システムが停止、検査は行っていない。その

後の余震（4月7日）で冷却システムが故障し

修理が行われている。 

４．「岩手−施設４」では発災時、MRI検査が

行われておらず部門内の患者への対応はされ

ていない。装置の状況把握のみが行われ、立

ち入り禁止措置が取られていた。入院患者の

安全確保が最優先され、入院患者は当日の夕

方までに、全員近隣の病院へ搬送された。 

 

 全体に共通する課題は「停電対策」と「通

信網の整備」であると考えられた； 

 例えば、MRI装置への電源確保である。本体

も大切であるが冷凍機だけでも通電できれば

Heの減少も最小限に抑えることが出来るので

はなかろうか。 

地震による被害が大きい「施設４」において

は、検査が行われておらず、装置の状況把握

のみが行われ立ち入り禁止措置が取られてい

た。しかし、地震発生後、25〜30分で津波の

襲来を受けた「施設１」では装置の被害状況

把握すらできていない。この短時間内に何が

必要（必ず、行わなければならないこと）で

何ができるか検証する必要がある。 

 本調査の対象ではないが、ある県立病院

（MRI装置は整備されていない）では、揺れが

収まった時点で放射線機器の点検を行ってい

た時「津波が来た」との声が聞こえたために

慌てて避難し、難を逃れたと報告している。

（その間、十数分？） 

 

（２）宮城県 

 

調 査 員（報告者）： 

 前谷津文雄（宮城厚生協会泉病院） 

 引地健生（栗原市立栗原中央病院）  

 阿部喜弘（国立病院機構仙台医療センター） 

 菱沼 誠（厚生会仙台厚生病院） 

 町田好男（東北大学大学院） 

調査期間： 

 平成 24年 11 月 25 日(日) 

 〜平成25年2月19日(火) 

調査施設： 

 宮城−施設1 宮城内陸部 ○ 

 宮城−施設2 宮城内陸部 ○ 

 宮城−施設3 宮城沿岸部 

 宮城−施設4 宮城沿岸部（津波被害）

○ 

 宮城−施設5 宮城沿岸部 

 宮城−施設6 宮城沿岸部 

 宮城−施設7 宮城沿岸部  

 宮城−施設8 宮城内陸部 

 宮城−施設9 宮城内陸部 ○ 
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 宮城−施設10 宮城沿岸部 

 宮城−施設11 宮城内陸部 

 宮城−施設12 宮城沿岸部（津波被害） 

 宮城−施設13 宮城沿岸部（津波被害） 

 宮城−施設14 宮城内陸部 

 （○印の調査票は資料２にあり） 

 

概要 

 平成24年11月25日から12月21日までの期間

で10施設の訪問調査を実施した。（注：その

後平成25年度2月中旬までに、さらに4施設の

訪問調査を実施した） 

 これまでの宮城県内での訪問調査で明らか

となった被災状況と浮き彫りになった問題点、

さらには今後の防災対策に役立つと考えられ

る点について報告する。 

 

１．宮城県はほぼ全域が６弱以上の震度を記

録した。建屋が激しく揺れる最中、ボア内か

ら患者救出を行うのは非常な困難を伴う。 

 多くの施設が発災時にスキャン中であった。

患者はみずから動ける方も、けがや疾病によ

り自由に動けない方もいた。また、うつ伏せ

の状態で乳房をスキャンしていた患者もいれ

ば、ヘッドネックコイルのように大型で重量

のあるコイルに頭部を固定された状態の患者

もいた。ほとんどの施設は揺れが始まってか

らスキャンを停止し、激しい揺れの中でスキ

ャンルームに入り患者救出にあたったが、い

くつかの施設はマグネット本体の移動により

患者テーブルの長軸がずれてしまい途中から

テーブルを引き出すことすらできなかった。

大型のコイルがガントリの内壁に干渉し、引

き出せなかった例もあった。 

 このような状況で、患者をガントリ内部で

待機させるべきか、激しい揺れの中で危険を

冒しながらも引き出してテーブルから降ろし、

スキャンルーム外に誘導すべきかについては

議論があった。 

 

２．「緊急地震警報」の設備を備えた病院が3

施設あった。このシステムは患者救出の観点

で非常に有用である。 

 今回の調査の中で、病院全館に「緊急地震

警報」のシステムを備えた施設が3施設あった。

ある施設では、災害時の対応として、「緊急

地震警報」の放送がなったならば直ちにスキ

ャンを停止して患者を救出する訓練が徹底さ

れていた。また、別の施設では、以前は誤報

等の理由でこのシステムが活用されていなか

ったが、3月9日の前震を経験していたために、

大きな揺れが来る前にスキャンルームに入っ

て患者救出を開始することができたと報告し

ている。ある施設では、Ｓ波到来までの予測

時間をカウントダウンするシステムであった。

いずれもの施設でも患者救出の観点で「緊急

地震警報」のシステムは有効であったと報告

している。 

 

３．建屋の免震構造は、極めて有効な震災対

策である。 

 震度7を記録した地域に、免震構造の本館と

耐震構造の別棟に1台ずつ、計2台のMRI装置を

所有する病院があった。震度７でも免震構造

の建屋に設置された装置には全く損傷はなか

ったが、耐震構造の建屋に設置された装置は
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台座から脱落して移動してしまい、マグネッ

ト本体と患者テーブルの軸方向がずれてしま

った。4月7日の最大余震（震度６弱）の際も、

本震の時と全く同じ状況となった。震災対策

としての免震構造の有効性を明確に示す事例

である。 

 

４.マグネット本体の設置方法の違いにより、

損壊の状況は大きく異なる。 

 マグネット本体の設置方法としては、アン

カー止めする場合と、単にプレート上に配置

する場合やアブソーバーコイルを介したり、

直接台座上に配置してアンカー止めしない場

合がある。今回の震災では、強震動によるア

ンカー止めしない装置のマグネット本体の移

動や回転が見られた。こうしたマグネット本

体の損傷は、クエンチダクトの破断など重大

な2次的被害を引き起こした。建屋の耐震性能

や、地盤等の立地条件を考慮したマグネット

本体の設置方法についての指針が求められる。 

 

５．液体ヘリウムの蒸散を抑制するために、

冷却システムへの非常用自家発電設備から電

源供給が望まれる。 

 ほとんどの施設で停電を経験したが、商用

電源が復電するまでの間冷却システムが停止

したままの施設が多数あった。そのために液

体ヘリウムの蒸散が通常より増加し、そのた

めにクエンチの発生を危惧する施設がいくつ

かあった。自家発電設備を有しているものの、

MRI装置の冷却システムへは電源供給されな

い施設や、本来電源供給されるはずであった

にもかかわらず切り替え設備の不具合で供給

されなかった施設もあった。震災直後は、ど

うしてもMRI検査が必要である、との要請はほ

とんどなかったが、装置の維持管理のために

最低限冷却システムへの電源供給が望まれた。 

 

６．メーカーやサービスマンも被災者であっ

た。 

営業所が入ったビルが停電・漏水等で立ち入

り禁止となり、さらにはタワー駐車場の稼働

停止により１週間ほど営業車両も使用不能と

なってしまった装置メーカーがあった。また、

サービスマンの安否が確認できないケースも

あった。さらには、顧客病院までの行程が道

路の損壊やその他の過酷な状況で、サービス

マンに厳しい精神的負担が課せられたケース

もあった。 

上述したメーカーは、震災後期間を置かずに

営業所を災害による影響の少ない場所に移転

し、事業の継続性を担保する強い意志を示し

ている。多くの装置メーカーが、MR装置の復

旧に直ぐには対応できない状況であったが、

メーカー自体やサービスマン自身も被災者で

あったという視点を忘れてはならない。その

ためにも、ユーザー自身による適切な対応を

行うための災害時マニュアルが求められる。 

 

７．津波による浸水被害は重大な吸着事象や2

次的な災害を引き起こす。 

宮城県沿岸部では広く津波被害を被った。浸

水した超伝導装置のうち1台が即時クエンチ、

3台が遅延クエンチを起こし、永久磁石型装置

は2台が流出し、１台は所在不明のままである。

流出して所在不明となった永久磁石はその磁
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力が低下するまでの長期間にわたって吸着事

故の危険性をはらむことになる。大型磁性体

の吸着による磁束密度の撹乱がクエンチをよ

り早く誘発している可能性を示す事象も指摘

されており、こうしたMRI装置の浸水事例の分

析結果は、大型医療機器の防災、防水対策に

おける指標となるものと考えられる。 

 

（３）福島県 

 

調査員(報告者）：  

 清野真也（福島県立医科大学附属病院） 

 丹治 一（北福島医療センター）     

調査日： 

 平成 24 年 10 月 25 日(月) 

 〜平成 25 年 1 月 22 日(火) 

調査施設： 

福島−施設１ 福島 

福島−施設２ 福島 

福島−施設３ 福島 

福島−施設４ 福島 

福島−施設５ 福島 

福島−施設６ 福島 

福島−施設７ 福島（原発避難区域）○ 

福島−施設８ 福島（原発避難区域） 

福島−施設９ 福島 ○ 

福島−施設１０ 福島 ○ 

 （○印の調査票は資料２にあり） 

 

１．進行状況 

 福島県は平成 24 年 10 月 25 日から 26 日の

2 日間にわたり、いわき地区 5 施設、郡山地

区2施設、会津地区1施設の訪問調査を行い、

平成 25 年 1 月 9 日福島地区 1 施設の調査を

行った。（注：1 月 24 日の平成 24 年度総括班

会議直前の 22 日に一施設の追加調査を行っ

た） 

 

２．被害調査概要 

 福島県内では今回の震災で大きなダメージ

を及ぼした津波による被害を受けた施設は皆

無であった。施設自体の建屋被害も多くはな

く訪問調査対象施設のうち 1 施設のみであっ

た。訪問調査で明らかになったことは、福島

県で特化した原子力災害によって避難区域と

なった施設の状況や、発災当初の対応が主で

ある。 

 10 施設のうち装置自体が被害を受け検査

停止を余儀なくされた施設は 6 施設であり、

どの施設も復旧までに 1〜2 週間を要してい

る。 

 再稼働までの日数は、装置が復旧しても病

院の運営上の問題で遅れたケースがあった。 

即時クエンチした施設は余震による再クエン

チも予想されさらに復旧が遅れた。 

 地震が起きた時に検査中であった施設から

は患者さんは案外冷静だった様子が聞き取れ

た。発災直後の行動としてはＭＲＩ装置の安

全確認よりも患者の安全確保と誘導を最優先

に考えていることがうかがえた。 

 震災後のＭＲＩ室の管理として操作室が患

者の一時避難所や一般の技師室として利用さ

れていたケースがありＭＲＩの危険性の認識

の甘さを垣間見た。 

 装置被害を受けなかった施設は避難誘導後

にＭＲＩ室および機械室の目視点検とファン
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トム撮影により稼働の可否を判断している施

設が多く、状況によっては 1 カ月近くメーカ

ーによる点検を受けられない施設もあった。 

 

３．意見・問題等 

・脱着式寝台でも震災時には脱着不能になる

ケースがあった。患者が身体不自由等により

車いすやストレッチャーを要する場合がある

ので非磁性ストレッチャーの配備は必需であ

る。 

・被害を受けた現場としては現地サービスマ

ンと連絡をとりたいが、コールセンターには

つながるがサービスマンからの連絡、指示が

受けられなかった。 

・消磁ボタンを押そうとは思わなかった。消

磁ボタンを押す明確な基準がない。メーカー

によって消磁ボタン、緊急停止ボタンの表示、

意味合いが異なっている。 

 

 以上、調査結果から３県の担当者によるま

とめまでを本節の「結果」にて述べた。 

 

Ｄ．考察 

 ここまでの結果を踏まえ、全体を通じたま

とめを行う。 

 

県ごとの被災の特徴 

 東日本大震災では、不幸なことではあるが、

地震そのものの災害、津波災害、原発に関連

した被害の３つが発生し、岩手県では津波被

害が、宮城県は震災および津波被害が、福島

県は原発関連の被害が特に深刻であった。 

 今回のMRI装置の被災調査でも、その特徴が

現れていた。すなわち、岩手県は津波被害が

深刻であった。宮城県は最も震度もが大きい

ため地震そのもの影響が大きく、平野部では

津波被害もあった。福島県は、地震の他に、

原発事故のための避難を余儀なくされた。 

 

 各県のまとめをあらためて見てみたい。 

 岩手県では、津波により壊滅状態の医療施

設も多く、調査自体も困難だった。津波の危

険性が高い場合には、MRIに限ったことではな

いが、今回の訪問調査により、「この短時間

内に何が必要（必ず、行わなければならない

こと）で何ができるか検証する必要がある。」

をあらためて確認した結果となっている。ま

た、全体に共通する課題は「停電対策」と「通

信網の整備」である、とまとめられ、MRI装置

に限定した対策では限界があると実感された

結果となっている。 

 

 宮城県は震源に近く、震度も津波も、最も

大きな地区であった。病院施設の被災もさま

ざまで、今回の訪問調査でも、様々な情報が

得られた。県別の報告では、「宮城県内での

訪問調査で明らかとなった被災状況と浮き彫

りになった問題点、さらには今後の防災対策

に役立つと考えられる点」として、7項目に整

理して報告されている。キーワードのみ再掲

すると、 

 １．地震時のボア内からの「救出」の 

   困難さ 

 ２．緊急地震警報設備の有用性 

 ３．免震構造の有用性 

 ４．マグネット設置方法（アンカー止め） 
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 ５．He 蒸散対策としての電源供給 

 ６．メーカーも被災者 → ユーザー自身 

   による対応の必要性 

 ７．津波後の２次災害対応 

となっており、緊急時の患者対応、設備の問

題、装置設計・規格の問題、役割の問題など

多岐にわたって具体的項目が抽出された。誰

がどのように進めたらよいか難しい問題ばか

りであるが、これからの施策を考える上で重

要な知見が得られた。 

 

 福島県では、原発問題が深刻であったが、

実際には災害にあった施設は立ち入りができ

ず、調査も避難先で行う等の状況であり、そ

うした現状の一部を知るにとどまったといえ

る。地震そのものでは、クエンチ、磁石の移

動、地震そのものの課題が報告された。これ

に関連して、装置の消磁ボタンの使用条件な

ど、現在明確になっていない点が浮き彫りに

された。（スイッチ自体の不統一なども他県

も含め議論されている。） また、患者の安

全確保のための非磁性ストレッチャーの配備

の必要性も指摘されている。 

 

共通の課題・問題点 

 以上、県ごとの状況を確認したが、共通の

課題として項目別に見直してみたい。 

 はじめに安全に関することである。安全に

ついては、地震発生時の患者の安全確保の問

題がある。ボアからの患者の「救出」、磁石

の移動（固定法）、シールドルームの開放と

その維持、ストレッチャーの配備など関連す

る事項が多く、現場の診療放射線技師だけで

解決できる問題ではない。地震発生後、磁場

の危険性から守る工夫も、共通の、あるいは

基準となる対応法が必要となっている。 

 設備についても報告があった。特に、建築

に関しては免震構造の有用性、内部の設備と

して緊急地震警報設備の有用性が指摘された。

MRIの設備については、電源確保も指摘されて

いる。 

 MRI装置については、クエンチや消磁につい

てのスタンダードが、装置とその運用の両者

について、十分に標準化・規格化されていな

い問題が浮き彫りになった。 

 岩手のまとめにあるように、インフラの問

題もあり、インフラから設備、MRI装置まで、

関連を整理していく必要がある。 

 また、宮城のまとめでは、メーカー・サー

ビスマンも被災者であり、有事にはユーザー

自身の対応が必要となる点が指摘された。こ

うした事情も考慮した今後の対応が必要とな

ってくるであろう。 

 

 ここまでの記述に見られるように、単純に

項目別に列挙することはもともと困難である。

どの問題も独立した問題ではあり得ない。今

後の対応策に結び付けていくために、問題の

分類、関連の明確化、要因分析、等が必要と

されよう。 

 

Ｅ．結論 

 本分担研究報告では、実際に実施した２段

階の調査（アンケート調査および訪問調査（聞

き取り調査））のうち、特に後者の訪問調査

を実施し、その調査結果について検討を行っ
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た。今後の震災時の緊急的対処の策定という

上位目標のために必要となる、具体的で重要

な項目を、現時点で可能な範囲で抽出するこ

とができたと考える。 

 今回の震災は、地震、津波、原発が混合し

たものになったが、岩手、宮城、福島３県そ

れぞれの県のMRI被災状況も、震災の特徴に対

応した各県の特徴があった。 

 今後の対応策に結び付けていくために、問

題の分類、関連の明確化、要因分析、等が必

要であるが、本分担研究では、具体的で重要

な事項を、ある程度抽出することができたと

思われる。 

 

   － － － － － － － －  

 ここまでに得られた結果は、学会にて継続

的に報告を行った。研究代表者からは、査読

付の資料として学会誌にも投稿した。さらに、

アンケート協力者にこたえる意味もあり、「MR

装置被災調査報告速報（宮城県地域）」を発

行した（資料３）。 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表  

・中井敏晴、山口さち子、土橋俊男、前谷津

文雄、引地健生、清野真也、丹治 一、安達廣

司郎、武蔵安徳、菱沼 誠、阿部喜弘、石森文

朗、砂森秀昭、桝田喜 正、松本浩史、栗田幸

喜、藤田 功、礒田治夫、野口隆志、梁川 功、

町田好男 東日本大震災によるMR装置被災調

査の実施報告 日本磁気共鳴医学会誌 33、

92-119、2013 

 

2 . 学会発表 

・中井敏晴、山口さち子、礒田治夫、土橋俊 

男、町田好男、野口隆志 東日本大震災にお 

ける津波によるMR装置の被害に関する調査研 

究、日本医学放射線学会第153回中部地方会、 

豊明、2013.2.2 

・安達 廣司郎 （震災調査）岩手沿岸地区施 

設訪問調査の経過報告 第21回 岩手 MRI 研 

究会 釜石 2012.12.2 

・前谷津 文雄、丹治 一、清野真也、武蔵安 

徳、安達廣司郎、土橋俊男、中井敏晴、東日 

本大震災の被災地におけるMR装置被害の実態 

調査報告、第二回 東北放射線医療技術学術 

大会 抄録集 ＃38、仙台、2012.11.4 

・中井敏晴、山口さち子、礒田治夫、土橋俊 

男、町田好男、野口隆志 東日本大震災によ 

りMR装置に見られた被害事象の概況報告、日 

本生体医工学会・東海地方会 抄録集34 

2012 

・中井敏晴、震災報告 東日本大震災によるMR

装置の被災調査報告 被災状況調査の概況 

報告、日本磁気共鳴医学会第４０回大会、京 

都、2012年9月8日 

・中井敏晴 東日本大震災によるMR装置の被 

災状況 施設調査による傾向分析 第28回日 

本医学放射線学会秋季臨床大会 特別企画、 

長崎 2012年9月28日 

・前谷津 文雄、引地 健生、菱沼 誠、阿部 喜 

弘、梁川 功、町田 好男 被災地におけるMR 

装置実態調査アンケートのお願い 第４５回 

宮城ＭＲ技術研究会 、仙台、2012.8.25 

・前谷津文雄 東日本大震災から学ぶMR装置 

のリスク管理の課題、第 10 回 東北 MR 技術 
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研究会、新潟、2012.7.14 

・引地健生 東日本大震災におけるMRI 装置 

の被災状況および震災から学ぶ安全管理 第 

12回福島県MRI技術研究会、福島、2012.5.26 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1 . 特許取得 

 なし 

2 . 実用新案登録 

 なし 

3 .その他 

 なし 

 

その他発行資料 

・東日本大震災によるMR装置被災調査報告速

報（宮城県地域）、町田好男（発行責任者）、

平成25年2月12日 

 

研究協力者一覧 

 安達廣司郎（日本赤十字社 盛岡赤十字病院） 

 武蔵安徳（岩手県立中央病院） 

 阿部喜弘（独立行政法人国立病院機構仙台 

  医療センター） 

 引地健生（栗原市立栗原中央病院） 

 菱沼 誠（一般財団法人厚生会仙台厚生病院） 

 前谷津文雄（財団法人宮城厚生協会泉病院） 

 清野真也（福島県立医科大学附属病院） 

 丹治 一（公益財団法人仁泉会 北福島医療 

  センター） 

 

協力組織 

岩手MRI 研究会、 

宮城MR 技術研究会、 

福島県MRI 技術研究会、 

以上 
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資料１： 「訪問調査 調査票」   
 

 訪問調査　調査票

施設　ID

1 基本事項 別紙参照

2 3.11被害状況（MRI） 項目　１

項目　２

項目　３

項目　４

項目　５

3 3.11被害状況（人的被害） 項目　１ 　（スキャン中の場合）本震の発生中、患者はどのような様子であったか

項目　２ 患者を外に出せたのはいつか

項目　３ 軽度でも打撲が無かったか

項目　４ 精神的な面での影響は感じられたか

4 3.11被害状況（施設全体） 既存の資料がある場合は代用

5 3.11緊急的対処 項目　１ 最初に取った処置

（本震後1時間以内） 項目　２ 緊急停止ボタンを押したか（MRI装置の型式、ボタンの設置状況）

項目　３ （スキャン中の場合）患者を外に出す作業の具体的な様子

項目　４ 検査室にいた患者にどのように指示を行ったか

項目　５ MRI装置のシャットダウンを行ったか

項目　６ MRI装置の電源を分電盤レベルで遮断したか

項目　７ 危険と感じた出来事は何か

項目　８ 緊急放送等で施設からの指示はあったか

項目　９ 緊急的対処段階の行動に施設の防災マニュアル等は反映されていたか

6 3.11緊急的対処 項目　１ 優先度の高い課題は何であったか

（本震後1時間～24時間） 項目　２ MRI室への明示的な立入り禁止措置を取ったか

項目　３ （避難の必要が無かった場合）MRI装置に対してどのような点検を行ったか

項目　４ （点検を行った場合）MRI装置に対して何らかの処置を行ったか

項目　５ 本震発生当日にMRIの安全管理や復旧対策以外にどのような緊急的用務が発生したか

7 余震の影響 項目　１ 余震による被害状況

項目　２ 本震と比較して違いがあったか

8 復旧上の課題 項目　１ 安全管理上の課題

（復旧翌日～復旧） 項目　２

項目　３ 経済的課題

項目　４ マンパワー上の課題

項目　５ その他

9 復旧方針 項目　１ MRI装置の再稼働を決定したのは誰か

項目　２ 何をMRI装置の再稼働の判断の根拠としたか

項目　３ 震災後、医療上の要請による影響

項目　４ MRI 室をどのように」管理したか

項目　５ 施設内でどのような事項を周知したか

項目　６ 再稼働までの間、どのような項目の点検を行ったか

10 復旧状況 項目　１ 液体ヘリウムの減少状況（可能ならログの写し）

項目　２ 冷却システムの停止期間

項目　３ 中心周波数のずれ

項目　４ 復旧作業で消磁したか、行った場合はその理由

項目　５ 人為的でない「磁場消失」は起きていないか

11 復旧後 MRI装置が通常運転に復帰した後で気が付いたこと、新たに生じた問題点

12 復旧費用 施設側に発生した復旧費用の負担はあったか

13 緊急停止システム設置状況 MRI装置型番、クエンチボタン、緊急停止ボタン、緊急電源遮断ボタンの設置状況（場所、数）

14 安全管理・防災マニュアル 項目　１ MRI装置の安全管理に関するマニュアルはあったか（震災前）

項目　２ 施設の防災対策の中でMRIの管理についての記述はあったか（震災前）

項目　３ 震災後に上記のマニュアルや指針の追加や変更を行ったか

項目　４ 今後、どのような情報が必要か

項目　５ マニュアルや指針を作成する上で一番重要な事は何か

15 メーカーの対応状況 メーカーに期待したい支援事項で実現した事項、実現しなかった事項、メーカーへの要望等

16 個人として受けた影響（任意） MRI担当者が受けた個人的被害が業務に与えた影響

17 学会への要望等 防災対策や震災時の対策で関連学会に期待したいこと

18 現場検分 項目　１

項目　２

項目　３

19 　　　備　　　考
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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 
分担研究報告書 ３． 

 
東日本大震災によるＭＲ装置被災調査の背景要因に関する研究 

 
研究分担者 山口さち子 

独立行政法人労働安全衛生総合研究所 健康障害予防研究グループ 研究員 

 

 

  研究要旨 

 本研究では、地震発生から最も初期に精度の高い場所・時間情報を得ることが

可能なパラメータである「震度」に着目し、東日本大震災によおける MR 装置被

災の背景要因探索のための第一次検討を行った。データは東日本大震災による

MR 装置被災調査の全国集計を利用した。震度は震度 5 未満、震度 5、震度 6 以

上の 3 群とし、主に震度と被害内容の関係性について検討を行った。 

その結果、本研究では下記の事項が抽出された。 

・ 震度の上昇と MR 装置被災度の相関。 

・ アンカー固定の MR 装置被災防止への有効性。 

・ 建物構造との関係において、耐震性建屋の MR 装置被災防止への有効性（特

に制震・免震構造の有効性）。 

・ 震度の上昇と MR 装置被災後の自己復旧率の低下及びメーカー関与の必要性

の増加。 

また、今後の検討課題として下記の事項の検討が必要であると示唆された。 

・ MR 装置の自己復旧困難な施設における、復旧時までの MR 装置の安全な管

理方法の検討必要性。 

・ 施設への情報伝達手段の検討必要性。 

・ 災害時の MR 装置の安全管理に関して、発信時期と想定読者の検討必要性。 

今後はこれらの事項に関する更なる解析と対応策について検討予定である。 

 
Ａ．研究目的 

磁気共鳴画像装置（MRI 装置：以下、MR

装置と記載）は、年間約 92 万件の検査が行

われている日常的な検査装置であり 1)、梗

塞や出血の診断など臨床検査上不可欠な医

療機器である。平成 23 年 3 月 11 日に発生

した東日本大震災では多数の医療機関も被

災し、設置されている医療機器に甚大な被

害が発生した。MR 装置においても、東北 3

県と茨城、千葉、埼玉、東京を対象とした

アンケート調査の結果から多数の被害が確

認されている（分担報告書「東日本大震災

によるＭＲ装置被災状況に関する質問紙調

査の報告（研究分担者：中井敏晴）」参照）。 

大地震による被害は、関東大震災におけ

る火災、阪神大震災における家屋の倒壊、

そして東日本大震災における津波など、発

生場所や時間帯によって被害状況は異なる
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様相を示す。したがって、防災プランを考

える上では、激震地域で観察されるような

それぞれの震災特異的な要因と、普遍的な

要因とを分けて考える必要がある。本調査

研究においては、前者は津波被害であり、

現在アンケート調査に加えて被災地域での

聞き取り調査が進行中である。後者は揺れ

や建屋構造などが対象となる。 

震度は最も一般的に認知されている地震

に関連したパラメータであり、かつ、検出

装置の進歩や全国のネットワーク化により

地震発生から最も初期に精度の高い場所・

時間情報を得ることが可能という利点があ

る。東日本大震災においても、MR 装置の

被災状況は分担報告書「東日本大震災によ

るＭＲ装置被災状況に関する質問紙調査の

報告（研究分担者：中井敏晴）」に記載のと

おり、震度 5 と 6 との間で被害内容に統計

的有意差が予想されている。 

そこで本研究では、主に震度との関連に

着目をした、東日本大震災による MR 装置

被災の背景要因探索のための第一次検討を

行った。なお、本分担報告では揺れによる

被害についての分析と考察を行う。建屋構

造に関する分析と考察は土橋の分担報告を

参照されたい。 

Ｂ．研究方法 

 東日本大震災による MR 装置被災調査の

全国集計データを利用した。震度は震度 5

未満、震度 5、震度 6 以上の 3 群とした。

統計解析は SPSS（IBM 社）を用いて行った。 

東日本大震災による MR 装置被災調査で

は二つのデータベースが構築されている。

一つは調査地域の MR 装置ごとで回答構成

される台数ベース（N=602）のデータ（ア

ンケート回答票 1 及び 2）であり、もう一

つは調査地域の施設ごとの回答で構成され

る施設ベース（N=458）のデータである。

本調査ではいずれのデータベースも利用し

た。 

まず、台数ベース（N=602）のデータに

ついて、回答票 1 より①MR 装置の被害状

況と震度との関連、②アンカー固定と MR

装置の被害状況との関連、③設置建屋とMR

装置の被害状況との関連、回答票 2 より④

復帰状況と震度との関連、⑤検査時の状況

と復帰状況との関連についてカイ二乗検定

を行い検討した。 

続いて、施設ベース（N=458）のデータ

について、⑥MR 装置の破損状況（問 2-⑤）

と震度との関連、⑦復旧の状況（問 4-①、

4-③）と震度との関連、⑧災害時の MR 検

査の安全確保に関する指針（問 12-①）と震

度との関連について、カイ二乗検定を行い

検討した。 

（倫理面への配慮） 

分担報告書「東日本大震災によるＭＲ装

置被災調査の実施報告（研究分担者：中井

敏晴）」に準じた。 

Ｃ．研究結果 

＜台数ベースでの解析＞ 

①MR 装置の被害状況と震度との関連 

 MR装置の被害状況について、「影響なし」

と「影響あり（軽微、半損（軽）、半損（重）、

全損）」の二群に分類し震度との関連を検討

したところ、震度の上昇につれて MR 装置

への影響が有意に増大していた（p<0.001、

表 1）。 



 

 

表

 

②アンカー固定

関連 

 MR

カー固定なし」と「アンカー固定あり」の

二群に分類し被害状況を①と同様に

なし」と「影響あり」の二群に分類し解析

を行った。

では被害状況が「影響あり」であったのは

表 3-2 設置建屋と

アンカー固定と

関連 

MR 装置のアンカー固定について、「アン

カー固定なし」と「アンカー固定あり」の

二群に分類し被害状況を①と同様に

なし」と「影響あり」の二群に分類し解析

を行った。その結果、「アンカー固定あり」

では被害状況が「影響あり」であったのは

表 1

表 2 アンカー固定と

表 3-1 

設置建屋と MR 装置の被害状況との関連（耐震構造

と MR 装置の

装置のアンカー固定について、「アン

カー固定なし」と「アンカー固定あり」の

二群に分類し被害状況を①と同様に

なし」と「影響あり」の二群に分類し解析

その結果、「アンカー固定あり」

では被害状況が「影響あり」であったのは

1 MR 装置の被害状況と震度との関連

アンカー固定と

 設置建屋と

装置の被害状況との関連（耐震構造

装置の被害状況との

装置のアンカー固定について、「アン

カー固定なし」と「アンカー固定あり」の

二群に分類し被害状況を①と同様に「影響

なし」と「影響あり」の二群に分類し解析

その結果、「アンカー固定あり」

では被害状況が「影響あり」であったのは
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装置の被害状況と震度との関連

アンカー固定と MR 装置の被害状況との関連

設置建屋と MR 装置の被害状況との関連

装置の被害状況との関連（耐震構造

との

装置のアンカー固定について、「アン

カー固定なし」と「アンカー固定あり」の

「影響

なし」と「影響あり」の二群に分類し解析

その結果、「アンカー固定あり」

では被害状況が「影響あり」であったのは

13.0%

し」では

表 2

③設置

 設置建屋を「耐震構造」、「制震、免震構

造」、「その他」の三群に分類し、被害状況

を①と同様に

装置の被害状況と震度との関連

装置の被害状況との関連

装置の被害状況との関連

装置の被害状況との関連（耐震構造

13.0%であったのに対し、「アンカー固定な

し」では 36.4%で被害が観察された

2）。 

③設置建屋と MR

設置建屋を「耐震構造」、「制震、免震構

造」、「その他」の三群に分類し、被害状況

を①と同様に「影響なし」と「影響あり」

装置の被害状況と震度との関連 

装置の被害状況との関連 

装置の被害状況との関連 

装置の被害状況との関連（耐震構造 v.s. 制震・免震構造）
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表 6 MRMR 装置の破損状況と震度との関連。＊は超伝導装置のみ対象。

123

装置の破損状況と震度との関連。＊は超伝導装置のみ対象。

123

装置の破損状況と震度との関連。＊は超伝導装置のみ対象。装置の破損状況と震度との関連。＊は超伝導装置のみ対象。装置の破損状況と震度との関連。＊は超伝導装置のみ対象。装置の破損状況と震度との関連。＊は超伝導装置のみ対象。 

 



 124124

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
グネット（撮影装置）が本来の位置から向かって左側に移動
し、筐体脚部が破損しピット内の配線が見えている（黒矢印）。
マグネット移動の結果、手前にある寝台本体との位置関係が
ずれ、寝台の天板がレールから外れている（白矢印）。

図 1 MR 装置の破損例：
グネット（撮影装置）が本来の位置から向かって左側に移動
し、筐体脚部が破損しピット内の配線が見えている（黒矢印）。
マグネット移動の結果、手前にある寝台本体との位置関係が
ずれ、寝台の天板がレールから外れている（白矢印）。
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図 2 MR 装置の装備品の落下例：この事例ではコイル保管用

の棚（白矢印）に設置されていた脊椎検査用コイルと頭部検

査用コイルの落下が見られた。ガントリー付近に下肢用コイ

ルが残されており、膝の検査中に震災が発生し、寝台が下が

らない状態で患者が避難したものとみられる。
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図

部の外装パネルが剥離している（白矢印）。床上に見える金属板

はマグネットを配置するために床上に敷かれていたが、マグネ

ットはその金属板の上を滑って移動している。

図 3 MR 装置の外装パネルの破損：

部の外装パネルが剥離している（白矢印）。床上に見える金属板

はマグネットを配置するために床上に敷かれていたが、マグネ

ットはその金属板の上を滑って移動している。
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p<0.05、表 6）。

示す。図 1−３にマグネットの移動、

置の装備品の落下の事例を示す。

復旧の状況（問

関連 

復旧作業の状況について、震度別（震度

未満、震度 5、震度

と、「病院（施設スタッフ）による点検のみ

による再稼働（178

下で上昇したが、「

31 件）、「両者関与するもメーカー主導

の再稼働（82 件）」、「再稼働不能

は震度 6 以上で増加を示した。

定を行うと、これらに有意差が観察された

p<0.05、表 7）。

災害時の MR 検査の安全確保に関する指

針（問 12-①）と震度との関連

磁気共鳴医学会が

開したガイドラインの効果については、

が役に立ったとの回答であった（無回

答は除外）。震度との関連は観察されなかっ

トの損傷、急激なヘリウムの減少、屋外機

災害時の MR 検査の安全確保に関する指針と震度との関連（提言の有効性）

災害時の MR 検査の安全確保に関する指針と震度との関連（情報伝達の時期）

生件数の間に統計的有意差が観察された

）。図 1-3 に実際の破損例を

−３にマグネットの移動、

置の装備品の落下の事例を示す。

問 4-①、4-③

復旧作業の状況について、震度別（震度

、震度 6 以上）で検討を行う

と、「病院（施設スタッフ）による点検のみ

178 件）」の割合は震度

下で上昇したが、「MR メーカーによる再稼

件）、「両者関与するもメーカー主導

件）」、「再稼働不能

以上で増加を示した。

定を行うと、これらに有意差が観察された

。 

検査の安全確保に関する指

と震度との関連

磁気共鳴医学会が 2011 年

開したガイドラインの効果については、

が役に立ったとの回答であった（無回

答は除外）。震度との関連は観察されなかっ

トの損傷、急激なヘリウムの減少、屋外機

検査の安全確保に関する指針と震度との関連（提言の有効性）

検査の安全確保に関する指針と震度との関連（情報伝達の時期）

生件数の間に統計的有意差が観察された

に実際の破損例を

−３にマグネットの移動、MR

置の装備品の落下の事例を示す。 

③）と震度との

復旧作業の状況について、震度別（震度

以上）で検討を行う

と、「病院（施設スタッフ）による点検のみ

件）」の割合は震度 5

メーカーによる再稼

件）、「両者関与するもメーカー主導

件）」、「再稼働不能（20 件）」

以上で増加を示した。カイ二乗

定を行うと、これらに有意差が観察された

検査の安全確保に関する指

と震度との関連 

年 3 月 15 日に公

開したガイドラインの効果については、

が役に立ったとの回答であった（無回

答は除外）。震度との関連は観察されなかっ
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トの損傷、急激なヘリウムの減少、屋外機 の設置状態の異常）についても、震度と発

検査の安全確保に関する指針と震度との関連（提言の有効性）

検査の安全確保に関する指針と震度との関連（情報伝達の時期）

生件数の間に統計的有意差が観察された

に実際の破損例を

MR 装

との

復旧作業の状況について、震度別（震度

以上）で検討を行う

と、「病院（施設スタッフ）による点検のみ

5 以

メーカーによる再稼

件）、「両者関与するもメーカー主導

件）」

カイ二乗検

定を行うと、これらに有意差が観察された

検査の安全確保に関する指

日に公

開したガイドラインの効果については、

が役に立ったとの回答であった（無回

答は除外）。震度との関連は観察されなかっ

た（表

のアクセス時期について、震度

ース（

うと、公表一週間以内に読むことが可能で

あったのは震度

対し、

表 8

 

Ｄ．考察

 本研究では、地震発生から最も初期に精

度の高い場所・時間情報を得ることが可能

なパラメータである「震度」に着目し、

日本大震災による

探索のための第一次検討

東日本大震災では津波被害が甚大であり、

本研究の被災状況には揺れ以外による要因

が含まれていることに留意しなければなら

ない。また、耐震性建屋の普及にともない、

震度計の設置場所の揺れと建屋内で実際に

MR

ない。しかしながら、津波被害による

装置の被災は

あることや、

より普遍的な情報を得るために、本研究で

の設置状態の異常）についても、震度と発

検査の安全確保に関する指針と震度との関連（提言の有効性）

検査の安全確保に関する指針と震度との関連（情報伝達の時期）

た（表 8-1）。磁気共鳴医学会の緊急提言へ

のアクセス時期について、震度

ース（397 件）について震度別で検討を行

うと、公表一週間以内に読むことが可能で

あったのは震度

対し、6以上では

8-2）。 

Ｄ．考察 

本研究では、地震発生から最も初期に精

度の高い場所・時間情報を得ることが可能

なパラメータである「震度」に着目し、

日本大震災による

探索のための第一次検討

東日本大震災では津波被害が甚大であり、

本研究の被災状況には揺れ以外による要因

が含まれていることに留意しなければなら

ない。また、耐震性建屋の普及にともない、

震度計の設置場所の揺れと建屋内で実際に

MR 装置が受信した揺れ

ない。しかしながら、津波被害による

装置の被災は 11

あることや、MR

より普遍的な情報を得るために、本研究で

の設置状態の異常）についても、震度と発

検査の安全確保に関する指針と震度との関連（提言の有効性）

検査の安全確保に関する指針と震度との関連（情報伝達の時期）

）。磁気共鳴医学会の緊急提言へ

のアクセス時期について、震度

件）について震度別で検討を行

うと、公表一週間以内に読むことが可能で

あったのは震度 5 では 22.8%

以上では 9.3%にとどまった（

本研究では、地震発生から最も初期に精

度の高い場所・時間情報を得ることが可能

なパラメータである「震度」に着目し、

日本大震災による MR 装置被災の背景要因

探索のための第一次検討を行った。

東日本大震災では津波被害が甚大であり、

本研究の被災状況には揺れ以外による要因

が含まれていることに留意しなければなら

ない。また、耐震性建屋の普及にともない、

震度計の設置場所の揺れと建屋内で実際に

装置が受信した揺れは必ずしも一致し

ない。しかしながら、津波被害による

11 施設であり全体の

MR 装置の被災状況に関して

より普遍的な情報を得るために、本研究で

の設置状態の異常）についても、震度と発

検査の安全確保に関する指針と震度との関連（提言の有効性）

検査の安全確保に関する指針と震度との関連（情報伝達の時期）

）。磁気共鳴医学会の緊急提言へ

のアクセス時期について、震度 5 以上のケ

件）について震度別で検討を行

うと、公表一週間以内に読むことが可能で

22.8%であったのに

にとどまった（p<0.01

本研究では、地震発生から最も初期に精

度の高い場所・時間情報を得ることが可能

なパラメータである「震度」に着目し、

装置被災の背景要因

を行った。一方で、

東日本大震災では津波被害が甚大であり、

本研究の被災状況には揺れ以外による要因

が含まれていることに留意しなければなら

ない。また、耐震性建屋の普及にともない、

震度計の設置場所の揺れと建屋内で実際に

は必ずしも一致し

ない。しかしながら、津波被害による

施設であり全体の 2.4%

装置の被災状況に関して

より普遍的な情報を得るために、本研究で

の設置状態の異常）についても、震度と発 

検査の安全確保に関する指針と震度との関連（提言の有効性）

 

検査の安全確保に関する指針と震度との関連（情報伝達の時期） 

 

）。磁気共鳴医学会の緊急提言へ

以上のケ

件）について震度別で検討を行

うと、公表一週間以内に読むことが可能で

であったのに

p<0.01、

本研究では、地震発生から最も初期に精

度の高い場所・時間情報を得ることが可能

なパラメータである「震度」に着目し、東

装置被災の背景要因

一方で、

東日本大震災では津波被害が甚大であり、

本研究の被災状況には揺れ以外による要因

が含まれていることに留意しなければなら

ない。また、耐震性建屋の普及にともない、

震度計の設置場所の揺れと建屋内で実際に

は必ずしも一致し

ない。しかしながら、津波被害による MR

2.4%で

装置の被災状況に関して

より普遍的な情報を得るために、本研究で
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は最も一般的に入手可能なパラメータであ

る「震度」と MR 装置の被災状況の関連を

検討した。 

 

被害発生傾向 

東日本大震災により医療機関に発生した

被害については、平成 23 年に筧・山中らに

よる大規模調査が行われている 2)。報告書

では、医療機関の機器被害としては震度 6

弱で 30％の施設に被害が発生し大破の例が

見られ始め、震度 5 と 6 の間に被害程度の

境界があるとの所見を得ている 2) 。本調査

では、装置ベース及び施設ベースいずれの

データを用いた解析においても、震度の上

昇につれて MR 装置の被害増加が観察され

た（表 1 及び表 6）。 

 

アンカー固定の MR 装置被災防止への有効

性 

MR 装置の本格的運用が始まって最初の

地震災害である阪神・淡路大震災後には、

MR 装置の被災調査として、①平成 8 年に

出版された「阪神・淡路大震災における低

温・超伝導機器被災調査報告書」3)及び②平

成 9 年に出版された「医用放射線機器等に

おける対地震設置に関する動向調査研究」

（社団法人 日本放射線機器工業会）4)が報

告されている。これらの報告書において医

用放射線機器と固定に関して調査が行われ

ており、一次集計の結果から MR 装置のア

ンカー固定の有効性が示されているが、サ

ンプル数が十分でないこと、統計的有意差

については検討が行われていないといった

課題が残されている。そこで、本調査では

台数ベースのデータベース（N=602）を利

用して、アンカー固定の有効性を被害状況

から検討を行った。 

 その結果、何らかのアンカー固定を行っ

たことで、被害（軽微な被害も含む）の低

減が観察された（表 2）。報告書①及び②は

軽微な被害を対象としておらず、マグネッ

トの移動や転倒といった大規模な被害を対

象としているため直接の比較は不可能であ

るが、概ね同じ傾向を示している。一方で、

今回の震災の特徴である津波被害の場合、

非常に強い外的力が MR 装置に働いた結果

MR 装置の大きな移動、さらには外部流出

の事例まで観察されており、建物が破壊さ

れるほどの作用が及ぶ場合はアンカーの有

無は被害低減の考慮の対象とならないこと

も事実である。更に、一般的に MR 装置は

建物一体型の装置であり、このような構造

を考慮すると激しい揺れの場合は上層（あ

るいは下層）の揺れにアンカー固定された

MR 装置が呼応したり、建物の変形が捻力

として作用し装置を破損する場合も考えら

れる。これらのことから、アンカー固定は

中程度以下の揺れのみであれば被害の低減

に有効であると考えられるが、非常に激し

い揺れの場合はその有効性について今後見

極めを行なう必要がある。 

また、被災後のアンカーの処置について

は、固定したアンカーの破損も 3.2%で報告

されていることから、大地震後はアンカー

にヒビや緩みがないか等、メンテナンスに

注意をはらう必要があろう。また、MR 装

置の操作に不可欠な操作卓やオペレーショ

ン PC の固定を怠るとソフトウェア上の問

題で MR 装置の復旧が遅れる要因となる。

したがって、MR 装置のアンカー固定だけ

でなく、周辺設備の防振対策も今後の検討

課題にいれるべきである。 
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建物構造との関係 

建物構造と医療機器の被害との関係は

筧・山中らの報告書 2)において免震構造の

有効性について報告されている。そこで、

表 3 では設置建屋の構造と被害状況につい

て検討を行った。本研究における建屋構造

の定義は下記のとおりである。 

 

・「耐震」は建物の強度や靭性を向上させて

地震による破壊や損傷を防ぐ方法で、建築

基準法に則って施工されている建物は耐震

構造になっている。 

・「制振」は建物にエネルギー吸収機構を組

み込み、建物の変型を抑え損傷を軽減する

方法で、各種のダンパーにより地震が入力

しても振動を抑制する。 

・「免震」は建物の基礎部分に免震工事（地

盤と建物の間の物理的な絶縁処置）を行う

方法で、コロやゴムを使用する。 

 

耐震、制振、免震は建物の持つ異なった

機能で、併用されるものであるが、本調査

では一般的な実情に合わせて「耐震構造」

は耐震の機能のみ、「制振構造」は耐震機能

も含む、「免震構造」は耐震機能と制振機能

も含むと分類した。「耐震構造」と「制振構

造」・「免震構造」では大きく機能が異なる

ことから、設置建屋を「耐震構造」、「制震・

免震構造」、「その他」の三群に分類し解析

を行った。その結果、最も MR 装置への影

響が少なかったのは「制震、免震構造」で

あった（p<0.05、表 3-1）。また、「耐震構造」、

「制震・免震構造」間においても、MR 装

置への被害について「制震・免震構造」内

に設置された MR 装置で有意な被害減少が

観察され（p<0.01、表 3-2）、「制震・免震構

造」が有効であることが示された。 

復旧状況との関係 

続いて、復帰状況と震度との関連の検討

を行った。表 4 の示すとおり、震度の上昇

にともない復旧が遅延傾向にあることがし

めされた。また、震度が上昇するほどメー 

カーの関与が必要となることが示唆された。 

 また、MR 装置本体はアンカー等で固定

されていても、ケーブル類などの電気系統

は特段の措置は取られていない。これらに

対し、揺れによる周辺構造物の倒壊に起因

する二次的な損傷が懸念された。加えて地

震時には人為的な検査の強制中断が行われ

ることから、装置へのハード・ソフト両面

からのダメージが予想された。そこで、震

災時の検査状況とその後の復帰状況の解析

を行ったところ、当初懸念されていたよう

な検査実行中の施設におけるダメージは観

察されず、むしろ稼働中以外の施設におい

て復帰遅延傾向が観察された（表 5）。 

MR 装置の復旧の状況（問 4-①、4-③）と

震度との関連を解析すると、震度の上昇に

つれて自己復旧が困難になる様子が示され

た（表 7）。MR 装置の被害と震度との関連

から（表 1 及び表 6）、MR 装置の被災度が

高く病院のスタッフのみでの復旧が行うこ

とができなくなったと予想される。 

MR 装置の自己復旧困難な施設における、

復旧時までの MR 装置の安全な管理方法と

情報伝達手段について 

表 7 に関連して、MR 装置の特性として

①検査時以外にも常に磁界が発生している、

②超伝導マグネットを利用している装置で

は物理的衝撃や外部冷却手段の喪失による
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超伝導状態の破綻（クエンチ）により急激

な冷媒の蒸発が生じる、という点を留意し

なければならない。東日本大震災では MR

装置の維持に必要な水や電気などのインフ

ラの復旧が進まない（一週間以内に回復し

ない）地域が従来よりも多く生じていたこ

とが報告されており 5）、今回の聞き取り調

査（町田の分担報告）でも同様の指摘があ

った。さらに、MR 装置メーカーのメンテ

ナンススタッフによる電話・訪問サポート

開始時期も遅延傾向にあると考えられる。

したがって、今回のような広範囲の大震災

において病院スタッフのみで復旧が困難で

ある場合に、MR 装置をいかに安全に管理

し二次被害を防止するかが課題である。例

えば装置に甚大な被害が観察された場合の

管理行動として下記のような事項が考えら

れる。 

 

・「強磁場発生中！」の張り紙をすること。

専門スタッフ以外は医療関係者であっても

MR 装置が検査時のみ磁界を発生している

と誤認されがちである。 

・クエンチが生じた際の冷媒放出装置であ

るクエンチダクトに損傷がないかチェック

を行うこと。 

・冷媒（液体ヘリウム）の残量をモニタリ

ングし蒸発が激しいようであれば緊急的な

課題として対応策を検討すること。対応策

についてはメーカーと協議することが好ま

しい。対応策として強制クエンチが必要に

なった場合は、冷媒放出場所に人が立ち入

らないよう管理すること、冷媒放出時の白

煙が火災と誤認される恐れがあることに留

意すること。 

 

 上記のような管理行動の一部は、日本磁

気共鳴医学会が 3 月 15 日に作成した「災害

時のＭＲ検査の安全に関する緊急提言 1」6)

に記載され強調されている。現在緊急提言

に記載されておらず、本研究で明らかとな

った事項としては、アンカーの破損のチェ

ックなどがあげられる。緊急提言の内容に

ついてはどの震度の地域においても 8 割近

くの回答者が参考になったと回答している。

しかしながら、より多くのユーザーへの利

用を促進するためにも、本研究の結果や他

の分担研究を総合して、提言の発信時期や

内容の吟味が必要であると考えられる。 

また、更なる検討必要事項として情報伝

達手段の構築があげられる。先述のように

MR装置の自己復旧が困難である地域では、

水や電気などのインフラ断絶も予想される

ため、効率的に情報を周知するための伝達

手段の検討が必要である。災害時に MR 装

置がある施設にのみ情報を伝達することは

現実的でないため、実際には全ての医療施

設宛に一斉に周知する方法が最も早く効率

的であると考えられる。このためには、各

県の医療局に協力を仰ぐなど、行政サイド

との綿密な連携が必要であると考えられる。 

 

災害時の MR 装置の安全管理に関する指針 

災害時の MR 検査の安全確保に関する指

針（問 12-①）と震度との関連結果より、発

信時期と想定読者（及び想定被害）が今後

の検討要因であると考えられる。例えば、

震度 5 未満では MR 装置の被害はほとんど

報告がなく、震度 5 においては 1.2-7.2%の

報告率である。一方で震度 5 においてもマ

グネットの移動（7.2%）と、急激なヘリウ

ムの減少（6.1%）は報告度合いが高い。こ
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れらのことから、初期にはマグネットの移

動に対する対処方法が、中・長期的には診

療開始（再稼働）に関する提言が一案とし

て考えられる。クエンチ関連事項について

は二次被害の恐れがあるため、初期から

中・長期にわたり積極的に情報発信すべき

と考えられる。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、主に震度に着目した、東日

本大震災による MR 装置被災の背景要因探

索のための第一次検討を行った。これらの

結果を総合すると、今回の MR 装置被災の

背景要因探索のための第一次検討では下記

の事項が抽出された。 

 

・被害発生傾向において、震度の上昇と MR

装置被災度の相関が示された。 

・アンカー固定の MR 装置被災防止への有

効性が示された。 

・建物構造との関係において、耐震性建屋

の MR 装置被災防止への有効性（特に制

震・免震構造の有効性）が示された。 

・復旧状況との関係において、震度の上昇

と MR 装置被災後の自己復旧率の低下及び

メーカー関与の必要性の増大が示された。 

 

また、今後の検討課題として下記の事項

の検討が必要であると示唆された。 

 

・MR装置の自己復旧困難な施設における、

復旧時までの MR 装置の安全な管理方法の

検討必要性。 

・施設への情報伝達手段の検討必要性。 

・災害時の MR 検査の安全確保に関する指

針については、発信時期と想定読者の検討

必要性。 

 

 平成 25 年度はこれらの事項に関する更

なる解析と対応策について検討予定である。 

 

Ｇ．研究発表 
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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進事業） 

分担研究報告書 ４． 

 

首都圏における大震災による MRI 装置の被害傾向 

— 東日本大震災における被害状況：東京都・埼玉県を中心に 

 

分担研究者   土橋 俊男 

日本医科大学付属病院 放射線科 

 

   研究要旨 

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により MR 装置に発生した被害状況を明

らかにし，震災時の緊急対処や防災対策に活かすための調査研究を行った．本研究では，

東京都，埼玉県内（首都圏）で MR 装置を保有する 382 施設を対象として，MR 装置に

発生した破損の種別，患者および検査担当者の被害状況などについて調べる無記名調査を

実施し 130 件の回答を得た． 

首都圏では 2 台以上の装置を有する施設の比率が高い．設置建物の免震・制震化率（装

置単位）は東京で高く 21.6%（全体 9.6%）であった．震度 6 以上の比率は 2%（全体 30%）

であった．マグネットの移動は 4.6%（全体 12.4%），マグネット装備品の損壊 0.8%（全

体 7.6%），クエンチダクトの損傷 0.8%（全体 4.5%），MR 検査中の患者受傷が 1.5%（全

体 2%）であった．首都圏でもクエンチが 1 件発生している． 

 首都圏では，浸水（全体 3%）や火災被害の報告は無かった． 

 

 

A．研究目的 

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震

災では，広範囲にわたって強い揺れが発生し

多数の医療機関も被災し，設置されている医

療機器にも大きな被害が発生した．首都圏に

おいても，震度 5 弱および震度 5 強（一部震

度 6 弱）の強い揺れが発生し，医療機器に被

害が発生した． 

MRI 装置は，現在国内で 6000 台以上稼働

している．しかしながら，MRI の震災により

発生する問題に関しては不明な部分が少なく

ない．震災における巨大振動，火災，津波な

どに誘発される事象を予測しその対策を考え

る目的で，東日本大震災における被害状況に

ついて調査をおこなった． 

本報告では，被害状況を全体と首都圏（東

京都と埼玉県）で比較し，考察を行った． 

 

B．研究方法 

 平成 24 年 6 月 14 日から 8 月 31 日を調査

期限として，郵送により岩手，宮城，福島，

茨城，千葉，東京，埼玉の調査対象 984 施設

（東京都 231 施設，埼玉県 151 施設）に調査

用紙を送付し匿名アンケート調査「被災地に

おける MRI 装置実態調査アンケート」を行っ

た．質問紙調査の手順については分担報告「東



 

日本大震災によるＭＲ装置被災状況に関する

質問紙調査の報告」に記載の通りである．

 

C．研究結果

回収率

 1 都

で 458

46.6%

対象であり，

伝導装置設置施設

203 台，超伝導

率は，

首都圏

 

施設の基本情報

 回答を寄せた首都圏の施設の基本情報を，

表 2-

在地となる当該地域の震度を示す．首都圏の

施設規模としては

最も多かった（

の施設の種類は民間病院（

く，ついで国公立病院，私立大学病院，クリ

ニックであった（表

数は

1.5T

と 3T

伝導磁石が

構造は，耐震構造が

日本大震災によるＭＲ装置被災状況に関する

質問紙調査の報告」に記載の通りである．

．研究結果 

回収率 

都 6 県の 983

458 施設から回答があった．回収率は

46.6%であった．首都圏は，

対象であり，130

伝導装置設置施設

台，超伝導 MRI

率は，34.0%であった（表

表-1 回収状況（

東京都

埼玉県

全 体

都・県 アンケート回収数

首都圏 130 / 382

施設の基本情報 

回答を寄せた首都圏の施設の基本情報を，

-1～表 2-6 に示す．また，表

在地となる当該地域の震度を示す．首都圏の

施設規模としては

最も多かった（26.2%

の施設の種類は民間病院（

く，ついで国公立病院，私立大学病院，クリ

ニックであった（表

数は 1 台が（65.4%

1.5T が（68.0%）最も多く，ついで

3T（13.3%）（表

伝導磁石が 89.2%

構造は，耐震構造が

日本大震災によるＭＲ装置被災状況に関する

質問紙調査の報告」に記載の通りである．

983 施設を調査対象とし，全体

施設から回答があった．回収率は

であった．首都圏は，382

130 施設から回答があった（超

伝導装置設置施設 110 施設，

MRI 装置台数

であった（表-1）．

回収状況（458施設・

アンケート回収数

458 / 983

47 / 151

83 / 231
130 / 382

 

回答を寄せた首都圏の施設の基本情報を，

に示す．また，表

在地となる当該地域の震度を示す．首都圏の

施設規模としては 301～500

26.2%）（表 2-

の施設の種類は民間病院（45.4%

く，ついで国公立病院，私立大学病院，クリ

ニックであった（表 2-2）．MRI

65.4%）（表 2-

）最も多く，ついで

）（表 2-4），磁場システムは超

89.2%であった（表

構造は，耐震構造が 58.1%，免震構造が

日本大震災によるＭＲ装置被災状況に関する

質問紙調査の報告」に記載の通りである．

査対象とし，全体

施設から回答があった．回収率は

382 施設が調査

施設から回答があった（超

施設，MRI 装置台数

装置台数 181 台）．回収

）． 

施設・602台）

回収率(%)

35.9

31.1

46.6

34.0

回答を寄せた首都圏の施設の基本情報を，

に示す．また，表-3 にその所

在地となる当該地域の震度を示す．首都圏の

500 床規模の施設が

-1）．法人として

45.4%）が最も多

く，ついで国公立病院，私立大学病院，クリ

MRI 装置の設置台

-3），磁場強度は

）最も多く，ついで 0.5T 以下

），磁場システムは超

であった（表 2-5）．建屋の

，免震構造が 16.8%

136

日本大震災によるＭＲ装置被災状況に関する

質問紙調査の報告」に記載の通りである． 

査対象とし，全体

施設から回答があった．回収率は

施設が調査

施設から回答があった（超

装置台数

台）．回収

回答を寄せた首都圏の施設の基本情報を，

にその所

在地となる当該地域の震度を示す．首都圏の

施設が

）．法人として

）が最も多

く，ついで国公立病院，私立大学病院，クリ

装置の設置台

），磁場強度は

以下

），磁場システムは超

）．建屋の

16.8%

であった（表

が 79.2%

で震度

 

 

 

 

 

 

1台

2台

3台

4台

5台以上

無回答

合計

であった（表 2-

79.2%を占めており，震度

で震度 2 以下の回答はなかった（表

表2-3 MRI

台

台

台

台

台以上

無回答

合計

-6）．震度分布は，震度

を占めており，震度

以下の回答はなかった（表

MRI装置の設置台数

度数

）．震度分布は，震度 5

を占めており，震度 3～4 が 14.6%

以下の回答はなかった（表-3）．

装置の設置台数 （施設単位）

度数 割合（

85

28

7

8

2

0

130

5 以上

14.6%

）． 

 

 

（施設単位）

割合（%）

65.4 

21.5 

5.4 

6.2 

1.5 

0.0 

100.0 
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表2-4 MRI装置の静磁場強度 （装置単位）

度数 割合（%）

0.5T以下 27 13.3 

1T 10 4.9 

1.5T 138 68.0 

3T 27 13.3 

4T以上 1 0.5 

無回答 0 0.0 

合計 203 100.0 

 

 

 

表2-5 MRI装置の磁場システム （装置単位）

度数 割合（%）

永久磁石 22 10.8 

超伝導磁石 181 89.2 

無回答 0 0.0 

合計 203 100.0 

 

 

 

表2-6 建屋の構造 （装置単位）

度数 割合（%）

耐震構造 118 58.1 

免震構造 34 16.8 

制震構造 1 0.5 

その他 36 17.7 

無回答 14 6.9 

合計 203 100.0 

表-3 当該地域の震度 （施設単位）

度数 割合（%）

1 0 0.0 

2 0 0.0 

3 3 2.3 

4 16 12.3 

5弱 60 46.2 

5強 41 31.5 

6弱 0 0.0 

6強 2 1.5 

7 0 0.0 

無回答 8 6.2 

合計 130 100.0 

 

被害状況 

 個々の MR 装置の具体的な被害状況を表-4

に示す．首都圏では，マグネットの移動，マ

グネット装備品の破損，クエンチダクトの破

損，急激なヘリウム減少およびシステムキャ

ビネット等のアンカー破損等の被害が発生し

ていた．東北地域と比べ，被害の発生件数は

少ないがマグネットの移動は 6 件発生してい

る．MR 装置本体の被害状況に関しては，全

損および重度の半損はなかったものの，軽微

9件および軽度の半損が 1件発生していた（表

-5）． 

 

全体 首都圏

度数 率(%) 度数 率(%)

マグネットの架台破損 18 3.9 0 0

マグネットの移動 57 12.4 6 4.6

磁性体の吸着 7 1.5 0 0

マグネット装備品の破損 35 7.6 1 0.8

チラーや空調の故障 32 9.6 0 0

クエンチダクトの損傷 15 4.5 1 0.9

急激なヘリウムの減少 28 8.4 3 2.7

システムキャビネット等のアンカー破損 20 4.4 1 0.8

シールドの破損，機能低下 28 6.1 0 0

屋外機の設置状態の異常（地盤の変動） 17 5.1 0 0

浸水による電気，電子システムの故障 13 2.8 0 0

床下，ピット内，壁内の配線の切断，損傷 14 3.1 0 0

受信コイル等の落下による破損 7 3.7 0 0

表-4 被害状況（施設単位）

 



 

 

震災後のクエンチ発生に関しては，即時，遅

延を合わせて全体で

首都圏でも

震災に伴う患者の被害発生に関しては，全体

で 9 例発生していた．首都圏でも

ていた．検査を施行していた医療従事者の被

害発生に関しては，全体で

首都圏での発生はなかった．

 

D．考察

 東日本大震災では，広範囲にわたって強い

揺れが発生した．首都圏（においても，震度

5 弱および震度

が発生した．首都圏の被害状況を図

資料参照）に示す．東北地域と比べ揺れは小

さかったが，かなりの被害が発生していた．

表-4 に

圏ではマグネットの移動，マグネット装備品

の破損，クエンチダクトの破損，急激なヘリ

ウム減少およびシステムキャビネット等のア

ンカー破損等の被害が発生していた．

 

震災後のクエンチ発生に関しては，即時，遅

延を合わせて全体で

首都圏でも 1 施設でクエンチが発生していた．

震災に伴う患者の被害発生に関しては，全体

例発生していた．首都圏でも

ていた．検査を施行していた医療従事者の被

害発生に関しては，全体で

首都圏での発生はなかった．

．考察 

東日本大震災では，広範囲にわたって強い

揺れが発生した．首都圏（においても，震度

弱および震度 5

が発生した．首都圏の被害状況を図

資料参照）に示す．東北地域と比べ揺れは小

さかったが，かなりの被害が発生していた．

に MR 装置の被害状況を示したが，首都

圏ではマグネットの移動，マグネット装備品

の破損，クエンチダクトの破損，急激なヘリ

ウム減少およびシステムキャビネット等のア

ンカー破損等の被害が発生していた．

震災後のクエンチ発生に関しては，即時，遅

延を合わせて全体で 19 施設で発生していた．

施設でクエンチが発生していた．

震災に伴う患者の被害発生に関しては，全体

例発生していた．首都圏でも

ていた．検査を施行していた医療従事者の被

害発生に関しては，全体で 1 例発生していた．

首都圏での発生はなかった．

東日本大震災では，広範囲にわたって強い

揺れが発生した．首都圏（においても，震度

5 強（一部震度

が発生した．首都圏の被害状況を図

資料参照）に示す．東北地域と比べ揺れは小

さかったが，かなりの被害が発生していた．

装置の被害状況を示したが，首都

圏ではマグネットの移動，マグネット装備品

の破損，クエンチダクトの破損，急激なヘリ

ウム減少およびシステムキャビネット等のア

ンカー破損等の被害が発生していた．

震災後のクエンチ発生に関しては，即時，遅

施設で発生していた．

施設でクエンチが発生していた．

震災に伴う患者の被害発生に関しては，全体

例発生していた．首都圏でも 2 例発生し

ていた．検査を施行していた医療従事者の被

例発生していた．

首都圏での発生はなかった． 

東日本大震災では，広範囲にわたって強い

揺れが発生した．首都圏（においても，震度

強（一部震度 6）の強い揺れ

が発生した．首都圏の被害状況を図-1（添付

資料参照）に示す．東北地域と比べ揺れは小

さかったが，かなりの被害が発生していた．

装置の被害状況を示したが，首都

圏ではマグネットの移動，マグネット装備品

の破損，クエンチダクトの破損，急激なヘリ

ウム減少およびシステムキャビネット等のア

ンカー破損等の被害が発生していた． 
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震災後のクエンチ発生に関しては，即時，遅

施設で発生していた．

施設でクエンチが発生していた．

震災に伴う患者の被害発生に関しては，全体

例発生し

ていた．検査を施行していた医療従事者の被

例発生していた．

東日本大震災では，広範囲にわたって強い

揺れが発生した．首都圏（においても，震度

）の強い揺れ

（添付

資料参照）に示す．東北地域と比べ揺れは小

さかったが，かなりの被害が発生していた．

装置の被害状況を示したが，首都

圏ではマグネットの移動，マグネット装備品

の破損，クエンチダクトの破損，急激なヘリ

ウム減少およびシステムキャビネット等のア

 

全体と首都圏で免震および制振構造の割合

を比較したデータを表

震化率が

が分かる．

 首都圏では装置の全損はなかったが，一部

損壊及び半損は

生が東北地域と比べかなり低かったのは，東

北地域よりも揺れが小さかった点と免震機構

が多いことが影響しているものと思われる．

 

 

 MRI

1/4

ことが分かった（表

これは，メーカの考え方が大きく影響してい

る．すべての装置をアンカー止めしているメ

ーカと，基本的にアンカー止めしていないメ

全体と首都圏で免震および制振構造の割合

を比較したデータを表

震化率が 2 割程度あり他地域と比べ高いこと

が分かる． 

首都圏では装置の全損はなかったが，一部

損壊及び半損は

生が東北地域と比べかなり低かったのは，東

北地域よりも揺れが小さかった点と免震機構

が多いことが影響しているものと思われる．

MRI 装置の据付に関しての調査結果で，約

1/4 の装置でアンカー止めを行なっていない

ことが分かった（表

これは，メーカの考え方が大きく影響してい

る．すべての装置をアンカー止めしているメ

ーカと，基本的にアンカー止めしていないメ

全体と首都圏で免震および制振構造の割合

を比較したデータを表-6 に示す．東京都は免

割程度あり他地域と比べ高いこと

首都圏では装置の全損はなかったが，一部

損壊及び半損は 10 件発生している．被害の発

生が東北地域と比べかなり低かったのは，東

北地域よりも揺れが小さかった点と免震機構

が多いことが影響しているものと思われる．

装置の据付に関しての調査結果で，約

の装置でアンカー止めを行なっていない

ことが分かった（表-7）． 

これは，メーカの考え方が大きく影響してい

る．すべての装置をアンカー止めしているメ

ーカと，基本的にアンカー止めしていないメ

全体と首都圏で免震および制振構造の割合

に示す．東京都は免

割程度あり他地域と比べ高いこと

首都圏では装置の全損はなかったが，一部

件発生している．被害の発

生が東北地域と比べかなり低かったのは，東

北地域よりも揺れが小さかった点と免震機構

が多いことが影響しているものと思われる．

装置の据付に関しての調査結果で，約

の装置でアンカー止めを行なっていない

 

これは，メーカの考え方が大きく影響してい

る．すべての装置をアンカー止めしているメ

ーカと，基本的にアンカー止めしていないメ

 

全体と首都圏で免震および制振構造の割合

に示す．東京都は免

割程度あり他地域と比べ高いこと

首都圏では装置の全損はなかったが，一部

件発生している．被害の発

生が東北地域と比べかなり低かったのは，東

北地域よりも揺れが小さかった点と免震機構

が多いことが影響しているものと思われる． 

 

装置の据付に関しての調査結果で，約

の装置でアンカー止めを行なっていない

これは，メーカの考え方が大きく影響してい

る．すべての装置をアンカー止めしているメ

ーカと，基本的にアンカー止めしていないメ



 

ーカがあった．首都圏でマグネット移動が発

生した

めを行なっていない装置であった．

アンカ

ガントリーが移動している．アンカー止めを

しない理由としては，強い揺れによるマグネ

ットの破損防止が考えられる．震災により発

生する強い揺れ対するアンカー止の影響に関

しては，今後更に検討する必要がある．

 

  

首都圏では，免震構造および制震構造の建屋

の装置には，今回の震災による被害が発生し

ていなかった．首都圏で震度

があった免震構造の施設でも，全く被害が発

生していなかった．

 首都圏の主な被害をまとめると図

た内容になる（

ている場

る）．これらの被害状況と建屋の構造の関係を

図-3 に示す．無回答とその他があるが，耐震

構造の

あるいは震度

構造の施設と大きな差が認められた．震災に

伴う被害の発生率低減に，免震構造が有用で

ある点が明らかになったのではないかと考え

る． 

ーカがあった．首都圏でマグネット移動が発

生した 6 件のうち，

めを行なっていない装置であった．

アンカー固定をしていたがアンカーが破損し

ガントリーが移動している．アンカー止めを

しない理由としては，強い揺れによるマグネ

ットの破損防止が考えられる．震災により発

生する強い揺れ対するアンカー止の影響に関

しては，今後更に検討する必要がある．

首都圏では，免震構造および制震構造の建屋

の装置には，今回の震災による被害が発生し

ていなかった．首都圏で震度

があった免震構造の施設でも，全く被害が発

生していなかった．

首都圏の主な被害をまとめると図

た内容になる（1

ている場合は被害内容ごとにカウントしてい

る）．これらの被害状況と建屋の構造の関係を

に示す．無回答とその他があるが，耐震

構造の 7 施設で被害が発生している．震度

あるいは震度 5 弱で被害が発生しおり，免震

構造の施設と大きな差が認められた．震災に

伴う被害の発生率低減に，免震構造が有用で

ある点が明らかになったのではないかと考え

 

ーカがあった．首都圏でマグネット移動が発

件のうち，5 件は装置のアンカー止

めを行なっていない装置であった．

ー固定をしていたがアンカーが破損し

ガントリーが移動している．アンカー止めを

しない理由としては，強い揺れによるマグネ

ットの破損防止が考えられる．震災により発

生する強い揺れ対するアンカー止の影響に関

しては，今後更に検討する必要がある．

首都圏では，免震構造および制震構造の建屋

の装置には，今回の震災による被害が発生し

ていなかった．首都圏で震度

があった免震構造の施設でも，全く被害が発

生していなかった． 

首都圏の主な被害をまとめると図

1 施設で複数の被害が発生し

合は被害内容ごとにカウントしてい

る）．これらの被害状況と建屋の構造の関係を

に示す．無回答とその他があるが，耐震

施設で被害が発生している．震度

弱で被害が発生しおり，免震

構造の施設と大きな差が認められた．震災に

伴う被害の発生率低減に，免震構造が有用で

ある点が明らかになったのではないかと考え

ーカがあった．首都圏でマグネット移動が発

件は装置のアンカー止

めを行なっていない装置であった．1 件は，

ー固定をしていたがアンカーが破損し

ガントリーが移動している．アンカー止めを

しない理由としては，強い揺れによるマグネ

ットの破損防止が考えられる．震災により発

生する強い揺れ対するアンカー止の影響に関

しては，今後更に検討する必要がある． 

首都圏では，免震構造および制震構造の建屋

の装置には，今回の震災による被害が発生し

ていなかった．首都圏で震度 6 強の強い揺れ

があった免震構造の施設でも，全く被害が発

首都圏の主な被害をまとめると図-2 に示し

施設で複数の被害が発生し

合は被害内容ごとにカウントしてい

る）．これらの被害状況と建屋の構造の関係を

に示す．無回答とその他があるが，耐震

施設で被害が発生している．震度

弱で被害が発生しおり，免震

構造の施設と大きな差が認められた．震災に

伴う被害の発生率低減に，免震構造が有用で

ある点が明らかになったのではないかと考え
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ーカがあった．首都圏でマグネット移動が発

件は装置のアンカー止

件は，

ー固定をしていたがアンカーが破損し

ガントリーが移動している．アンカー止めを

しない理由としては，強い揺れによるマグネ

ットの破損防止が考えられる．震災により発

生する強い揺れ対するアンカー止の影響に関

 

 

首都圏では，免震構造および制震構造の建屋

の装置には，今回の震災による被害が発生し

強の強い揺れ

があった免震構造の施設でも，全く被害が発

に示し

施設で複数の被害が発生し

合は被害内容ごとにカウントしてい

る）．これらの被害状況と建屋の構造の関係を

に示す．無回答とその他があるが，耐震

施設で被害が発生している．震度 4

弱で被害が発生しおり，免震

構造の施設と大きな差が認められた．震災に

伴う被害の発生率低減に，免震構造が有用で

ある点が明らかになったのではないかと考え

 今回の震災の発生時間から，多くの施設で

検査施行中であったものと考えられる．患者

に被害が発生したのは

のみであったが，強い揺れの中で患者救出を

行っ

るいは装置の不具合が発生した場合，非常用

の緊急スイッチを利用して患者を救出するこ

とになる．この緊急スイッチは，各社で設置

位置や機能が異なっている．緊急時に適切に

対処できるように，各種緊急スイッチの設置

場所と機能をあらかじめスタッフ全員が把握

しておくことが重要である．

震災発生時にクエンチボタンを押した施設

は 1

るが，判断しなければならない状況になる可

能性はある．どのような基準でクエンチボタ

ンを使用するかも，検討しておく必要がある．

 首都圏では，東北地方と比べ震度

今回の震災の発生時間から，多くの施設で

検査施行中であったものと考えられる．患者

に被害が発生したのは

のみであったが，強い揺れの中で患者救出を

行ったものと思われる

るいは装置の不具合が発生した場合，非常用

の緊急スイッチを利用して患者を救出するこ

とになる．この緊急スイッチは，各社で設置

位置や機能が異なっている．緊急時に適切に

対処できるように，各種緊急スイッチの設置

場所と機能をあらかじめスタッフ全員が把握

しておくことが重要である．

震災発生時にクエンチボタンを押した施設

1 施設のみであった．非常に難しい点であ

るが，判断しなければならない状況になる可

能性はある．どのような基準でクエンチボタ

ンを使用するかも，検討しておく必要がある．

首都圏では，東北地方と比べ震度

今回の震災の発生時間から，多くの施設で

検査施行中であったものと考えられる．患者

に被害が発生したのは2施設（全体で

のみであったが，強い揺れの中で患者救出を

たものと思われる．震災により，停電あ

るいは装置の不具合が発生した場合，非常用

の緊急スイッチを利用して患者を救出するこ

とになる．この緊急スイッチは，各社で設置

位置や機能が異なっている．緊急時に適切に

対処できるように，各種緊急スイッチの設置

場所と機能をあらかじめスタッフ全員が把握

しておくことが重要である．

震災発生時にクエンチボタンを押した施設

施設のみであった．非常に難しい点であ

るが，判断しなければならない状況になる可

能性はある．どのような基準でクエンチボタ

ンを使用するかも，検討しておく必要がある．

首都圏では，東北地方と比べ震度

今回の震災の発生時間から，多くの施設で

検査施行中であったものと考えられる．患者

施設（全体で9施設）

のみであったが，強い揺れの中で患者救出を

．震災により，停電あ

るいは装置の不具合が発生した場合，非常用

の緊急スイッチを利用して患者を救出するこ

とになる．この緊急スイッチは，各社で設置

位置や機能が異なっている．緊急時に適切に

対処できるように，各種緊急スイッチの設置

場所と機能をあらかじめスタッフ全員が把握

しておくことが重要である． 

震災発生時にクエンチボタンを押した施設

施設のみであった．非常に難しい点であ

るが，判断しなければならない状況になる可

能性はある．どのような基準でクエンチボタ

ンを使用するかも，検討しておく必要がある．

首都圏では，東北地方と比べ震度 6 以上の

 

 

今回の震災の発生時間から，多くの施設で

検査施行中であったものと考えられる．患者

施設）

のみであったが，強い揺れの中で患者救出を

．震災により，停電あ

るいは装置の不具合が発生した場合，非常用

の緊急スイッチを利用して患者を救出するこ

とになる．この緊急スイッチは，各社で設置

位置や機能が異なっている．緊急時に適切に

対処できるように，各種緊急スイッチの設置

場所と機能をあらかじめスタッフ全員が把握

震災発生時にクエンチボタンを押した施設

施設のみであった．非常に難しい点であ

るが，判断しなければならない状況になる可

能性はある．どのような基準でクエンチボタ

ンを使用するかも，検討しておく必要がある． 

以上の



 

激震の割合が少ないため，被害の発生率が低

かったと考えられる．また，免震率が高いこ

とも関係していると思われる．しかしながら，

患者の被害やガントリーの移動などの被害が

発生している．首都圏では，高層階に

装置が設置されている場合もあり，実際にガ

ントリーが動くなどの被害が発生している．

 都内のビルの

害状況を図

地区の震度は

のみの構造であり，

アンカー止めは行なっ

チダクトを中心に

震発生時は検査施行中であったが，初期の揺

れを感じた所で，検査担当者が検査室内に入

り，寝台を手動で引き出し患者を無事に救助

している．

 今回の調査では、設置階については

含まれていない．今後，

含めて検討する必要がある

 

 

震災後のクエンチは，今回の調査結果からは
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を考慮に入れても東北 3 県に見られた被害程

度に近づくと予想される．その一方で，全体

でも 96%以上の装置で強磁場が維持されてい

たことがわかった．この点は非常に重要なこ

とであり，避難するときの 2 次被害の防止策

の重要性が明らかになった． 
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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

分担研究報告書 ５． 

 

東日本大震災における「MR 検査の患者の安全確保」と「MR 装置の安全確保」について 

 

研究分担者 礒田 治夫 

名古屋大学大学院医学系研究科 医療技術学専攻 医用量子科学講座 教授 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大

震災で被災した MR 装置に関連してなされ

た「MR 装置の被災調査アンケート」にお

いて、調査票の自由記述の内容を解析する

ことにより、震災時における「MR 検査の

患者の安全確保」と「MR 装置の安全確保」

の実態を把握するとともに問題点を抽出し、

防災対策を策定する一助とすることを目的

とした。 

 

B. 研究方法 

研究対象の調査票 

東日本大震災で大きな被害を受けた岩手

（85 施設）、宮城（105 施設）、福島（74

施設）、茨城（124 施設）、千葉（214 施設）

の 5 県と、対照比較群の東京（231 施設）、

埼玉（151 施設）の 2 都県を対象とし、発

送された合計 983 施設の「MR 装置の被災

調査アンケート」調査票のうち、回収され

た 458 件を対象とした。 

 

検討した調査票の内容 

今回の研究対象とした調査票の検討内容

は自由記述の内容のうち、「8 発災直後に取

った措置：8-① 患者の安全確保」と「8 発

災直後に取った措置：8-② MR 装置の安全

確保」であった。 

 

 

研究要旨 

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災で被災した MR 装置に関連して

なされた被災調査の自由記述の内容を解析し、震災時の「MR 検査の患者の安全

確保」と「MR 装置の安全確保」を解析した。強い揺れに伴い、MR 検査担当者

が患者に近づけないこと、寝台の引き出しや寝台からの患者を降ろす過程で困難

があることなどが判明した。寝台上の患者の安全を確保する方法、MR 検査室か

ら寝台ごと室外へ運び出せるシステムなどが重要と思われた。また、緊急地震速

報により、本震襲来よりも早期に患者救出を行う訓練をする必要もあると思われ

た。震災による MR 装置の損傷を最小限に留め、二次災害を防ぐ手段とし、MR

検査室の施錠、立入禁止措置、冷凍機関係のチェック、クエンチに対処するため

の措置があり、今後、防災対策において考慮すべき内容と考えられた。 
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検討方法 

回収された調査票の「8 発災直後に取っ

た措置：8-① 患者の安全確保」と「8 発災

直後に取った措置：8-② MR 装置の安全確

保」の自由記述の内容から重要と思われる

項目を抽出した。 

なお、本稿では、MR 装置が設置してあ

る部屋を MR 検査室、操作卓がある部屋を

MR 操作室、撮影室と操作室などを含む構

造全体を MR 施設と呼ぶこととした。 

前者の「発災直後に取られた患者の安全

確保措置」については、患者と MR 検査担

当技師の位置・状況や行動により、【１】

MR 撮影の一時中断の有無、【２】発災直後

の MR 検査室内の患者の有無、【３】MR 検

査担当技師が MR 装置に近づけるか否か

（直ちに近づく・揺れが収まってから近づ

く・その他）、【４】発災直後の患者の MR

装置における状況（検査前で寝台上でポジ

ション中・検査中でガントリー内・検査後

で寝台上で抜針中・検査前または後で MR

検査室内にいる）、【５】寝台の引き出し方

法（寝台を電動で引き出す・寝台を手で引

き出す・揺れが収まってから寝台を電動で

引き出す・揺れが収まってから寝台を手で

引き出す・寝台を引き出すが、方法の記載

はない・寝台を引き出せない・患者が自分

で出てくる・その他）、【６】寝台上での安

全確保（寝台からの患者の落下防止・毛布

で覆う・声掛け・患者に落下物が当たらな

いようにする）、【７】寝台上から避難まで

（寝台の上 [揺れが収まってから寝台から

降ろす]・寝台から降ろし MR 検査室内で待

期・寝台から降ろし直ぐに検査室を出る・

寝台から降ろしその後の記載なし・寝台を

取り外し寝台ごと検査室外へ・寝台から抱

きかかえて降ろす・その他）、【８】避難場

所（前室，準備室，待合室または控室・廊

下・安全な場所・建物外・MR 施設外へ避

難または安全確保するが，場所の記載な

し・建物外・その他）、【９】その他の特筆

すべき内容、を項目とした。 

後者の「発災直後に取られた MR 装置の

安全確保措置」については、【１】電源（MR

装置のシャットダウン・ブレーカー遮断）、

【２】各部屋の扉（検査室と前室または操

作室の間のドア開放または開閉の確認・MR

施設の施錠）、【３】立入禁止措置、【４】備

品・装置の転倒の点検など（備品，コイル

の点検と落下防止・モニターの落下防止・

キャビネット転倒防止）、【５】点検（緊急

点検・緊急点検とテストスキャン・概観チ

ェック，目視 [その後のテストスキャン問

わず]・テストスキャン・床のチェック・メ

ーカー関係者と点検・メーカーに連絡）、【６】

クエンチに関連する装置や事項のチェック

（ヘリウム量・冷凍機の温度・コールドヘ

ッドの状況・コンプレッサー・チラー・冷

却水の水漏れ・検査室の酸素濃度などの少

なくとも 1 つ以上の項目）、【７】クエンチ

に対処するための措置（クエンチダクトの

状況チェック・強制排気装置の作動・排気

ダクト周辺への侵入禁止）、【８】その他の

特筆すべき内容、を項目とした。 

これらの項目の各施設の度数を各県ごと

に集計した。施設によっては複数の MR 装

置を保有していたが、各々明瞭に区分され

ていないため、施設単位の集計とした。な

お、この自由記述は、回答者が任意に言葉

を選んで記載するため、意味している内容

が曖昧で、解釈・判断・分類の難しい記述

もあるが、可能な限り最も意味が近い項目
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に集約した。また、「発災直後に取られた患

者の安全確保措置」については、項目に「そ

の他」、「記載なし」を設定して検討したが、

「発災直後に取られた MR 装置の安全確保

措置」については、いずれかの項目に分類

した上で、各項目の実数の積算とした。 

（倫理面への配慮） 

 本研究は個人情報や人・動物等の生命体

を調査対象とする研究ではなく、また、何

等かの介入を行うことも無い匿名調査であ

る。また、人の疾病の成因及び病態の解明

並びに予防及び治療の方法の確立を目的と

する研究にも相当しない。しかし、調査票

に調査の主旨説明と同意確認を行うための

文書を添付し、回答票の返信を持って同意

とする事を明記し、それを確認した。 

C. 研究結果 

( 1 ) 患者の安全確保 

【１】MR 撮影の一時中断の有無 

東日本大震災の本震発生時に検査中の

MR 検査一時中断の有無の判断は、自由記

述の特性のため、明瞭に「検査中断」ない

し「中止」を意味する言葉の記載がない場

合に難しかった。千葉県、東京都や埼玉県

において、施設の構造やその地域の震度に

より、ほとんど影響を受けずに撮影を続け

たと読み取れる自由記述の施設が各々１施

設程度あった。その他の撮影は一時中断さ

れているが、揺れの状況を見ながら、15 秒

後まで撮影を続けた施設もあった。 

【２】発災直後の MR 検査室内の患者の有

無 

 発災時、約７割の施設で患者が MR 検査

室内にいた（表１）。発災時に MR 検査室内

に患者が居なかったのは、MR 装置の点検

その他で MR 検査予定が組まれていない場

合、患者入れ替え時、当日の検査終了の場

合が主なものであった。 

【３】MR 検査担当技師が MR 装置に近づ

けるか否か 

 揺れが激しい場合は救出困難との記述が

みられ、宮城県で 2 件、岩手県で 1 件、千

葉県で 1 件は発災直後に MR 検査担当者が

MR 装置の患者に近づけない状況が発生し

ていたことが分かる（表１）。宮城県でその

割合が相対的に多かった。 

【４】発災直後の患者の MR 装置における

状況 

 検査前後で MR 装置近傍にいたが寝台上

にいない場合、寝台上でポジショニングや

抜針中の場合、は数件あり、発災時、MR

撮影室内の患者の大部分（約 95%）はガン

トリー内で検査を受けていた（表１）。 

【５】寝台の引き出し方法 

ガントリー内の寝台上の患者をガントリ

ー外に出す方法については、停電などに伴

い手動で寝台を引き出す必要が生じたり、

素早く引き出す必要が生じた場合、「手で引

き出した」と記述されていた。宮城県、福

島県、茨城県、岩手県で多かった（表１）。

千葉県、東京都、埼玉県では、寝台の引き

出し方法を明瞭に記述した割合が少なく、

本震による影響に茨木県以北と差があった

ものと推定される。また、揺れが強いため、

引き出すことに危険を感じた、あるいは揺

れが収まってから引き出すことを選択した

場合が宮城県２件、岩手県１件、千葉県１

件であった（表１）。なお、今回は、寝台を

引き出せなかったとする事例は報告されて

いない。 
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【６】寝台上での安全確保 

 患者を乗せた寝台をガントリーから引き

出した後、揺れがひどいため寝台から患者

が直ぐに降りられない場合、揺れで患者が

寝台から落下するのを防いだり（宮城県・

福島県・茨城県各１件、岩手県３件）、天井

などからの落下物から患者を守る努力を

MR 検査担当技師が行っていたことが分か

った。 

【７】寝台上から避難まで 

 患者を乗せた寝台をガントリーから引き

出した後、揺れがひどいため寝台から患者

が直ぐに降りられない場合は宮城県で３件、

福島県で１件、茨城県で１件、岩手県で３

件発生していた。また、寝台から患者を降

ろしたものの、揺れが激しく、直ぐに移動

できず、その場で待機した例は宮城県で３

件、茨城県で２件、千葉県で１件発生して

いた。従って、地震の揺れのため、直ぐに

MR 検査室から避難できないものは総計１

４件の報告があり、特に宮城県の頻度が高

く、全体では震災時ガントリー内にいたと

推定される患者約１割に見られた（表１）。 

【８】避難場所 

 避難場所には様々な場所が選択されてい

た。「安全な場所」と記載された回答が多数

みられたが、予め決まっている病院内の場

所であるのか、具体的にどのような場所を

意味するかは定かでなかったが、「避難場所」

に分類した。また、宮城県、福島県、茨城

県では建物外の避難が多かった。 

【９】その他の特筆すべき内容 

自由記述の中には、次のような特筆すべ

きことが記載されていた。 

 本震前に緊急地震速報が鳴っている段階

で、直ぐに検査室内に入り、患者を MR 装

置から出した例が宮城県では２件あった。 

歩行困難患者をテーブルごと検査室外へ

移動、その後、建物の外へ移動する例もあ

り、常日頃の避難訓練が役立った例が報告

されていた。 

検査を受けている患者の置かれた状況へ

の対応の必要性も報告されている。抜針時

の患者や足が不自由な患者で寝台上または

ガントリー内で動けない場合に、患者の傍

らに待機し、MR 検査担当者や看護師が落

下防止や落下物を防ぐ努力をしていた。身

体不自由で聴力障害がある症例、撮影コイ

ル（下肢 MRA）を外すのに時間が掛る症例

に対し、対応を求められた例も報告されて

いた。 

さらに、激しい地震の揺れのため、マグ

ネットカバーが取れ、引き出した寝台上の

患者に当たるのではないかと、MR 検査担

当者が身を挺して守る様子が記載されてい

た。 

 MR 装置では寝台が 1m ほど上がってお

り、地震の揺れが激しい場合、寝台に乗っ

ている患者が落下する恐れがあり、うつ伏

せになっている乳腺 MR 検査患者や足の不

自由な患者に対し、MR 担当者が必死にな

って、患者の落下を防いでいた状況が記録

されていた。 

震災にともなう地震の揺れに対する精神

的なショックを受けた小児患者に対する対

応を求められる場合もあった。 

クエンチに備え、検査室の扉を開け、患

者への酸素マスク装着の準備をした施設も

あった。MR 検査を受けている患者のみで

なく、待合室または前室にいる患者避難・

誘導も重要であることが自由記述では指摘

されていた。 
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表１．発災直後に取られた患者の安全確保措置の分類と県別報告件数 

 

 
 

宮城 福島 茨城 岩手 千葉 東京 埼玉 合計
あり 26 12 13 23 31 36 21 162
なし 16 10 9 11 9 8 4 67
記載なし 10 9 13 7 8 3 2 52

宮城 福島 茨城 岩手 千葉 東京 埼玉 合計
直ちに近づく 17 10 13 22 29 32 20 143
揺れが収まってから近づく 2 0 0 1 1 0 0 4
その他 0 0 0 0 0 1 0 1
記載なし 33 21 22 18 18 14 7 133

宮城 福島 茨城 岩手 千葉 東京 埼玉 合計
検査前で、寝台上でポジション中 1 0 0 1 0 0 1 3
検査中でガントリー内 24 10 12 21 27 32 18 144
検査後で、寝台上で抜針中 0 0 0 1 0 0 0 1
検査前または後で、MR検査室内にいる 0 0 0 0 2 1 0 3
記載なし 27 21 23 18 19 14 8 130

宮城 福島 茨城 岩手 千葉 東京 埼玉 合計
寝台を電動で引き出す 2 0 0 1 0 0 0 3
寝台を手で引き出す 8 4 4 6 2 0 0 24
揺れが収まってから寝台を電動で引き出す 0 0 0 0 1 0 0 1
揺れが収まってから寝台を手で引き出す 2 0 0 1 0 0 0 3
寝台を引き出すが、方法の記載はない 8 4 7 5 13 8 7 52
寝台を引き出せない 0 0 0 0 0 0 0 0
患者が自分で出てくる 0 0 0 2 0 0 0 2
その他 1 0 0 0 0 1 0 2
記載なし 31 23 24 26 32 38 20 194

宮城 福島 茨城 岩手 千葉 東京 埼玉 合計
寝台からの患者の落下防止 1 1 1 3 0 0 0 6
毛布で覆う 1 0 0 0 0 0 0 1
声掛け 0 0 0 0 2 0 0 2
患者に落下物が当たらないようにする 0 0 0 1 0 0 0 1
記載なし 50 30 34 37 46 47 27 271

宮城 福島 茨城 岩手 千葉 東京 埼玉 合計
寝台の上（揺れが収まってから寝台から降ろす） 3 1 1 3 0 0 0 8
寝台から降ろし、MR検査室内で待期 3 0 2 0 1 0 0 6
寝台から降ろし、直ぐに検査室を出る 4 0 0 0 0 0 0 4
寝台から降ろし、その後の記載なし 0 0 0 1 2 1 0 4
寝台を取り外し、寝台ごと検査室外へ 1 0 0 0 1 0 0 2
寝台から、抱きかかえて降ろす 0 0 1 1 0 0 0 2
その他 1 0 0 1 1 2 2 7
記載なし 40 30 31 35 43 44 25 248

宮城 福島 茨城 岩手 千葉 東京 埼玉 合計
前室、準備室、待合室または控室 2 3 2 0 2 8 1 18
廊下 0 0 0 2 1 1 1 5
安全な場所 2 3 1 5 9 6 0 26
検査室外へ避難または安全確保するが、場所の
記載なし

14 3 8 12 11 16 13 77

建物外 6 3 11 2 2 0 1 25
その他 0 0 0 0 0 3 0 3
記載なし 28 19 13 20 23 13 11 127

宮城 福島 茨城 岩手 千葉 東京 埼玉 合計
52 31 35 41 48 47 27 281

避難場所

寝台上での安全確保

検討項目 県

アンケートに答えた各県の合計

寝台上から避難まで

MR検査室内の患者の有無

MR装置担当技師がMR装置に近づけるか否か

発災直後の患者のMR装置における状況

寝台の引き出し方法
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 ( 2 ) 装置の安全確保 

【１】電源 

 発災後に停電にならなかった場合、その

後の停電に備え、MR 装置のシャットダウ

ンを行った施設があった。また、停電した

装置の場合、その後の突然の電源回復時の

不具合に備え、ブレーカー遮断の措置がな

された場合もあった（表２）。 

【２】各部屋の扉 

発災後、撮影室と操作室または前室のド

アが壊れ、撮影室から避難できなくなる恐

れから、このドアの開放または開閉の確認

がなされた（表２）。ただし、被災の大きか

った宮城では装置そのものが被害を受けて

おり、撮影室と操作室または前室のドアの

開放に関する件数は多くなかった。また、

被害の大きかった宮城県、福島県、茨城県、

岩手県において、MR 施設の施錠が多く行

われ、その後の復旧時や人命救助に際し、

MR 装置の磁場の危険性を知らない救急隊

員やその他の関係者の入室に伴う二次被害

を防止する処置が取られた（表２）。 

【３】立入禁止措置 

 これは、上記の「MR 施設の施錠」のみ

では開錠し、入出する者があり得るとし、

「立入禁止」の表示をしたものと考えられ

た。宮城県に高頻度に認められた（表２）。 

【４】備品・装置の転倒の点検など 

備品，コイルの点検と落下防止・モニタ

ーの落下防止・キャビネット転倒防止など

が施行された（表２）。 

【５】点検 

 点検、復旧に関しては、その装置の被害

状況や停電の有無により、担当者が適切に

対処していたことが分かった。内容として

は、緊急点検・緊急点検とテストスキャン・

概観チェック，目視・テストスキャン・床

のチェック・メーカーに連絡、などであっ

た（表２）。 

被害の大きい宮城県、福島県、茨城県、

岩手県では、点検もできないような被害が

生じた場合もあった。 

千葉県、東京都、埼玉県では、緊急点検

または目視によるチェックの後、テストス

キャンを行い、問題ないことを確認後に検

査を再開している施設があった。また、発

災時に装置の点検のため、メーカー関係者

が来院しており、発災後にこのメーカー関

係者とともに点検を行った施設もあった。 

【６】クエンチに関連する装置や事項のチ

ェック 

 ヘリウム量、冷凍機の温度、コールドヘ

ッドの状況、コンプレッサー、チラー、冷

却水の水漏れ、検査室の酸素濃度などのチ

ェックが試みられた（表２）。被害や停電の

状況によっては、チェックできる範囲は限

られていた。 

【７】クエンチに対処するための措置 

 発災後にクエンチが生じることを想定し、

クエンチダクト破損のチェック・強制排気

装置の作動・排気ダクト周辺への侵入禁止

を行った施設があった（表２）。 

【８】その他の特筆すべき内容 

被害の大きな宮城県、福島県では被害が

大きすぎて「何もできなかった」とする回

答がみられる一方、東京都、埼玉では、被

害が少なく、「何もしなかった」と言う記述

がみられた。 

また、停電で室内灯も消え、懐中電灯で

室内の点検などを行ったと報告した施設が

宮城県で２件あった。 
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表 2．発災直後に取られた MR 装置の安全確保措置の分類と県別報告件数 

   

 

 

D. 考察 

今回、東日本大震災で被災した MR 装置

に関連してなされた「MR 装置の被災調査

アンケート」の調査票の自由記述の内容に

ついて、その内容を良好に抽出できると考

えられた項目を選び、これらの項目の度数

を各県ごとに集計し分析を行った。 

自由記述では、回答者が任意に言葉を選

んで記載するため、意味している内容が曖

昧で、解釈・判断・分類の難しい記述もあ

ったが、最も近い内容と考えられる項目に

分類し集約した。また、震災から 1 年 3 カ

月以上の時間を経た状況でアンケートに回

答しており、全てが想起され、全てが適切

に表現されたとは限らない。しかし、回答

者にとって記憶に強く残っていることが記

述されていると考えられ、それだけ震災時

の課題として重要な事項であったと言えよ

う。なお、記述がない場合、項目に相当す

る行動がなかったわけではないと考えられ

る点には留意を要すると思われた。 

 

項目 宮城 福島 茨城 岩手 千葉 東京 埼玉 合計

MR装置をシャットダウン 2 6 8 4 5 1 3 29

ブレーカーを遮断 2 2 4 1 9

検査室と前室または操作室の間のドア開放または開
閉の確認

2 4 2 6 2 1 17

MR施設の施錠 8 6 5 4 1 1 1 26

MR施設への立入禁止措置 15 3 2 3 1 3 1 28

備品、コイルの点検・落下防止 5 1 3 1 1 2 13

モニターの落下防止 1 1

キャビネット転倒防止 1 1

緊急点検 6 7 6 13 9 41

緊急点検とテストスキャン 1 2 5 4 4 16

概観チェック、目視（その後のテストスキャン問わず） 1 3 5 3 6 4 22

テストスキャン 1 1 1 3 2 8

床のチェック 1 1

メーカー関係者と点検 1 1 1 1 4

メーカーに連絡 1 1 1 1 2 6

クエンチに関連する装置や事項のチェック（ヘリウム
量、冷凍機の温度、コールドヘッドの状況、コンプレッ
サー、チラー、冷却水の水漏れ、検査室の酸素濃度な
どの少なくとも1つ以上の項目）

8 4 3 5 8 8 6 42

クエンチダクトのチェック 1 1

強制排気装置の作動 1 1

排気ダクト周辺への侵入禁止 1 1 2
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 ( 1 ) 患者の安全確保 

 MR 装置のガントリー内に患者がいる状

態で激しい地震が発生した場合、その振動

や建物の崩落の影響は想定しなければなら

ない。我が国では耐震が不測している建物

に MR 装置が設置される事は原則として有

り得ず、しかも超伝導磁石は数トンの鋼鉄

でできているため、建物の崩落により MR

装置が押しつぶされる事態は極めて考えに

くい。しかし、MR 装置の構造そのものに

は物理的衝撃に対する強度の基準が想定さ

れていないため、実際にどれくらいの衝撃

に耐えられるかは不明であり、今のところ

メーカー側からそのような情報は開示され

ていないので、今後は物理的衝撃に対する

強度の推定は必要と考えられる。一方で、

筐体の破損や寝台のロック、棚等の散乱物

の影響により患者がガントリー内に閉じ込

められる危険性はある。また、上記の他に

扉の不具合などで MR 検査室から外に出ら

れない場合、クエンチにより生じるヘリウ

ムガスが室内に充満すれば、窒息の危険性

がある。これらの状況から、ある一定以上

の震度の地震の場合、MR 撮影室から退避

することが必要と考えられる。 

患者救出・避難過程のパターン分類とし

て、A. 直ちに撮影室に入出し寝台を引き出

して患者を降ろし、前室に避難、B. 直ちに

撮影室に入出し寝台を引き出して患者を降

ろし、撮影室内で待機、C. 直ちに撮影室に

入出し寝台を引き出し、その上の患者を支

えながら待機、D. 直ちに撮影室に入出し寝

台はそのままで待機、E. 直ちに撮影室に入

出し寝台を引き出した上で取り外し患者を

載せたまま前室に避難、F. 直ちに撮影室に

入室しようとしたが揺れが強く MR 装置

の近くまで行けなかった、G. 揺れが収まら

ないので中途より撮影室に入室し上記

（A~E いずれか）の対処を試みた、H. 操

作室で待機し、揺れが収まってから撮影室

に入室して寝台を引き出して患者を避難さ

せた、I. 操作室で待機し、揺れが収まって

から患者に自分でガントリー内から出てき

てもらった、J. 操作室で待機し、揺れが収

まったら患者が自分でガントリー内から出

てきた、K. 患者は撮影室にいなかった（該

当せず）があるが、本研究ではこれらをさ

らに細分化し、患者と MR 装置担当技師の

位置・状況や行動により項目のようにして

度数を取ることを試みた。 

検査室と操作室はドアを隔てて区分けさ

れており、MR 検査担当者と患者との間の

距離もある。このため、地震が生じた場合

に、MR 検査担当者が患者に到達するまで

に一定の時間が必要である。 

患者側から見た場合、MR 装置、MR 検

査は震災において、留意すべき事項を幾つ

も持っている。MR 装置は、床から 1m 程

度の高さの細長い円筒形のガントリーに患

者が横たわる寝台を組み込んだ構造のため、

ここから避難するには、寝台がガントリー

から出た後に寝台が下降する必要がある。

また、画像の信号雑音比を高めるために撮

影部位に適した撮影コイルを人体に密着す

る必要があるとともに、更に、1 つの撮影

シークエンスによる撮影時間が数分かかる
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ため、患者の体動を抑制する患者固定を行

う。これらにより、MR 検査を受けている

患者の自由がきかず、患者にとっては直ち

に避難するのは難しい状況である。 

以上のように、強い揺れに伴い、MR 検

査担当者が患者に近づけないことがあるた

め、本震前に患者を引き出す必要があると

考えられる。また、寝台の引き出しや寝台

からの患者を降ろす過程で困難が発生しう

ることが判明したため、MR 検査室から寝

台ごと検査室から室外へ運び出せるシステ

ムが有用と考えられる。 

 自由記述の中には、建物が免震構造であ

ったため、ほとんど被害がなかったとの例

もあり、今後、新しく MR 装置を設置する

場合、免震構造の建屋に装置を入れること

は被害を最小限にするために必須と考えら

れた。 

また、緊急地震速報があった場合、本震

が来る前に MR 装置室から退出できた例も

報告されており、本震前に患者の救出を開

始できれば、寝台のロックや器物の散乱の

影響も避けることができ、理想的である。 

更に、寝台が MR 装置から離脱でき、寝

台に乗った患者ごと、検査室から外に退避

した例も報告されていた。これにより、足

が悪く直ぐに寝台から降りられない患者、

コイルを取るのに時間が掛る患者、抜針の

ため、直ぐに寝台から降りられない患者な

どに対応可能であると推定される。 

従って、院内に整備された放送設備また

は MR 検査室に備え付けられた受信機で緊

急地震速報が MR 操作室、検査室に伝えら

れるシステムがあることが望まれる。また、

寝台が MR 装置から離脱でき、患者を乗せ

たまま避難できることが理想的である。こ

のようなことが可能であるとすると、地震

発生時には次のような対応を取ることが想

定される。 

緊急地震速報を聞いた MR 検査担当者は

直ちに検査を中止し、MR 検査室と操作室

または前室の間の扉が締まることがないよ

うに開放し、ガントリーに接近し、患者に

「これから地震が来ますので、検査を中止

し、ガントリーから出ます」と伝え、急い

で手動にて寝台を引き出し、寝台を MR 装

置から切り離し、寝台ごと、MR 撮影室か

ら退出し、近傍の前室、控室または廊下に

退避する。また、地震の揺れに応じ、その

場で患者を降ろすか否かを判断する。その

後は、地震の揺れや状況に応じ、寝台に乗

った状態の患者または寝台から降りた患者

を施設外の院内の更に安全な場所に避難さ

せる。または、津波が予想される場合は、

高台に避難する。 

検査前後でガントリー外の寝台に乗って

いる患者の場合、MR 検査担当技師は、患

者が寝台から降りられるか否かを判断し、

降りられない場合は寝台ごと、降りられる

場合は患者を寝台から降ろし、直ちに MR

検査室から退出し、その後は上記と同様と

する。 

検査前後で寝台には乗っておらす、装置

近傍に患者がいる場合は、直ちに、MR 検

査室から退出し、その後は上記と同様とす

る。 
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待合室や控室で待機している患者につい

ても、MR 検査室から退避した患者と同様

に避難誘導が必要となる。 

本研究対象の多くは、本震が来る前に、

MR 検査室から退出できなかった場合の対

処を見ている。震源地が近く、緊急地震速

報を聞いた直後に、患者救出を開始しても、

間に合わない場合、寝台の上の患者が落ち

ないように支えたり、天井からの落下物や

装置から離脱したエンクロージャー転倒か

ら患者を守る措置が必要になる。このため

には、容易に身体に着装可能なクッション

などを常備する方法も考えられる。 

なお、今回の検討では、寝台をガントリ

ーから出すタイミングは揺れが収まってか

らか、揺れが激しくても行うべきかの判断

材料となる結果は得られなかった。 

 また、運悪く撮影室に閉じ込められた場

合には、検査室の中または外から監視窓を

ハンマーで割り、患者を救出する必要が生

じるかもしれない。ハンマーは撮影室内（非

磁性）、操作室内の２か所に必要と考えられ

る。 

( 2 ) 装置の安全確保 

装置の安全確保に対する行動パターンと

して、今回のアンケートでは、主に【１】

電源に関しては、MR 装置シャットダウン

やブレーカー遮断、【２】検査室と前室また

は操作室の間のドア開放または開閉の確認

ならびに MR 施設の施錠【３】MR 施設の

立入禁止措置、【４】備品・装置の転倒の点

検・防止、【５】MR 装置の緊急点検、【６】

クエンチに関連する装置や事項のチェック、

【７】クエンチに対処するための措置、で

あった。 

被災の程度が大きかった宮城において装

置の被害が多く、その後の使用不能と２次

被害防止目的で、MR 施設の施錠や立入禁

止措置が多く取られたと考えられた。MR

装置のシャットダウンや停電後の再通電時

の不具合防止を考慮したブレーカー遮断も

行われているが、被災の大きかった宮城で

は装置そのものが被害を受けており、その

件数は多くなかった。 

MR 装置の緊急点検の実施程度は施設の

被害程度の影響を受けているものと考えら

れた。 

クエンチが現在起こっている、または近

い将来起こり得るかどうかの情報を得るた

め、ヘリウム量、冷凍機、チラー、検査室

の酸素濃度などのチェックがなされていた。 

クエンチへの対処として、クエンチダクト

破損のチェック、強制排気装置の作動・排

気ダクト周辺への侵入禁止が行われた。 

被害の大きな宮城県、福島県では被害が

大きすぎて「何もできなかった」とする回

答がみられる一方、東京都、埼玉では、被

害が少なく、「何もしなかった」とする記述

がみられた。 

注目すべき点は、あらかじめ準備された

プロトコルで点検を行ったことが確認でき

る報告が見られなかったことで、これらの

記述は、担当者が現場の状況から考えて行

動したものと考えられる。今後は、震災直

後の状況において考えられる点検項目を整
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理し、被災の状況に合わせて何を重点的に

確認すべきか、点検担当者が二次災害に巻

き込まれないように、どのような事項に注

意すべきかを、状況別にワークフローとし

て整理してゆく必要があろう。 

( 3 ) 本研究の限界 

今回の研究には以下の限界が指摘できる。

自由記述であるため表現が多様であり、具

体的に意味している内容が必ずしも同一で

はない可能性が否定できないもの、あるい

は不明の場合があった。回答者により同じ

判断基準で記述されていないとも考えられ

る。更に、全ての回答者が全ての項目を網

羅して回答していない。これらの理由によ

り、数値的に比較しにくい面がある。また、

複数装置を設置している場合、装置より回

答が異る可能性があるが、本調査は施設単

位の調査となっている。 

 

E. 結論 

 東日本大震災で被災した MR 装置に関連

してなされた被災調査の自由記述の内容を

解析し、震災時の「MR 検査の患者の安全

確保」と「MR 装置の安全確保」を解析し

た。 

 「MR 検査の患者の安全確保」について

は、今回の震災においては MR 検査担当技

師が可能な限り患者の安全のために取った

具体的措置が自由記述に反映されていた。

また、強い揺れに伴い、MR 検査担当者が

患者に近づけないこと、寝台の引き出しや

寝台からの患者を降ろす過程で困難がある

ことなどが判明した。患者の状況によって

は、引き出した寝台から直ぐに動けない場

合もあり、対応が必要と考えられた。理想

的には、緊急地震速報により本震到達前に

患者救助を開始し、MR 装置から離脱でき

る寝台で患者を救助する方法が考えられた。 

「MR装置の安全確保」は地震によるMR

装置の被害に応じ、各施設で適切に装置の

安全を確保する措置がなされていた。２次

被害を防止するため、検査室と前室または

操作室の間のドア開放または開閉の確認な

らびに MR 施設の施錠、MR 施設の立入禁

止措置、クエンチに関連する装置や事項の

チェック、クエンチに対処するための措置

などが必要であることが示された。 

今回の分析で判明した事項を基にして、

平成 25 年度に予定されている防災対策の

策定での検討項目を固めて行く予定である。 
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ル病院） 

栗田幸喜（社会福祉法人 恩賜財団 済生会 

支部 埼玉県済生会栗橋病院） 

砂森秀昭（社会福祉法人 恩賜財団 済生会 

水戸済生会総合病院） 

清野真也（福島県立医科大学附属病院） 

丹治 一（公益財団法人 仁泉会 北福島医療 

センター） 

引地健生（栗原市立栗原中央病院） 

菱沼 誠（一般財団法人 厚生会 仙台厚生病 

院） 

前谷津文雄（財団法人 宮城厚生協会 泉病 

院） 

桝田喜正（千葉大学医学部附属病院） 

松本浩史（千葉大学医学部附属病院） 

武蔵安徳（岩手県立中央病院） 

梁川 功（東北大学病院） 

藤田 功（さいたま市立病院） 

 

協力組織 

岩手 MRI 研究会、 

宮城 MR 技術研究会、 

福島県 MRI 技術研究会、 

茨城県技師会 MRI 研究会、 

千葉撮影技術研究会ＭＲＩ基礎勉強会、 

東京 MR 励起会、 

SAITAMA MRI Conference 
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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

分担研究報告書 

 

被災時の超伝導型 MR 装置の不安要因解消のための工学的知見と提言 

 

研究分担者 野口 隆志 

独立行政法人物質・材料研究機構 

超伝導線材ユニット マグネット開発グループ 特別研究員 

  

    

 

A. 研究目的 

 本調査研究の目的は MR 装置使用者の被

災時の不安要因を解消するための実際的知

見を得ることにある。MR 装置のマグネッ

ト部分に関する健全性の確認ができればあ

る程度の不安は解消できるが、被災時のマ

グネットの点検マニュアルは具体化されて

いない。特にクエンチに至る過程の診断は

専門家に委ねるよう指示されているケース

が多い。使用者の不安内容は「どの様な原

因でクエンチするのか」「クエンチするとど

の様なことが起こるのか」「強制的にクエン

チさせる基準は何か」「消磁(強制クエンチ)

せずに放置した場合のリスクは何か」など

であり、これらの不安要因を分析し、不安

内容に定性的に応えるために、まずは使用

者へ正確な工学的解釈をするための情報を

提供することを目的とする。 

 また MR 装置の無人放置に関する一般的

な不安要因は、第一に強磁場による磁性体

吸着・吸引の危険、次いで極低温ガス放出

の危険が挙げられ、設置環境の重度の被災

時には高圧ガス破裂の危険も考えられる 1)。

すなわち MR 用マグネットを放置する場合

研究要旨 被災状況の質問紙調査および訪問調査の結果から超伝導マグネ

ットに関わる MR 装置使用者の不安要因を抽出し、クエンチに関連した装置

および環境の挙動について工学的調査を実施した。使用者の不安内容は、ど

の様な原因でクエンチするのか、クエンチするとどの様なことが起こるの

か、強制的にクエンチさせる基準は何か、消磁(クエンチ)せずに放置した場

合のリスクは何か、などであった。それに応えるべく実機を用いて調査した

結果、特に消磁および強制クエンチについて工学的知見を得た。装置および

環境の挙動は、電源を用いた消磁の場合は特に特記すべき挙動は起こらない

が、強制クエンチの場合は、室内へ漏れ出すヘリウム、放出配管外壁での空

気の液化、屋外放出口から出る白煙などが観測された。強制クエンチの場合

は事前の関係者への周知徹底が必要となる。特に被災時はクエンチする可能

性を検討するための、マグネットの諸特性を事前に承知しておかなければな

らないことが再確認された。 
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は、無害化処置として「消磁」「昇温」「圧

力開放」を施すことを考えなければならな

い 2)。その作業はメーカーの技術者など専

門家に委ねなければならないが、何らかの

無害化実施の必要性については使用者も理

解し検討しておくべきである。 

 特に消磁処置については多くの使用者が

迷うところであり、電源を用いた技術者に

よる消磁と、強制減磁装置を動作させての

強制クエンチとの違いについて正しく知る

必要がある。強制クエンチさせた場合には

再立ち上げができない可能性について考慮

しなければならず、判断が遅れる可能性が

あるので、強制クエンチの判断基準を組織

的に整えておく必要がある。その判断基準

の策定に際し、強制クエンチさせる場合の

予備知識として、工学的な理解を深めてお

くことは重要である。 

 工学的課題：１．MR 装置およびその設

置環境が被災した場合に、被災の程度に応

じて何が起こるかを想定しておく。２．MR

装置を放置せざるを得ない場合には、放置

の程度に応じて無害化処置を施す。 

 上記のような工学的課題を MR 装置の使

用者に平易に説明することで、MR 装置被

災の危険性を把握すると同時に対処法を正

しく認識でき、被災時にも冷静な対応が可

能となる。正しい危険認識が不安の解消に

つながることは安全工学 2)の示すとおりで

ある。 

 本工学的調査研究で具体的に目標とした

のは、東日本大震災により MR 装置に発生

した被害事象の調査研究の結果から得た超

伝導型 MR 装置固有のクエンチ現象に関す

る使用者の不安要因を解消することと同時

に、当事者としてできる初動のあり方に関

する提言の作成である。 

 

B. 研究方法 

 調査項目の抽出 

 被災調査班が実施した質問紙による調査

および聞き取り調査の結果から、MR 装置

の使用者が持つマグネットの挙動に関する

不安要因を分析し、試験研究班の工学的調

査課題とした。 

 

 工学的調査対象 

 MR 装置の使用者が持つ不安要因は、主

にクエンチ時の装置および環境の挙動が不

明、クエンチ原因の推定が困難、クエンチ

後の復旧の可能性が不明瞭であることに起

因しており、それらを明らかにすることを

工学的調査対象とした。研究初年度は主に

実機を用いたクエンチ時の装置および環境

の挙動について調査することとした。また、

クエンチ原因推定のための工学的調査方法

およびクエンチ後の装置復旧の可能性につ

いて検討するための工学的調査方法につい

て基礎調査することとした。 

 

 工学的調査方法 

 医療機関で装置交換時に廃棄される MR

装置を利用して、実際にクエンチを発生さ

せ、マグネットの発生磁場変化、クライオ

内圧挙動、放出配管の表面温度変化、屋外

放出口でのヘリウム放出挙動を観測するこ

ととした。 

 マグネットの発生磁場変化：磁束計を用

いてマグネット開口部付近での定点磁場観

測を実施し、クエンチ発生から磁場が消失

するまでの時間を記録した。 

 クライオ内圧挙動：マグネットに備え付
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けられた圧力計を用いて平常時の内圧から

クエン中の最高圧およびクエンチ終了後の

内圧を記録した。 

 放出配管の表面温度変化：マグネットの

内圧放出口付近の構造物に極低温用温度計

を取り付け、平常時からクエンチ終了まで

の表面温度変化を記録した。 

 屋外放出口でのヘリウム放出挙動：クエ

ンチ発生からクエンチ終了までの屋外放出

口の目視観察および映像撮影を実施した。 

 クエンチ原因推定のための工学的調査方

法およびクエンチ後の装置復旧の可能性に

ついて検討するための工学的調査方法に関

する調査は、上記調査の結果および実際の

装置に施せる観測機構から分析検討するこ

ととした。 

 

健康危険情報 

 本研究は個人情報や人・動物等の生命体

を調査対象とする研究ではなく、また、何

等かの介入を行うこともない純粋に装置を

対象とした工学的調査である。しかし調査

は既存装置を対象として行うため、調査目

的、調査方法、得られた情報の取り扱いに

ついて医療機関および MR 装置の関係者へ

事前に説明し了解を得てから実施した。 

 

C, 研究結果 

調査項目の抽出 

 回答数 458 件のうち、被害状況を訊ねた

質問で最も多かった被害はマグネットの移

動（12.4%）であり、次いで超伝導型 332

施設のうち、チラー（冷却系）や空調機の

故障 32 施設(表１)、急激なヘリウムの減少

28 施設(表２)であった。そのうち工学的調

査課題のために注目したのはクエンチダク

トの損傷(表３)が 332 施設のうち 15 の施設

で認められた点である。また磁性体の吸着

(表 3)は７件であった。ここで注目されるの

は、吸着事故は津波被害と関連して発生し

ており、ロッカー等の什器類や外部から流

れ込んだものなど、通常の吸引事故では見

られないものが吸着されている点である。

設置環境の被災内容によって、広い範囲で

磁性体吸着事故を想定しておかなければな

らないことが分かった。 

 特に危険を感じた事象として回答項目に

記載されていない事象など MR 装置の破損

状況についての自由記述は 34 件あった。そ

のうちクエンチの不安（8 件）が最も多く、

その背景は停電（浸水被害を含む）による

液体ヘリウム液位の低下である。液体ヘリ

ウム液位が低下すればクエンチ発生の可能

性は増すという定性的な理解は広く行き届

いていることがうかがえる。しかし具体的

な液位の下限値について承知されておらず、

不安のみが先行した可能性がある。またク

エンチの不安に関連して、ヘリウムの撮影

室への窒息性低温気体漏出の不安（3 件）

があげられ、その根拠として排気管の破断

が指摘されている。実際、クエンチダクト

の損傷は15施設から報告(表4)されており、

正しい危険認識と思われる。 

 以上から、まず被災事例の記録において

以下の点に注視することとした。 

・冷凍機用冷却水の循環停止 

・急激なヘリウムの減少 

・クエンチダクトの損傷 

・磁性体の吸着 

・液体ヘリウム液位の低下に起因するクエ

ンチ発生の不安 

・排気管の破断によるヘリウムの撮影室へ
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の窒息性低温気体漏出の不安 

 

表 1 チラー（冷却系）や空調機の故障 

（施設単位、超伝導型装置のみ） 

    度数  割合(%)      

有     32   9.6 

無    291   87.7 

無回答   9   2.7       

合計   332  100.0 

 

表 1 急激なヘリウムの減少 

（施設単位、超伝導型装置のみ） 

    度数  割合(%)      

有     28   8.4 

無    293   88.3 

無回答   11   3.3      

合計   332  100.0 

 

表 3 磁性体の吸着（施設単位） 

    度数  割合(%)     

有     7   1.5 

無    432   94.3 

無回答   19   4.1      

合計   458  100.0 

 

表 4 クエンチダクトの損傷 

（施設単位、超伝導型装置のみ） 

    度数  割合(%)     

有     15   4.5 

無    309   93.1 

無回答   8   2.4      

合計   332  100.0 

 

磁場停止措置に関する事項 

 クエンチボタンの扱いについて訊ねた質

問(表５)に対して、震災直後にクエンチボタ

ン（消磁ボタン）を押したとする回答は 1

件のみで、理由は地震によるパニックであ

った。クエンチボタンを押さなかった理由

については 18 件のコメントがあり、被災し

た緊急的状況で検討の余裕すらなかった（6

件）、明確な判断基準が無かった（5 件）、

停電の発生（3 件）、不必要と判断（3 件）

などが挙げられた。また、費用の問題、排

気口の損傷による重大事故発生のリスクを

指摘する回答もあった。 

 以上から、工学的調査の課題抽出では「磁

場停止措置の明確な判断基準が無い」との

コメントに注視した。これは MR 装置設置

施設の組織上の課題であると同時に、工学

的情報の不足による検討項目の不明瞭性に

起因するものと考えられる。 

 

表 5 震災直後にクエンチボタン 

（消磁ボタン）を押したか 

  （施設単位、超伝導装置のみ） 

       度数   割合(%)     

押した      1   0.3      

押さなかった  316   95.2 

無回答      15   4.5      

合計      332  100.0 

 

初期点検と復旧 

 MR 設置施設 468 件、MR 装置台数 602

台に対して復旧の担い手についての質問で、

39.5%の施設（39.7%＝239 台の MR 装置）

において病院（施設）スタッフのみによる

点検で再稼働させており、メーカーも関与

したが病院（施設）スタッフ主導で再稼働

させたとする回答も合わせると 51.3%の施

設（51.3%＝309 台の MR 装置）において

スタッフ主導で復帰させていた事実が判明
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した。すなわち初期対応はもとより、復旧

作業すら医療施設スタッフの手で行われた

ケースが 5 割あるということであり、施設

スタッフこそ初期診断のための工学的情報

を必要としていることになる。 

 MR 装置の復旧過程で判断に迷った事例

への自由記述に対して 69 件の回答があり、

最も多かった回答は震災時における MR 装

置の再稼働時の注意事項が不明（16 件）と

いう指摘であった。またクエンチのリスク

に関する状況判断の難しさや不安（9 件）

を示す回答や、メーカーに連絡がついても

被災地の状況をどれだけ理解して回答して

いるのか不安であるとする指摘に注視する

こととした。また物資の供給不足として液

体ヘリウムの供給不足について３件の指摘

があったことにも注視することとした。 

 被災に対する初動から装置復旧に至るま

で、設置施設のスタッフ手動で実施された

という事実は重く受け止めなければならな

い。超電導型 MR 装置の復旧において、マ

グネットにかかわる部分の損傷を診断する

には低温工学・超電導工学的高い技能が要

求されるが、施設スタッフの初動診断に必

要な点検項目について、MR 装置の工学的

知見から厳選した被災時の点検項目を一般

化しておく必要があると判断された。 

 

抽出課題のまとめ 

 被災状況調査の結果から以下の項目に注

目し、さらに各項目の関連付けを行った。

工学的調査から得られるどの様な知見によ

って不安要因が軽減できるか検討した。 

(1)冷凍機用冷却水の循環停止 

(2)急激なヘリウムの減少 

(3)クエンチダクトの損傷 

(4)磁性体の吸着 

(5)液体ヘリウム液位の低下に起因するクエ

ンチ発生の不安 

(6)排気管の破断によるヘリウムの撮影室へ

の窒息性低温気体漏出の不安 

(7)液体ヘリウムの供給不足 

(8)磁場停止措置の明確な判断基準が不明 

(9)震災時におけるMR装置の再稼働時の注

意事項が不明 

(10)クエンチのリスクに関する状況判断の

難しさや不安 

 

 工学的調査対象の選定 

 被災調査で注目した各項目のほとんどは、

クエンチを起こすのではないかという不安

に結びついている。次いでクエンチ発生の

後に起こり得る不都合に対する不安である。

磁性体の吸着に対する不安はそれ程多くな

い。MR の環境を第三者に明け渡さない限

り、関係者が注意を払えば磁性体の吸着事

故は発生しないと分かっているからである。

すなわち事故の発生原因が明確であれば、

不安になることはないと想像できる。 

 クエンチについては、その発生原因は特

定できていない。さらには、クエンチは危

険な現象であるとの事前情報から、場合に

よっては二次的被害を引き起こしかねない

と考えてしまう。そして大半のクエンチに

対する不安は、再立ち上げが不能となった

り、大きな費用負担が強いられる可能性が

あると知らされているからである。 

 実際、被災調査から抽出した不安要因の

9 割が、クエンチ原因となり得る事象への

不安と、クエンチを起こした後の二次的被

害に関する不安であった。 

 そこで工学的調査として、実際にクエン
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チを起こさせてのシステムと設置環境の挙

動について調べることとした。同時に、「消

磁」「昇温」「圧力開放」の無害化処置を実

際にどの様に行うべきか検討するため、撤

去される MR 装置を用いて工学的調査を実

施した。 

 年間 100 台以上の MR 装置が交換のため

に撤去される。そのうち所有機関およびシ

ステムメーカーの了解が得られた 8 装置に

ついて調査が実施できた。うち 4 台につい

ては撤去作業前に撮影、磁場測定および温

度変化測定が可能であった。 

工学的調査結果 

1. 電源による消磁事例 

1-1. マグネットシステム概要 

主コイル発生磁場： 1.5T 

 アクティブシールド型 

運転電流：510.90 A 

インダクタンス：約 26.1 H  

蓄積エネルギー：約 3.4 MJ 

シム方式：ボア内シムプレート式 

クライオスタット：４K 冷凍機 

内容量：2120 L  

常用内圧：1.01 bar 

  3.0 bar *test pressur 

1-2. 電源による消磁 

作業工程 

機材到着から約 1 時間半で消磁が始まり、

そこから約 30 分、作業開始から約 2 時間で

消磁が完了する。 

磁場調整用電源およびケーブル類の敷設

の後、電源操作はすべてコンピュータから

行われ、表示画面に出る逐次情報を確認す

るだけで、自動的に消磁が終了する。 

作業手順を追って写真撮影した。 

 ベッドの中央部から磁場減衰の定点観測

を試みた。その結果を資料１に示す。 

作業経過時間は以下の通りである。 

17:10 消磁機材セッティング開始 

17:50 電源セットアップ&動作確認 

18:10 冷凍機停止 ＊ 

18:30 消磁開始 

18:50 消磁完了 

19:00 消磁作業完了 

 ＊：クライオ内圧を上昇させるため 

4K 冷凍機を停止させる。 

電源による消磁の場合、液体ヘリウム温

度のマグネットへ電流を流す電流リードを

装着しなければならないが、本ケースの場

合はあらかじめ電流リードは装着されてい

るので、その常温部分を冷却するためヘリ

ウムガスが使われる。そのガス源を確保す

る目的で、冷凍機を止めマグネット内圧を

一定以上に高めておく必要がある。 

液体ヘリウムレベルは 63.3 ％、クライオ

内圧は 16.45 PSIｇ、1.5T の主磁場は 22

分 18 秒で０となった。 

1-3. 配管表面温度観測 

 上で説明したとおり、消磁作業には電流

リード冷却のためのヘリウムガスが必要で

あり、クライオ内圧を開放しつつ消磁用電

流印加をしなければならない。それに伴い、

各経路の配管表面温度がどこまで下がるか

計測によって確認した。 

電流リードを冷却するガス配管出口温度

は－60℃、室外放出配管付近の表面温度は

－58℃まで下がったが、大気圧での空気の

液化温度：78.8K (ケルビン) 4)すなわちマイ

ナス 194℃までは下がらないことを確認し

た。その様子を資料２に示す。 

1-4. その他マグネット周辺情報 

 被災時を想定して MR 設置環境の調査記
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録上、必要と思われる周辺状況について記

録した。クライオ上部配管、冷凍機、アン

カー／除振機構、室外放出配管、その他機

構などを撮影記録した。 

 

2. 強制クエンチによる消磁事例 ケース１ 

2-1. マグネットシステム概要 

主コイル発生磁場：1.5T 

アクティブシールド型 

運転電流：約 380 A   

インダクタンス：約７９H  

蓄積エネルギー：約 5.7 MJ 

シム方式：ボア内シムプレート式 

クライオスタット：シールド冷却型 

ヘリウム内容量：1650L(0-100%) 

フル容量 1800L  

内圧：65hPa   

2-2. 強制クエンチによる消磁工程 

   およびマグネットの無害化工程 

磁場の吸引実験、消磁作業見学、真空解

放作業見学、マグネット温度測定：作業手

順を追って写真撮影した。 

2-2-1. 強制クエンチによる消磁 

MR 室には緊急減磁装置(*1)を作動させ

る赤いボタンがある。形状、配置、注意書

きなどについて資料３を参照のこと。 

------------------------------------ 

*1: 緊急減磁装置のスイッチを押すことに

より、マグネットの上部に配置されてい

るクエンチヒーターに通電される。ヒー

ター加熱によってメインコイルの一部が

温まり、その部分の超伝導線が超伝導か

ら常伝導へ転移してクエンチが発生する。

この緊急減磁装置には蓄電池が内蔵され

ており、日頃から充電されているので停

電時も起動できる。その形状や配置につ

いては資料 3 に示した。 

------------------------------------ 

このケースの消磁のための強制クエンチ

は、システムに附属する緊急減磁装置によ

って行った。またマグネット室内で磁場の

消失を確認するため、マグネットのボアに

磁性体小型スパナをつり下げておき、磁場

が無くなると落ちる仕掛けを施した。その

様子を撮影した。 

緊急減磁装置のスイッチを押すと、ガス

の流れる音がだんだん大きくなり、1 秒以

内に磁性体は落下し、磁場の方向に向くが

10 秒以内にゆっくりと重力方向を向いて

静止する。その間放出ガスは、数秒で大き

な音と共にバースティイングディスクが破

れ、一気に低温のヘリウムガスが排出され

る。同時に配管が急激に冷やされるため、

廻りの空気が配管壁面で液化した。また、

室内配管のつなぎ目などからヘリウムガス

が漏れ出た。 

配管表面温度変化については資料 4 に、

室内配管表面の様子については資料 5 に示

す。 

このケースでは、既に調査開始前にシス

テムの電源が落とされ、配線切断などの作

業が行われていたため、ヘリウムのレベル

は測定できない状況であった。 

作業経過時間は以下の通りである。 

当日 

16:30 吸引実験のために機材セッティン

グ開始 

16:50 吸引実験開始 

17:20 マグネット配管付近の温度センサ

ーセッティング 

17:30 温度測定開始 

17:38 圧力開放バルブオープン 



 166

17:38 冷凍機停止 

17:49 消磁 

緊急減磁装置による強制クエンチ 

ほぼ１秒以内に０磁場となる 

18:00 クライオスタット内真空解放作業

開始 

18;20  冷凍機のガス抜き処理 

18:37 真空解放作業完了 

19:00 真空解放後の処置作業完了 

20:30 真空解放後のマグネットの 

状況確認 

翌日 

8:30 真空解放翌日のマグネットの 

状況確認 

9:00 搬出の為のマグネット上部解体工事 

12:30 マグネット周辺解体工事確認 

 

2-2-2. 配管表面温度観測 

 消磁作業の前に各経路の配管表面温度を

計測した。通常は圧力開放バルブをバイパ

スした逆止弁を通ってヘリウムガスは排出

される。この状態でマグネット内圧 65 hPa

であった。圧力開放バルブを開くことによ

って内圧は 20 hPa 以下に落ちる。この圧力

開放バルブは液体ヘリウムを注入する際や

励減磁を行う際にカレントリードを挿入す

るときに開放する。 

配管表面に温度センサーを取り付けた後、

圧力開放バルブを開き、内圧を下げてから

冷凍機を停止した。クエンチが発生したと

きにはバースティイングディスクが破れ、

バイパスラインや圧力開放バルブのライン

にはヘリウムガスは流れなくなる。それに

伴い、各経路の配管表面温度の差が出始め

ることを計測した。また、急速な低温ガス

の排出により大気中の酸素が液化し、マグ

ネット表面に流れ、温度が低下することを

観測するためにマグネット表面にも温度セ

ンサーを取り付けて計測した。その温度変

化の様子を資料 4 に示した。 

2-2-3. 真空断熱層の大気圧開放 

 本作業工程は強制クエンチによる「消磁」

作業とは無関係だが、マグネットの「無害

化」には必要な工程である。 

通常液体ヘリウム槽は真空断熱層に覆わ

れているので、外面からの熱侵入はほとん

ど無い。クエンチ後もこの槽に液体ヘリウ

ムが残っていて低温状態にある。この真空

断熱層にヘリウムガスを入れるとヘリウム

槽外面への熱侵入量は増大し、液体ヘリウ

ムが一気に気体になる。これによる内圧上

昇はクエンチ以上の破壊力(*2)になること

がある。 

--------------------------------- 

*2: 真空断熱層へヘリウムガスを導入する

と、液体ヘリウムそのものへの熱流入

速度はクエンチによるコイルの発熱分

の熱流入速度を上回る場合がある。 

  MR 用超伝導マグネットの破裂事故は、

ほとんどが真空断熱層の破壊に起因し

て発生している。クエンチによる破裂

事故はクエンチが真空断熱破壊を誘発

しない限りほとんどない。 

--------------------------------- 

真空槽を安全に大気圧にするためには真

空引きポートに専用の治具を取り付けて、

まずは治具のセッテイングに問題がないこ

と、配管に漏れが無いことを確認してから、

少しずつヘリウムガスを真空槽に注入して

いき、真空槽の真空度を徐々に劣化させて

いく。液体ヘリウムの蒸発量を見ながら慎

重にヘリウムガス注入しなければない。真



 167

空断熱層が大気圧になったかどうかは、真

空排気口に取り付けた圧力計で確認する。 

大気圧になった後は治具を取り外し、真

空ポートをマーキングする、この部分から

はしばらくは温まったヘリウムガスが排出

されるため、注意喚起する必要がある。こ

の部分を閉じてしまうとクライオスタット

内圧が上がり、ある程度圧力が高くなると、

マグネット容器の弱い部分が破裂する危険

性がある。 

2-2-4. 真空解放後の点検 

 ヘリウムガスによって真空槽を大気開放

されたことによって、クライオスタットの

断熱効果がなくなり、ヘリウム容器が温ま

り、外側の容器が冷却される。真空開放直

後はマグネット表面は霜が付着し、ずっと

触ると低温火傷をしてしまうので注意する

必要がある。 

 本ケースでは真空開放の翌日まで部屋に

空調を効かせていたので、マグネット表面

はほぼ常温となっていた。また、結露によ

り、水が床に溜まることも無かった。 

 マグネットを搬出するために、周辺部品

の取り外し、また、搬出経路で上部が開口

部に接触するため、マグネット上部を切り

取る作業を実施していたのでその状況を確

認した。 

 

3. 強制クエンチによる消磁事例 ケース 2 

3-1. マグネットシステム概要 

主コイル発生磁場： 1.5T 

 アクティブシールド型 

運転電流：約 380 A   

インダクタンス：約７９H  

蓄積エネルギー：約 5.7 MJ 

シム方式：ボア内シムプレート式 

クライオスタット：シールド冷却型 

ヘリウム内容量：1500L 

(1400Ｌ 0-100%) 

真空容器： 1100L 

3-2. 消磁及び無害化作業 

3-2-1. 作業工程 

磁場の吸引実験、消磁作業見学、真空解

放作業見学、マグネット温度測定：作業手

順を追って写真撮影した。 

当日 

13:00 吸引実験のために機材セッティン

グ開始 

13:30 吸引実験開始 

15:20 マグネット配管付近の温度センサ

ーセッティング 

15:30 温度測定開始 

15:40 圧力開放バルブオープン 

15:50 冷凍機停止 

16:10 消磁 

緊急減磁装置によるクエンチ 

16:20  冷凍機のガス抜き処理 

16:30 クライオスタット内真空解放作業

開始 

17:00 真空解放作業完了 

18:00 真空解放後の処置作業完了 

8:00 真空解放翌日のマグネットの 

状況確認 

翌日 

8:30 冷凍機の取り外し 

9:30 測定機材等の搬出作業 

3-2-2. 配管表面温度観測 

 消磁作業の前に各経路の配管表面温度を

計測した。通常は圧力開放バルブをバイパ

スした逆止弁を通ってヘリウムガスは排出

される。この状態でマグネット内圧 90hPa

であった。通常は 69hPa 前後だが、冷凍機
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の能力低下の可能性もあり、ボイルオフも

多いことが予想された。しかし、チェック

したところ、マグネットモニターのヒータ

ーがスイッチ(B0)(*3)がＯＮになっていた

ことが確認され、不測の事態が発生してい

るわけではないことが確認された。 

----------------------------- 

*3: B0 スイッチとは B0 コイルのスイッチ

コイルのヒータースイッチで、ヒータ

ーを炊く事により中心磁場を補正する

シムコイルのスイッチコイルをノーマ

ルにする。これにより通常は中心磁場

のリセットに使用されるが、内圧が低

いときに内圧を上げる目的で使用され

ることもある。このスイッチがオンに

なるとヘリウムの蒸発量が増えるので

ＯＮにされないように注意書きがして

あり、通常テープで固定してある。 

----------------------------- 

B0 スイッチをオフにしたところ、内圧は

段々下がってきて、逆止弁の排気ラインの

霜も少なくなってきた。 

マグネットの配管表面にセンサーを取り

付けた。本ケースではさらにＭＲＩ室の天

井の配管及び外のクエンチ配管出口にも温

度センサーを取り付けた。クエンチが発生

したときにはバースティイングディスク

(破裂弁)が破れ、バイパスラインや圧力開放

バルブのラインにはヘリウムガスは流れな

くなる。それに伴い、各経路の配管表面温

度の差が出始めることを計測した。また、

急速な低温ガスの排出により大気中の酸素

が液化し、マグネット表面に流れ、温度が

低下することを観測するためにセンサーを

取り付けて計測した。その温度変化を資料

4 に示す。 

3-2-3. 強制クエンチによる消磁工程 

本ケースでも消磁はシステムに附属する

緊急減磁装置によって行った。 

強制クエンチ前にマグネットのボアに磁

性の点滴台を吸着させておき、磁場が無く

なると落ちる仕掛けを施してそれを撮影し

た。この点滴台は底部の十字キャスター部

分が磁性体でできており、他はすべて非磁

性金属で覆われているため磁性体であると

気付き難い。その様子を資料 6 に示す。 

液体ヘリウムの液位はクエンチ前が

37％で、クエンチ後は 11％であった。この

クエンチで蒸発した液体ヘリウムは約 364

リットルと計算された。放出配管(クエンチ

パイプ)の出口は MR 室のすぐ横で放出経

路長は短く、屋外放出口は下向きにフード

がある。配管はストレートであった。反射

板は無いため、下にベニヤ板をひき、通常

は金網があるが、事前に取り外してあった。

いろいろなサイトでの屋外放出口の形状お

よび配置について資料 7 に示す。またクエ

ンチ時の放出ガスの様子は資料 8 に示す。 

3-2-4. 真空断熱層の開放 

 「消磁」とは無関係な作業であるが、無

害化処置のためには必要な作業である。ク

ライオスタット全体の「昇温」「圧力解放」

の目的で実施される。 

3-2-5. 真空解放後の点検 

 ヘリウムガス導入で真空槽が開放された

ことによって、クライオスタットの断熱効

果がなくなり、ヘリウム容器が温まり、真

空外装が冷却される。真空開放直後、真空

外装表面は霜が付着し、直接触り続けると

低温火傷をしてしまうので注意する必要が

ある。 

 真空開放の翌日、一度冷えた真空外装は
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ほぼ常温となっていた。また、結露により、

水が床に溜まることもなかった。 

 センサー類を取り外し、サービスタレッ

トに組み込まれている冷凍機のコールドヘ

ッドを取り外した。マグネットを搬出する

為に、マグネット上部の高さをなるべくし

なければ行けないので、このように取り外

す事の出来るものはなるべく取り外す。コ

ールドヘッドを取り外したあとは専用のフ

ランジを取り付けておく。 

 

4. 強制クエンチによる消磁事例 ケース 3 

4-1. マグネットシステム概要 

主コイル発生磁場：1.0T 鉄シールド型 

シム方式： 電流シム方式 

クライオスタット：４Ｋ冷凍機による 

50K シールド及びヘリウム容器冷却型 

ヘリウム内容量：フル容量 2000 L 

内圧：0.8 ber 

4-2. 作業 

4-2-1.作業工程 

磁場の消磁作業、真空解放作業：作業手順

を追って写真撮影した。 

16:50 消磁のための準備作業開始 

17:00 クエンチパイプ出口の確認 

17:20 圧力開放バルブオープン 

17:25 冷凍機停止 

18:00 消磁 

緊急減磁装置によるクエンチ 

18:02 クライオ内真空解放作業開始 

18;20  冷凍機のガス抜き処理 

18:40 真空解放作業完了 

18:45 冷凍機コールドヘッド取り外し 

18:55 真空解放後の処置作業完了 

19:00 真空解放後のマグネット点検 

4-2-2. 屋外放出口の確認 

 屋外放出口は病院の裏手にあり、駐車場

に面しているが、下出しでガス流反射板が

あり、周辺にヘリウムガスが噴出しないよ

うに配慮されていた。また、金網が張って

あり、鳥や虫などが入らないように配慮さ

れているが金網の部分にペンキが塗られて

目詰まりしていたので、金網を外すことに

した。屋外放出口の形状は資料 7 に示す。 

 消磁作業の前にマグネット内圧が正常で

あることを確認した。液体ヘリウムは MR

システムから測定し 75.8 ％であった。 

通常は圧力開放バルブをバイパスした逆

止弁を通ってヘリウムガスは排出される。

圧力開放バルブを開くことによって内圧は

低下する。これによってクエンチパイプ出

口からヘリウムガスが排出されるのを確認

することで、放出配管を経由してヘリウム

ガスが正常に排出されているか判断できる。

この判定のため、圧力開放バルブを開き、

クチンチパイプ出口から排気していること

を確認した。その後、冷凍機も停止して昇

温しを開始した。またマグネットの真空ポ

ートの位置がマグネット背面下部にあるこ

とを確認した。 

4-2-3. 消磁のための強制クエンチ 

 このケースでも備え付けの緊急消磁装置

(クエンチボタン)で消磁のための強制クエ

ンチを実施した。ここでは緊急消時装置の

バッテリーが劣化し、正常に作動しないこ

とも考慮し、真空引きポートに専用の治具

を取り付けて、ヘリウムガスを真空槽に注

入して液量を低減させてクエンチさせる方

法の準備も行った。 

マグネットのボアに磁性体(小型スパナ)

をつり下げておき、磁場が無くなると落ち

る仕掛けを施した。 
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本ケースの消磁はシステムに附属する緊

急減磁装置によって通常通りクエンチさせ

ることができた。すなわち緊急減磁装置は

正常に作動した。 

屋外放出口からのガスの出方は、すぐに

は破裂板が破れず、大量のヘリウムガス発

生は時間的に遅れた。なおこのシステムは

消磁中、ヘリウムのレベルは測定できない

状況だった。 

4-2-4. 昇温のための真空断熱層の開放 

今回のマグネットは 0.5T でありかつク

エンチの突入エネルギー放出量が小さいた

め、クエンチのみではあまりヘリウムは気

化しなかった。残留液体ヘリウムを気化さ

せるためクライオスタットの真空槽にヘリ

ウムガスを注入た。徐々にマグネットの内

圧が上昇し、クエンチパイプ出口から一気

にヘリウムガスが噴出した。その破裂した

瞬間を撮影したので図 9 にその経過を示す。 

完全昇温と圧力開放のためさらにクライ

オスタットの真空槽にヘリウムガスを注入

していき、真空槽が大気圧になるまでヘリ

ウムガスを注入した。 

 

5. 強制クエンチによる消磁事例 ケース 4 

5-1. マグネットシステム概要 

主コイル発生磁場：1.0T 鉄シールド型 

シム方式：電流シム方式 

クライオスタット：４Ｋ冷凍機 

50K シールド及びヘリウム容器冷却 

ヘリウム内容量：フル容量  2000 L 

内圧：0.8 ber  

5-2. 作業 

5-2-1. 作業工程 

磁場の消磁作業、真空解放作業：作業手

順を追って写真撮影した。 

15:30 消磁のための準備作業開始 

15:40 クエンチパイプ出口の確認 

15:50 圧力開放バルブオープン 

15:55 冷凍機停止 

16:15 消磁 

緊急減磁装置によるクエンチ 

16:30 クライオ内真空解放作業開始 

17;20  冷凍機のガス抜き処理 

18:00 真空解放作業完了 

18:05 冷凍機取り外し作業完了 

18:15 真空解放後の処置作業完了 

18:30 真空解放後のマグネット点検 

 

5-2-2. 屋外放出口の確認 

 放出配管(クエンチパイプ)屋外出口は病

院の裏手にあり、排気口と表示されている。

通りに面しているが、横出しで反射板があ

り、道路や周辺にヘリウムガスが噴出しな

いように配慮されている(資料 7)。また、金

網が張ってあり、鳥や虫などが入らないよ

うにも配慮されている。 

 

5-2-3. 消磁作業前の確認 

 消磁作業の前にマグネット内圧が正常で

陽圧（約 3 psi）であることを確認した。液

体ヘリウム液位はシステムで測定し、

70.9％ であった。内圧開放バルブを開くこ

とによって放出配管屋外出口までの健全性

を確認した。その後、冷凍機も停止し、昇

温を開始した。 

5-2-4. 消磁 

このケースも消磁はシステムに附属する

緊急減磁装置による強制クエンチによって

行った。磁場が無くなったことの確認のた

めマグネットのボアに磁性体をつり下げて

おき、磁場が無くなると落ちる仕掛けを今
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回も設置した。 

緊急減磁装置のスイッチを押すと、ガス

の流れる音がだんだん大きくなり、ゆっく

りと磁性体が落ち始め、大きな音と共にバ

ースティイングディスクが破れ、一気にヘ

リウムガスが排出された。 

屋外ではすぐに破裂板が破れたのでクエ

ンチパイプ出口から一気にヘリウムガスが

噴出した。破裂した瞬間は撮影できなかっ

たが、大量にヘリウムガスが噴出する映像

は記録できた。このシステムもまた、消磁

中のヘリウムのレベルは測定できなかった。 

 

D. 考察 

 被災調査から得られた災害時に関係者が

抱えた不安内容から、その直接要因の背景

にあるのは超電導マグネットに関する工学

的情報不足であると考えられる。一般的に、

回避すべき危険の具体的な現象が知らされ

ていないこと、具体的な危険回避方法が不

明なこと、危険事象が発生した場合の被害

が想定できないことなどが、不安を煽る要

因になる。MR 装置使用者の不安と超伝導マ

グネットのクエンチに関する情報は、まさ

にその例といえる。 

 多くの工業製品は、規格基準を遵守すれ

ばある程度の安全が確保できる。使用者は

その基準に従って取り扱うことで安心が得

られることになるが、MR 装置用超伝導マグ

ネットについてはまだ工学的に成熟途上に

あり、特にクエンチに関係した規格基準は

未成熟であると云わざるを得ない。それ故、

今回の工学的調査で得られた知見は「クエ

ンチ現象に関する定性的理解」へ情報提供

できることに価値がある。また、今後必要

となる定量的情報を得る方法検討の材料と

もなるだろう。 

 今回の調査では強制クエンチ作業を調査

対象としたため、被災時の具体的なクエン

チ原因、有効なクエンチの回避策、前処理

のないクエンチ事例などは明らかになって

いない。被災時の危険事象予測には、例え

ば階下へ落下したときのクエンチ、大型磁

性体吸引によるクエンチなどの実際的知見

を得る必要があるが、その実証試験には多

大な費用がかかることが予想される。しか

し今回は実施できなかったが、液体ヘリウ

ム液位低下時のクエンチ、真空漏洩発生に

よるクエンチなどは、現調査の延長で計画

可能である。実施には多くの関係機関の了

解と協力が必要となる。 

 

医療現場が必要とする情報と超伝導工学 

 超伝導工学が示すクエンチ現象は、超伝

導線材にどの様なディスターバンスが加わ

ると、マグネットはクエンチに至るかとい

う局所現象を明らかにすることに終始して

いる。超伝導マグネットの巻き線部の細部

において、常伝導部分の発生に対して超伝

導性の維持のための物理的、工学的条件が

示されている 5)。常に発熱源と発熱の大き

さから局所的常伝導転移が決まり、その後

は冷却対自己発熱のバランスの問題となる。

また超伝導工学が議論する「コイル保護」

については、クエンチ発生からマグネット

本体を守るための機構であり、クエンチそ

のもの発生を防止するためのものではない。

市販されている超伝導マグネット応用機

器：MR、NMR、物性研究用高磁場マグネ

ットなどは、クエンチ発生に備えて電気的

保護回路網が構成されており、コイルの一

部の焼損を、極力防止するよう作られてい
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る。しかしクエンチ発生から完全にコイル

破損を保護できる保証は無く、メーカーも

補償の対象にはし難いのかもしれない。 

 MR 装置を所有する医療施設が必要とす

る工学的情報は、超伝導工学が示す学術的

情報ではなくもっと実際的情報であること

が明らかになった。実際に当事者からの聞

き取りでは、クエンチを発生させる外的原

因についての疑問が多く出された。例えば

水没した場合にすぐにクエンチするのか、

火災にあった場合にクエンチするのか、大

きな磁性体が吸着された場合、強い振動が

あった場合、建築構造物が落下してきた場

合、マグネット本体が階下に落下した場合

…などクエンチ原因と被災の因果関係を知

りたいとの思いが見えた。しかしこれに超

伝導工学が答えることはできそうもない。

というより製品の信頼性工学の様なところ

で考えてゆくべき課題なのかもしれない。

例えば機械工学的に MR 用超伝導マグネッ

トの容器の強さはいくらでも保証できるよ

うに考えられる。実際、MR 用マグネット

の設計・製造に関係する工学として、冷凍

機や圧力容器に関わる部分は機械工学が規

格基準を持っている。 

 しかし今必要な情報は、学術的情報では

なく、むしろ体験的事例報告が重要である

と思える。事例報告を互いに関連付けてゆ

く過程で思い込みや勘違いに陥らないよう、

何らかの工学的解釈で裏付ける必要はあり

そうだが、重大事故を未然に防ぐには、多

くのインシデント情報から重大事故発生の

予測をしておくのが有効である 6, 7)。しかし

インシデント情報が収集し難いのも事実で

ある 6)。 

 

安心のための工学的知見として 

日々できるクエンチ回避策はメーカーが

示す通常点検を怠らないことだが、被災時

という非日常的な状態では、追加の点検項

目を設定する必要がある。また平常時の点

検およびその診断とは異なる結果が出る可

能性もある。 

東日本大震災の MR 装置被災調査におい

て、調査対象 MR 装置 602 台に対して、309

台の MR 装置が設置機関の職員主動で復旧

されたという事実は、たいへん重いものと

受け止めなければならない。そこに工学的

情報が正しく伝わっていれば、検討材料が

なく想像で迷うことも少なくなるだろう。

難しい学術的情報ではなく、MR 装置用超

伝導マグネットという製品の特性情報を基

に、平易に考えられることすら提供されて

いないように思われる。 

『液体ヘリウム液位が減少すればクエン

チに至る』ということは自明として良い。

まず必要なマグネットの固有情報として、

通常使用しているレベル計の表示値で、ク

エンチに至る可能性のある最低レベル(*4)

は知っておく必要がある。 

----------------------------------- 

*4: ヘリウムの液面計(液位計)指示値は、管

理上のいくつかの下限値を持っている。

ひとつは通常の管理下で、液体ヘリウム

補充を考えなければならない液位：A％、

次いで使用者がうっかりして下げてしま

っても使用者自らの手(判断)で、補充をし

て良い液位：B％、メーカーなどの専門技

術者が補充するなら補充可能な液位：C％、

専門技術者がクエンチリスクを承知で補

充可能な液位：D％、すぐにクエンチし

てしまうであろう最低液位：E％、という
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ように、最低液位には段階がある。 

  ここ 10 年以内に出荷された MR 装置

のマグネットはヘリウム消費量はほぼゼ

ロとうたわれているが、この場合は A％、

B％は無く、C％を喫水線と考えることに

なる。実際、ヘリウムの急激な低下があ

った場合は、メーカーの技術者へ報告す

ることになるだろう。しかしその下に、

D％、E％があることも承知しておく必要

がある。ただしここで言う各液位は、マ

グネットの磁場の強さで決まっている訳

でもなく、システム型式で決まっている

ものでもない。ある意味でマグネット設

計の個性で決まってくるものである。そ

れ故それは性能として保証されるもので

はないことも合わせて承知しておかなけ

ればならない。 

------------------------------- 

現在の液位が記録でき、現在の液位減少

率が測定できれば、マグネットの個性であ

る下限液位までの持ち時間が推定できるこ

とは、おそらく多くの使用者が承知してい

る。しかし被災時の液位減少率は、その場

で計測しなければならない可能性もある。

また例えば停電が約束されている場合には、

冷凍機停止から液位低下率がどの様に変化

するかを予め知っておかなければ、持ち時

間の計算による推定は困難である。もし冷

凍機停止後、定常蒸発にならずに液位低下

率が増加してゆくならば、低下率変化を時

間積分した総量と現在液位の比較で持ち時

間が決まることになる。すなわち冷凍機停

止後の液位低下率の変化を、マグネットの

個性として承知しておかなければならない。

このような工学的情報は、マグネットメー

カーから提供されなければ、実験によって

もとめるしか方法はなさそうに思える。ま

た同時に冷凍機再稼働から液位低下率が正

常に戻るまでの液位低下率変化も承知して

おきたい。 

また大型磁性体吸着時に、電源による消

磁が可能となるまでの持ち時間も承知して

おきたい情報であるが、被災時にはこれも

一概に決められない情報だろう。その場合、

どのくらいの力でどの方向に引っ張っても、

マグネットの構造(*5)上、内部が破壊されな

いかについても、ある程度の予備情報は承

知しておきたい。 

------------------------------------- 

*5: マグネットの構造という言い方は、低

温工学の専門分野では超伝導コイルの構

造のことを言う。MR 装置の関係者の多

くは、クライオスタット(マグネットを保

冷する断熱容器および装置)を含めてマ

グネットと呼ぶが、それは異分野間の情

報伝達において誤解の元となる可能性が

ある。正確な情報伝達のためには、MR

装置のマグネット＝超伝導コイル＋クラ

イオスタット(低温恒温槽)であることを

承知しておく必要がある。カバーを外し

た状態で見えているあるいは触れるもの

はすべてクライオスタットの一部である。

冷凍機も上部の内部アクセスポートもク

ライオスタットの一部でありマグネット

ではない。 

本報告書の中で、その必要のない部分

では MR 装置関係者の使う“マグネット”

を、クライオスタットを含めた全体の呼

称としてきたが、正確な工学的情報を得

ようとするなら、各部位の名称もある程

度正確でなければならないと考える。 

--------------------------------- 
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2012 年度の調査に継続して、機会がある

ならば実測しておきたい工学的調査項目と

して『最低液位での自然クエンチ現象』が

ある。これは同時に『冷凍機停止時の液位

低下率変化』の測定も可能である。また液

位低下時の自然クエンチの外的観測も可能

であろう。さらに欲を言えば、再冷却して

再立ち上げも確認してみたい。 

以上の調査実験は、機会さえあれば撤去

するマグネットを用いて安価に実施可能と

考えられる。そんな機会の条件は、MR 装

置休止から、撤去に至るまで期間が 20 日間

ほどあり、設置場所も稼働している施設か

ら若干離れている必要がある。病院建屋の

移設で、新築建屋が並行して建設されるケ

ースなどはその条件に合うと考えられるが、

関係者の了解を取ることが難関となるのか

もしれない。 

 

 クエンチ現象の理解のために 

 今回の工学的調査で得られた画像、映像

情報は、そのまま現場に提供できる情報と

しては品質が悪い。その映像情報から誤解

が生じる可能性もあり、ある程度の解説付

きで公表する必要がある。今後の作業課題

としてクエンチ現象の解説用資料を作って

ゆくことも医療関係者の安心を得るために

有効と思われる。 

 MR 装置メーカーが自主的に製作した

MR 用超伝導マグネットの紹介ビデオには、

たいへん良くできたものもあり、それらの

映像を収集して公の立場から監修する方法

も考えられる。しかし映像や画像からの印

象は、実際の立会いとはずいぶん違ったも

のとなる可能性もある。特に磁性体吸着に

ついては、自分の手で持って引いてみるの

が一番良いかもしれない。できれば MR マ

グネットの撤去に合わせて、関係者体験実

験プログラムを実施していただきたい。プ

ログラム設計の試行も継続して調査してお

きたい課題である。 

 

ヘリウムの流通について 

 2012 年度後期に社会問題化したヘリウム

不足 8)についてもここで触れておきたい。

実際今回の被災調査で不安事項のひとつに、

ヘリウムの供給不足に関する指摘が 3 件上

げられている。分析用 NMR 用超伝導マグネ

ットも調査対象とした阪神・淡路大震災の

被災調査では、ヘリウム流通に関する諸問

題が震災直後顕在化したがたいした混乱も

なく沈静化したと報告されている 9)。 

20 年近く前の MR 装置用超伝導マグネッ

トは、1 台当り年間で 300L～3500L の液体

ヘリウム消費量であった。阪神・淡路大震

災は被災エリアは広域ではなかったが、東

西からの流通ルートが分断され、液体ヘリ

ウムの供給が心配された。近隣地域の関係

者の協力で事無きを得ている。現在(2012)

は年間 0L～500L の消費量に下がっている

ので、液体ヘリウム供給作業そのものを知

らない使用者も増えている。今後ますます

増えるものと思われる。 

 そんな中で、被災時に液体ヘリウム液位

低下の不安をどの様に解消してゆくか、考

えなければならない。メーカーの対応が得

られない状況での液位減少に対する不安は、

液体ヘリウムの入手、マグネットへの注液

器具類の入手、注液方法と作業技術情報の

収集である程度解消できるだろう。もちろ

ん施設職員の手で注液が実施できるなら不

安は解消できる。しかし液体ヘリウムあっ
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ての話であり、昨年(2012 年)発生した日本

国内総ヘリウム不足の事態は、地域の MR の

使用者、地域ガスサプライヤー、MR メーカ

ーの努力では対応できない問題である。 

 

E, 結論 

 撤去される MR 装置の超伝導マグネット

を用いて、被災時の超伝導型 MR 装置の不安

要因解消のための工学的知見について調査

した。主にクエンチに関わる工学的情報の

収集を行ったが、机上で想定できる現象の

確認にしかならなかった事項も多い。また

定性的現象の説明資料が多く、それらを定

量化するためにはさらなる調査研究が必要

となることが確認された。 

 上記考察で述べたように、例えば冷凍機

を停止させると液位低下率＝ヘリウム蒸発

率は増加するという定性的確認はできた。

しかしそれをどのくらい液位低下率が増加

するのか、それはどのような経緯で変化す

るのかなどの定量化された値を知らなけれ

ば、被災時の初期調査に入る医療現場の担

当者への、有効な工学情報とはいえない。 

 しかし不安材料が、現象を机上の想像で

しか知らされていないことに起因している

ならば、より臨場感のある情報は入手でき

たと思える。さらには続く調査対象と得る

べき工学的情報も、本調査研究で明らかに

なってきたといえる。 

 定量化できる工学的情報を、機会あるご

とに取得することが今後の課題である。 
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資料１ 電源による消磁特性  磁場測定結果と測定機材 

 

定点磁場の時間変化特性    
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消磁中磁場測定：ベッド中央付近での磁場変化測定 

 

     1.5T の主磁場は 22 分 18 秒でほぼ０となった。 

経過時間 
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資料２ 電源による消磁時の消磁機材とヘリウムガス放出 

電流リード冷却ガス配管出口温度  −６０ ℃ 

室外放出配管マニホールド表面温度 −５８ ℃  となった。 

   消磁中配管表面温度測定：ガス放出配管各系統 

   

 クライオ上部配管温度計取り付け位置    温度計測画面 ４点計測 

 消磁作業中はクエンチ発生の可能性が増すので、万が一発生すると本温度測定点の温度

は、空気が固化する温度(約５０K＝−２２０℃)以下となる可能性がある。 

      

マグネット室内ケーブル   電源接続用ケーブル       ポータブル電源 

電源による消磁は 10年以上前のマグネットだとマグネット槽内に電流リードを挿入

しなければならないが、最近のマグネットでは、電極は常に室温部分に取り出されて

おり、マグネット／RF シールド壁／用意した電源を、それぞれケーブルでつなぐだけ

で消磁が可能となっている。全作業時間も 2時間以内で終了する。 
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資料３ 緊急減磁装置起動スイッチ：クエンチボタン 

   消磁のための強制クエンチに使用した緊急減磁装置のスイッチ本体と配置 

本体 

   

マグネット室内のスイッチ配置 

   

 

 MR 装置型式が変わってもマグネットメーカーが同じ

だとスイッチの形状は同じことが多い。配置はシステム

メーカーや使用者によって異なるが、通常は手の届きに

くい高い位置に配置されるのは共通している。 

 名称や注意書きが様々であることは、診療検査の現場

で混乱を招く可能性がある。 

 スイッチの押しボタンにはカバーが掛けられ、簡単に

は押せないようになっている。またまちまちであるが、

注意書きには「クエンチさせると復旧に支障がある可能 

性」を示唆する文面が多い。 
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資料４ マグネット上部の内圧放出配管周辺温度変化 ケース 1 

 
 クエンチ発生後、直ちに配管周辺温度は低下し、空気の液化が始まった。 

 できた液体空気は床にまで流れ落ち、床面は凍りついた。ただし床材の熱容量は大きく、

約 80K の液体空気(主に液体酸素)は溜まることなく直ちに蒸発していた。 

 

 上記 2例の配管温度変化の内、初めの約 30 分ほどがクエンチの影響であり、続く温度低

下は真空断熱層の解放で発生する放出ガスによるものである。 
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資料５ クエンチ前後のマグネット上部の様子 

   左がクエンチ前の様子 右が同部分のクエンチ後の様子 

       

     

   

或る 1.5T マグネットの破裂弁と主配管  破裂弁が作動し主配管表面で空気が液化 

 上２件はクエンチ前すなわちヘリウム放出前と放出終了後の比較写真であり、放出中

はこのような白い霜(主に水分)の付いた状態ではなく、下の右の写真のように、配管表

面は液体空気で濡れた状態である。写真では判りにくいが、下の放出中の主配管表面で

は液体空気が連続的に流れ落ちている。主成分は酸素であることが多い。 
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資料６ 鉄の体験的吸引力の体感実験 

   セルフシールド型マグネットの場合、開口部付近で急に磁場が立ち上がる。 

  

63g の鉄製アイボルト M10 をロープ先端に取り付け、マグネットボア付近までの引張り

力を測定した。1.5T マグネットの開口部付近で吸引力は 10Kg 程度であった。 

  

本実験は、体感実験および大型磁性体の吸着・吸引力測定計画検討のために行った。 

  

一見ステンレス製に見える点滴台の下部キャスター部の裏側は大きな磁性体だった。上部および

ポール部は非磁性体が使われていることを磁石で確認した。 

右の写真は、クエンチ発生時にどの様に落下するかを確認するため、予めボアに吸着させておい

た点滴台の、クエンチ後に落下した状態である。 
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資料７ ヘリウムガス屋外排気口 

 

  
 

  
 

   

 ヘリウムガスの屋外放出配管出口は、MR 室建物裏手の人通りの無いところに配置される

ことが多いが、中には不特定多数の人の往来する通路に面した壁に配置されているケース

もある。その場合は放出方向に邪魔板を配置し、道路や周辺にヘリウムガスが噴出しない

よう工夫されている。金網が張ってあり、鳥や虫などが入らないように配慮されている。 

放出口にはガス流邪魔版、反射板、方向制御板などが配置されていることが多いが、実

際のクエンチ時の大量放出を経験させていないと思われるケースがあり、実際の放出を想

定しておくことが望ましい。 
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資料８ 強制クエンチさせたときの屋外放出口から排出されるヘリウムガス 

   クエンチとほぼ同時に破裂弁が作動し大量の屋外放出が始まったケース 

       

(ａ)クエンチ前の放出口         (b)クエンチ 6分後の放出 

      

(ｃ)約 6分後のダクトカバー       (ｄ)約 13 分後の放出が収まり 

  表面で凝縮液化する空気         はじめた屋外放出口 
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資料９ 強制クエンチさせたときの屋外放出口から排出されるヘリウムガス 

   クエンチさせただけでは破裂弁が作動せず、真空開放によって作動したケース 

   

 屋外放出口の配置付近          クエンチしたが放出量は少なかった 

 

  
 真空開放と同時に大量放出が始まった     液体ヘリウムが無くなり沈静化した 

 

 蓄積エネルギーの小さなマグネット、あるいは運転電流値の低いマグネットでは、

クエンチしただけでは液体ヘリウムが残留することがある。消磁目的で強制クエンチ

させた場合は液体ヘリウムが残留しても良いが、無害化処置の場合は、昇温過程へ連

続して入らないと、凍りついた逆止弁から空気や水分が混入し、アクセスポート内部

で閉塞を起こす可能性があるので注意が必要である。 

 この写真を撮影したケースでは、クエンチ終了後、直ちに断熱真空槽へヘリウムガ

スを入れ、断熱を破壊して残留ヘリウムを気化させた。この時内圧が上昇し、はじめ

て破裂弁が作動し、下段左の写真のように、一気に大量のヘリウムガスが噴出した。 

 強制クエンチさせるときは、常に液体ヘリウム残量、マグネット内圧、内圧開放経

路、各部圧力差を観測し、そして緊急気道確保の手段を想定しておかなければならな

い。表面の挙動のみにとらわれていると、孤立系の圧力上昇に気付かないことがある

ので常に注意が必要である。 
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